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課題 D サブテーマ１：無人機（ドローン等）による火山災害のリアルタイム把握手法の開

発 

  

実証実験を実施した伊豆大島で作成された 3D モデルから得られた赤色立体地図（左）と、

GCP として使用した対空標識における RTK-GPS 測位の様子。  

 

 

GPS 有／無モデルデータから得られた標高値と実際に取得した標高値の較差と各較差の

RMS（一部抜粋）。  

 

 

過去（平成 24 年）実施されたレーザ測量による DEM と今回得られた GCP 有モデル及び

GCP 無モデルによる DEM の比較結果。  

 



 

ii 

 

 

熱赤外画像を用いた熱分布範囲の自動抽出手法の検討。  

 

 

 

 

物体検出手法による、阿蘇火口周辺の噴石痕の自動検出結果。  
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課題 D サブテーマ２：リアルタイムの火山灰ハザード評価手法の開発  

 

 

（左）桜島火山観測所レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。2019/10/22 21:46

の爆発の例。（右）口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。2020/2/3 

5/31 の噴火の例。気象庁が噴煙高度不明、もしくは雲入りにより最高到達度が不明とした

噴火において、噴煙を捉えることができた。  

 

 

 

2019 年 9 月 20 日 16 時 06 分から同 24 分までの本館ライダーによって推定されたエアロ

ゾル消散係数の時間・距離分布。(左上)オリジナル分解能(距離分解能δH=6m、時間分解

能δT=10 秒)、(右上)データ量を 300 分の 1 にした場合(δH=300m、δT=60 秒)、(左下)

時間分解能を優先した場合(δH=600m、δT=30 秒)、(右下)空間分解能を優先した場合(δ

H=150m、δT=120 秒)。オレンジ矢印は 9km/h で手前に進行する速度を示す。  
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（左）火山灰の実地観測から得られた降灰量とディスドロメータから得られた降灰量の関

係。（右）2017 年 5 月～2019 年 10 月期間の 59 イベントにおいて採取された火山灰の重

量から求めた降灰量と、同時間帯に観測されたディスドロメータの観測値から経験的な式

により計算された降灰量の相関。計算値は実測値の約 0.1～2.3 倍と推定される。  

 

 

2013 年 8 月 18 日桜島昭和火口からの噴火を垂水市に設置された国交省 XMP レーダで観

測した結果から得られた、高度 500m から 3000m までの時間積算降灰量分布。  
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レーダーの反射強度分布から決定した PUFF モデルにおける火山灰粒子の初期座標（左：

水平位置、右：鉛直断面）。左図では反射強度の閾値を(a)10dBz、(b)20dBz、(c)30dBz、

(d)40dBz とし、右図では反射強度の閾値を(a)10dBz、(b)20dBz とした東西断面、(c)10dBz、

(d)20dBz とした南北断面を示す。  
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（左）噴煙高度と噴出率、（右）噴煙高度と噴出量の関係について、2019 年 11 月 5 日～8

日に発生した噴火時のものを示す。噴出率は、地殻変動から計算される球場圧力源の体積

変化量をひずみ変化の継続時間で割ったもの。噴出率または噴出量が大きいほど、噴煙高

度が高くなる傾向が認められる。  
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課題 C3と連携して実施したブルカノ式噴火を対象とした 3次元噴煙シミュレーションの結

果。噴出率を一定とし、噴火継続時間を変化させた場合の噴火開始から 10 分後の噴煙断面

を示す。噴出率が噴煙高度決定の主なパラメータであるプリニー式噴火に対して、ブルカ

ノ式噴火では同じ噴出率でも噴火継続時間が異なると噴煙高度が異なる様子が得られた。 

 

上昇(下降)速度 3 m/s 上昇(下降)速度 2 m/s 上昇(下降)速度 1 m/s 

   

   

ドローン（移動計測）とライダーによる風観測結果の比較（上図：風向、下図：風速）。ド

ローンの移動速度が大きくなると、ライダーによる観測結果との乖離が顕著になる。  
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2019 年 10 月 31 日 (Site B) 

  

ドローンによる上空の PM10 濃度（左図）と微小粒子割合（PM2.5/PM10 の比、右図）の観

測結果。2019 年 10 月 31 日は高度 800～1000m で PM 濃度が高く、微小粒子割合から火

山灰を捉えているものと推測される。  

 

 

最も高い解像度の組み合わせ（WRF50m・FALL3D50m）で得られた火山灰拡散シミュレ

ーションの結果。噴火開始後 5 分～60 分の降灰量の経過を示す。  
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（左）太陽光パネルの噴石に対する耐衝撃性能試験の実験装置。（右）衝撃後の円状にひび

割れた（カバーガラスが割れた）状態。  

 

  

（左）噴石の落下性状を調べるために行われた落下実験において使用された噴石模型

に組み込まれたセンサー類、（右）ドローンによる模型のつり上げと落下実験の様子。 

 

 

 

 

 

 

 

 

太陽光パネル 

衝撃試験装置 
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課題 D サブテーマ３：火山災害対策のための情報ツールの開発  

  

周知啓発教育用コンテンツ試作版として開発した「火山防災ポータルサイト」  

（左：トップページ、右：検索結果）。約 280 件の情報コンテンツにアクセスが可能。  

 

  

2020 年 2 月 12 日に自治体防災担当者（山梨県コアグループ担当者会議メンバー）を対

象として実施された図上訓練の様子  

 

80

演習事例演習事例 ①演習事例 ①

１．今回の図上演習の目的

・大規模噴火時等の協議会関係機関の対応・行動の

確認、また不足事項の洗い出し

・対策がわからない活動の抽出と、その相談先の検討

・顔の見える関係づくり、及び関係の深化

83

演習事例演習事例 ①

４．演習実施イメージ
【方法】

・模造紙と付箋紙を使います。

・災害対応は、自由な発想（妄
想）と班員のチーム力で検討を進
めてください。

【使用するもの】

・黒いペン（ラッションペン）

・模造紙２枚

・付箋紙（黄色多量、赤色、青色）

・今後の対応目標シート

赤枠箇所：諸条件、ステー
クホルダーを変えることで、
多様な訓練シーンや実施
場所での訓練実施を可能
とさせる仕組み

今回のテーマ

要支援者対策

想定日時 X年９月１日（水） X年12月３日（土） ・・・

事象 地震増 噴煙上昇 ・・・

噴火警戒レベル ３ ５ ・・・

県

市町村

関係機関

 

今年度作成した演習事例  



 

x 

 

 

降灰被害予測コンテンツの試作版として、富士山宝永噴火を想定した降灰分布と基盤情報

（鉄道、幹線道路、病院施設）を WebGIS 上で重ね合わせた例。昨年度までに実施された

建築設備（エアコン室外機、冷却塔）を対象とした降灰影響評価実験の結果得られた建築

物の機能継続に影響を与える降灰深を閾値として使用している。  
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垂直積雪量を 30 ㎝とし、鉛直荷重を変化させた時の木造建物屋根の被害確率関数。  

建築年が 1982～2000 年（上段）と 2001 年以降（下段）。  



 

xi 

 

  

富士山における登山者動向把握実験（富士山チャレンジ 2019）に参加し、避難救助支援コ

ンテンツ試作版のインプットデータとして使用する登山者動態データを取得した。  

 

 

富士山及び御嶽山で得られた登山者動態データを可視化するツールを開発した。  
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はじめに  

日本では火山観測研究が始まってから、まだ規模の大きな噴火を経験したことがない。

災害に絡む火山現象の予報は気象庁が行うことが気象業務法によって定められている。大

学や国立研究開発法人等の研究者は、火山災害の軽減のために火山噴火予測技術の高度化

を目指して研究を進めており、これまで、火山噴火予知連絡会に参画するとともに、気象

庁が行う火山現象の予報業務に活用する技術の向上に貢献してきた。一方、それぞれの活

火山に設置されている火山防災協議会では、気象庁から出される噴火警戒レベルに応じて、

当該火山のハザードマップや火山専門家等の意見を考慮し、避難行動などの対策を事前に

定めている。このような警報から対策に直結する仕組みは活火山を抱える諸外国にはみら

れない特徴である。気象庁から出される噴火警戒レベルは火山の活動度の評価であって、

想定される噴火のハザードやリスクを考慮した被害評価ではない。本来、火山周辺の住民

や登山者への安全や利益を守るためには、噴火ごとに、ハザード評価とリスク評価を経た

上で、安全のための対策をとるのが好ましい姿であると考えられる。 

本研究課題では、火山災害に対応するため、リアルタイムで噴火の状況を把握するとと

もに、そのデータを迅速に解析し、その後の推移予測とハザード・被害評価、さらには対

策に資する情報の提供までを一連で行う技術を開発する。そのため、本研究が目指す観測

データを一元化するとともに、観測から予想される現象や被害をいち早く把握・予測し、

分かりやすい情報を防災機関や関係する火山専門家に提供する。それによって、防災関係

機関がこれらの情報を、噴火警戒レベルに加味して、防災対策に生かすという速やかな連

携が可能となる。さらに、噴火の観測結果や予測結果から、現状が当該火山の噴火事象系

統樹のどこに位置するのか、今後どのように展開するのか、その過程でどのような被害が

ありうるのかも含めて、情報提供することも重要であり、そのための情報ツールを開発す

る必要がある。これらは課題 D の目的であると同時に、本プロジェクト全体のアウトプッ

トとしても極めて重要である。 

サブテーマ 1 では、噴火発生前後からドローンなどの無人機を用いて火口付近の地形や

噴出物に関するリアルタイムの災害情報を取得する技術を開発し、それによって取得した

情報や解析の結果を他課題の研究者と共有できるように準備する。サブテーマ 2 では、桜

島火山をケーススタディとして、噴火前の観測データや気象情報から、予想される噴火に

伴う火山灰の移動拡散・浮遊や降灰のリスクを事前に予想し、それを災害対策に活かす研

究を進める。そこでは、噴火に先立って蓄積される地震エネルギーや膨張量から噴火の規

模を推定し、現場で取得する気象情報から降灰予測モデルを準備する。サブテーマ 3 では、

これらの観測や予測情報に加えて、課題 A で整備するプラットフォームを用い、防災関係

者（自治体や火山防災協議会に参加する専門家）が必要とする火山ハザードやリスク情報、

火山噴火に対する知識を提供するためのツール開発を行う。  
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1. 課題の概要  

課題 D サブテーマ 1 では“噴火時の迅速性”の実現のため、無人機を利用して火山災害を

リアルタイムで把握する技術を開発する。この技術によって噴火時においてアクセス困難

な場所へ無人機を投入することにより、現場の情報をリアルタイムで取得し、火山災害対

応や対策等に資するデータを提供することが可能になる。  

課題 D サブテーマ 2 では、観測から予測、対策への一連の流れを具体化するケーススタ

ディとして、桜島の噴火による火山灰ハザードをリアルタイムで評価する手法を開発する。

最終的には噴火発生前の確率的火山灰予測システムを完成させ、24 時間以内に地点毎の降

灰確率を提示することが可能になる。  

課題 D サブテーマ 3 では、課題 A（各種観測データの一元化）で開発される一元化共有

システムのデータベースに保存される観測データや課題 B（先端的な火山観測技術の開発）、

課題 C（火山噴火の予測技術の開発）、及び課題 D サブテーマ 1・2 で得られる解析結果等

の研究成果を活用し、火山災害に関わる自治体の防災担当者らが、災害発生時に適切な初

動対応及び防災活動を行うことを支援するための「火山災害対策のための情報ツール」を

開発する。この情報ツールにより、自治体等が災害予防及び被害拡大防止に必要な行動を

とるための科学的根拠に基づく情報を得ることが可能になる。  

 

2. 研究機関および研究者リスト  

所属機関  役職 氏名 担当課題  

アジア航測株式会社  

 

先端技術研究所 室長 

国土保全技術部 課長 

システム開発部 課長 

国土保全技術部 係長 

国土保全技術部 

国土保全技術部 

国土保全技術部 

国土保全技術部 

システム開発部 

システム開発部 

システム開発部 

システム開発部  

千葉達朗 

佐々木寿 

野中秀樹 

藤田浩司 

高橋志穂 

成毛志乃 

三浦俊介 

江川 香 

森 貴章 

望月拓実 

小宮佑登 

浦山利博  

3.1 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

教授 

准教授 

准教授 

助教 

助教 

教授 

准教授 

特定研究員 

井口 正人 

中道 治久 

為栗 健 

山本 圭吾 

山田 大志 

石川 裕彦 

竹見 哲也 

Alex Poulidis 

3.2 



 

２ 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人鹿児島大学 

国立大学法人鹿児島大学 

国立大学法人鹿児島大学 

 

国立大学法人鹿児島大学 

 

国立大学法人筑波大学 

国立大学法人神戸大学 

国立大学法人東北大学 

国立大学法人東京大学 

国立研究開発法人国立環境研究所 

一般財団法人日本気象協会 

メトロウェザー株式会社 

三菱スペース・ソフトウェア(株)

（鹿児島大学）  

教授 

特定准教授 

特定助教 

助教 

特任教授 

特任研究員 

外来研究員 

（釜慶大学） 

外来研究員 

（釜慶大学） 

教授 

教授 

准教授 

准教授 

主任研究員 

主任研究員 

代表取締役 

博士課程学生  

丸山 敬 

佐々木寛介 

志村 智也 

古本 淳一 

真木 雅之 

Kim Yura 

Dong-In Lee 

 

Suh Sun-Ho 

 

田中 博 

大石 哲 

太田 雄策 

鈴木雄治郎 

清水 厚 

井上 実 

東   邦昭 

小堀 壮彦  
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(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 

火山災害対策技術の開発 

「無人機（ドローン等）による火山災害のリアルタイム把握手法の開発」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 

アジア航測株式会

社 

 

先端技術研究所 室長 

国土保全技術部 課長 

システム開発部 課長 

国土保全技術部 係長 

国土保全技術部 

国土保全技術部 

国土保全技術部 

国土保全技術部 

システム開発部 

システム開発部 

システム開発部 

システム開発部 

千葉達朗 

佐々木寿 

野中秀樹 

藤田浩司 

高橋志穂 

成毛志乃 

三浦俊介 

江川 香 

森 貴章 

望月拓実 

小宮佑登 

浦山利博 

ta.chiba@ajiko.co.jp 

hss.sasaki@ajiko.co.jp 

hdk.nonaka@ajiko.co.jp 

kf.fujita@ajiko.co.jp 

shi.hirotani@ajiko.co.jp 

sin.naruke@ajiko.co.jp 

ssk.miura@ajiko.co.jp 

kor.egawa@ajiko.co.jp 

tak.mori@ajiko.co.jp 

tkm.mochizuki@ajiko.co.jp 

yto.komiya@ajiko.co.jp 

tsh.urayama@ajiko.co.jp 

 
 (c) 業務の目的 

本業務では、噴火時における無人機（ドローン等）及び航空機による火口周辺や火口周   

辺から離れた空域から撮影した可視画像・赤外画像等を用いて、噴石の飛散状況、溶岩流

や火砕流の発生状況やその到達範囲等の火山噴火の状況を迅速に把握するためのシステム

を開発することを目的とする。 

写真測量解析においては、解析処理に時間を要していた課題を解決するために、低解像

度の解析をリアルタイムで出力し、時間と共に解像度を上げていく一連の写真測量処理シ

ステムを構築する。また、夜間や噴煙等により視界不良の場合でも、取得した画像から定

点を自動的に抽出して、写真測量処理を自動的に行うシステムを開発する。処理された可

視画像や赤外画像から、噴石の飛散状況、溶岩流や火砕流の到達範囲をマッピングして位

置情報を自動的に取得し、直面する火山災害への対応への支援を念頭に、噴火の推移と災

害の発生状況をリアルタイムで把握するシステムを開発する。 

なお、実施期間中に噴火が起きた場合には、検討中の内容を反映する等して無人機（ド

ローン等）を運航して撮影した空域からの可視画像をもとに、３Ｄモデルを作成するなど

して、ホームページで公開できるよう資料を作成することとする。作成した資料のうち、

地形データを取得した場合には、本委託業務が他のサブテーマと一体となって展開する次

世代火山研究・人材育成総合プロジェクトにおける次世代火山研究推進事業の課題Ｄサブ

テーマ２（リアルタイムの火山灰ハザード評価手法の開発）、課題Ｃサブテーマ３（シミュ

レーションによる噴火ハザード予測手法の開発）へデータ提供した上で、課題Ｄサブテー

マ３（火山災害対策のための情報ツールの開発）で情報共有される計画とする。また、最
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新の現地概略情報を取得できた場合には、被災自治体等へ画像等を提供するとともに、要

望をふまえて改めて現地情報を取得、提供することを想定する。 

 

  

図 1 本業務の全体計画 

 

(d) 10 か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

 1) 平成 28 年度： 

「無人機を使った火山災害把握手法」の現状把握と、状況把握のために必要な無人機等

の機能・仕様等を明らかにした。また、火山噴火時に想定される各種制約条件をふまえて、

実証実験計画を立案した。 

 
  2) 平成 29 年度： 

無人機（ドローン等）を用いて、写真測量技術、SfM 技術、UAV 搭載 LiDAR の活用等に

よる火山災害状況把握に掛る時間と抽出変化の内容・解像度の違いについて、実証試験を

通じてとりまとめた（表 1）。 
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表 1 火山災害状況把握のために活用可能な技術と特徴の優劣 

 画像解析 地形計測 

 ＵＡＶ＋ 

Photogrammetry 

ＵＡＶ＋ 

Structure-from-Motion 

ＵＡＶ＋Laser 

Imaging Detection 

and Ranging 

変化の 

詳細把握 

△ ○ ◎ 

処理時間 ◎ △ ○ 

操作性 ◎ ◎ △ 

コスト ○ ◎ △ 

  

 3) 平成 30 年度： 

災害誘因現象の発生から初期状況把握までの総時間短縮のための、無人機（ドローン等）

観測からデータ解析、結果提供までの課題を抽出し、災害シナリオやタイムラインにそっ

た、時点最適なルーチンを開発した。 

 

  4) 令和元年（平成 31 年）度： 

前年度までに開発したルーチンをモデル火山において実証試験し、中間成果をとりまと

めるとともに、次段階の課題を設定する。 

 

 5）令和 2 年度： 

前年度までに開発したルーチンで取得したデータをもとに、変化を抽出・判断するため

の課題と事例を収集整理する。自動標定技術や夜間や天候不順時の代替手段等について技

術開発の方向性を設定する。 

 

  6) 令和 3 年度： 

無人機（ドローン等）に搭載する機器（GNSS 受信機、赤外カメラ、火山ガス計測装置、

噴出物採取装置、レーザ計測装置等）を利用したモデル火山における実証試験と、画像解

析・データ処理技術により、経時変化抽出のための課題と解決策をとりまとめる。 

 

  7) 令和 4 年度： 

無人機（ドローン等）に搭載する機器の改良案の提示と、火山防災・対策に資する画像

解析・データ処理技術の高度化により、噴火前データが存在しない場所での変化抽出方法

を開発する。 

 

 8）令和 5 年度： 

前年度までに開発したルーチン、搭載機器仕様をもとに、災害状況把握技術を遠隔自動

化および時短化するための課題を整理し、必要機能・改良点等をとりまとめる。 
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  9) 令和 6 年度： 

トレーサを用いた変化把握や噴出物の自動追尾計測・解析処理機能を開発して、実証試

験を行う。 

 

10）令和 7 年度： 

高度化した無人機（ドローン等）と必要機能を組み込み改良した各種センサを利用して、

噴出物（噴石・溶岩流・火砕流など）の発生状況や到達範囲の経時変化などをリアルタイ

ムで取得し、火山防災・対策情報に資するデータを提供する。 

 

(e) 令和元年度業務目的 

本サブテーマでは、噴火時における無人機（ドローン等）及び航空機による火口周辺や

火口周辺から離れた空域から撮影した可視画像・赤外画像等を用いて、噴石の飛散状況、

溶岩流や火砕流の発生状況やその到達範囲等の火山噴火の状況を迅速に把握するためのシ

ステムを開発することを目的とする。令和元年度は、無人機（ドローン等）の観測から火

山災害状況把握の基礎となる地形データの取得のため、基準点（GCP）の有無による３Ｄモ

デルの精度向上に関して実証試験を通じてとりまとめる。悪条件下における状況把握手法

開発に向けて熱赤外カメラによる撮影も行う。無人機と航空機から得られるデータ比較お

よび課題の抽出、悪条件下における状況把握手法に関する検討を行う。また、また、取得

した画像や３Ｄモデルからの状況把握について、機械学習を用いて自動化するための方法

を検討する。  

 

(2) 令和元年度の成果 

(a) 業務の要約 

 伊豆大島で実証実験を実施し、UAV での写真撮影および基準点（GCP）設置を実施

した。 

 基準点（GCP）を使用した３Ｄモデルと使用しない３Ｄモデルを作成し、位置精度

の違いについて解析した。また、2017 年に取得したデータとの比較を行った。 

 悪条件下（夜間）における状況把握手法開発に向けて、夕暮れ時に、UAV に搭載さ

れた可視光カメラ及び熱赤外カメラで撮影を行い、取得できる情報を確認した。 

 画像や作成モデルから状況認識する方法の検討として、機械学習等を用いた自動

抽出方法について予備的な解析を実施した。 

 
(b) 業務の実施方法 

1) プロジェクトの総合推進 

 過去の成果や状況把握ルーチンの現地実証実験等を通して、同一課題内での連携

を推進する。 

 サブテーマ 2 との連携：大量降灰時にドローンを活用した地形変化抽出を行い予

測降灰量と照合することを目的として、地形データ精度向上の検討を実施する。 

 サブテーマ 3 との連携:取得画像や作成３Ｄモデルを、避難・救助支援コンテンツ

のインプットデータとして利用するための方法を検討する。 



 

8 
 

 テーマ A、C との連携:ドローンにより災害状況把握のために取得、作成した画像

や数値地形データを、情報公開に有効な現地画像・３Ｄモデルの内容について整

理する。また、ハザード予測のシミュレーション用地形データとして活用するた

めの形式について整理する。 

 

2) 現地データ取得から結果提供までの現地実証実験（伊豆大島） 

 無人機（ドローン等）を用いて、写真測量技術、SfM 技術等により、抽出変化の内容・

解像度の違いについて、市販の無人機等を使用した現地実証試験を通じてとりまとめる。 
 基準点（GCP）を使用した３Ｄモデルと使用しない３Ｄモデルを作成し、位置精度の違

いについて解析し、３Ｄモデルの精度向上について検討する。 
 悪条件下（夜間）における状況把握手法開発に向けて、夕暮れ時に、UAV に搭載された

可視光カメラ及び熱赤外カメラで撮影を行う。 

 

3) 悪条件下での無人機（ドローン等）を用いた状況把握手法の検討 

 夕暮れ時に、UAV に搭載された可視光カメラ及び熱赤外カメラで撮影された画像を用い

た状況把握手法について検討する。 
 撮影された単写真画像について、既存の斜め写真解析システムを用いた解析手法につ

いて検討する。 

 
4) 画像や作成モデルから状況認識する方法の検討 

 溶岩流の分布範囲を自動抽出することを目的とし、熱赤外画像を用いた自動抽出

手法について検討する。 

 火口近傍に飛散する噴石について、阿蘇山で作成した３Ｄモデルから機械学習を

用いた噴石痕の自動検出を試みる。 

 

(c) 業務の成果 

1) プロジェクトの総合推進 

過去の成果や状況把握ルーチンの現地実証実験等を通して、同一課題内での連携を推

進した。 

サブテーマ 2 との連携として、大量降灰時にドローンを活用した地形変化抽出を行い

予測降灰量と照合することを目的として、火山活動が活発化した場合に立ち入りが規制

される箇所からの飛行で得られる画像を用いるために、基準点(GCP)に関する課題を整

理し、実証実験で検証した。 

テーマ A、C との連携として、ドローンにより災害状況把握のために取得、作成した

画像や数値地形データを、情報公開に有効な現地画像・３Ｄモデルの内容について検討

した。また、ハザード予測のシミュレーションに使用するソフトに合わせた地形データ

について検討した。 

2020 年 2 月 16 日に開催された次世代火山研究・人材育成総合フォーラムでは、「無人

機による特に火口付近の火山災害リアルタイム把握手法開発」として講演を行った。 
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2) 現地データ取得から結果提供までの現地実証実験 

①概要 

今年度は桜島の実証実験を計画していたが、桜島の火山活動が活発化したため安全確

保が難しいと判断し、対象を伊豆大島に変更し、2019 年 11 月 7 日～11 月 8 日に三原山

中央火口と山麓を対象に実証実験を実施した。実証実験箇所を図 2 に示す。 

三原山は、令和元年房総半島台風（台風 15 号）と令和元年東日本台風（台風 19 号）

の影響を大きく受け、火口内地形に変化が生じたと考えられている山体である。本サブ

テーマでは、2017 年にも三原山中央火口内を UAV で撮影しており、台風通過前の火口内

地形データを作成していた。そこで、台風通過後の最新の火口内地形データを作成し、

2 時期の地形データの差分から三原山中央火口内の地形変化量を定量的に把握すること

を試みた。 

また、撮影方法の違いが作成する地形データの精度にどの程度影響するかを定量的に

把握するため、2017 年時の撮影方法とは異なる方法で撮影を実施した。2017 年の実証

実験では基準点（GCP）を設置せずに、カメラを斜めにしたマニュアル撮影で画像を取

得していた。そこで、今回の実証実験では GCP を設置して、カメラを垂直にした自動航

行撮影で画像を取得することとした。実証実験の撮影コースを表 2 に、使用した機体

と UAV 撮影状況を図 3 に示す。 

さらに、悪条件下における状況把握手法開発に向けて、夕暮れ時に、熱赤外カメラに

よる UAV 撮影も行った。 

なお、火山研究人材育成コンソーシアム構築事業との連携として現地実証実験への参

加者募集を行ったが、応募者はいなかった。 

 

 
図 2 伊豆大島における実証実験箇所 

UAV 撮影範囲 
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表 2 実証実験の撮影コースと撮影方法（左：2017年、右：2019年（今回）） 

2017 年撮影コース(●は画像撮影位置) 

 

2019 年撮影コース(●は画像撮影位置) 

 
撮影方法：マニュアル 

撮影方向：斜め 

撮影方法：自動航行 

撮影方向：垂直 

 

  

図 3 伊豆大島での実証実験に使用した機体(左)とUAVの撮影状況(右) 

UAV：DJI 社 MATRICE210 飛行時間：15～20 分 

カメラ１：ZENMUSE X4S（可視光）、レンズ：8.8mm 固定焦点 

カメラ２：ZENMUSE XT2（可視光&熱赤外）、レンズ：8mm 固定焦点、スペクトル帯：7.5～13.5 μm 

 

 

〇の部分で火口内部に  
機体を下ろし、火口壁の  
撮影を行った。  
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②基準点（GCP）の設置 

これまでは、UAV に搭載された GPS から取得した位置情報を用いて 3D モデル化を行っ

てきたが、既存の航空レーザ測量から生成した 3D モデルと比較すると、位置精度、特

に高さ方向の精度に課題があった。そこで今年度は、精度の高い位置情報を用いて 3D

モデル化を行うために、UAV 計測範囲に基準点（GCP：Ground Control Point）を設置し、

位置精度について検討した。 

基準点は、UAV 計測範囲に対して、均一になるように火口外輪の遊歩道沿いに 18 点設

置した。基準点の設置位置を図 4 に示す。 

基準点には、設置した 28cm 四方の対空標識や既存設備（水準点コンクリート基礎、

建物など）を用いた。対空標識を図 5、設置状況を図 6 に示す。既存設備を利用した

例を図 7 に示す。UAV で撮影した画像から確認できるものであれば、基準点に既存設備

を活用することも可能である。 

  

 

図 4 3Dモデルから作成した赤色立体地図(●はGCPの位置） 
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図 5 対空標識 

 

 

図 6 対空標識の設置状況 

 

 
図 7 既存設備を活用した基準点 
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設置した基準点に対して、ネットワーク型 RTK-GPS 測位（VRS 方式）を行い、精度の

高い位置情報（精度：数 cm）を取得した。基準点のネットワーク型 RTK-GPS 測位の状況

を図 8 に示す。 

測位上の制約として、GPS 衛星から電波を受信するために上空が開けている必要があ

る。既存設備によっては、電波が受信できず、基準点として用いることができなかった

（図 9）。 

 

 

図 8 基準点のネットワーク型RTK-GPS測位の状況 

 

 
図 9 基準点として用いることができなかった例 
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ネットワーク型 RTK-GPS 測位は、観測に含まれる誤差を電子基準点のリアルタイム観

測データ等を利用して補正することで、精度が高い位置情報の取得する計測方法です。

ネットワーク型 RTK-GPS 測位の概略を図 10 に示す。 

 

 

図 10 ネットワーク型RTK-GPS測位の概略 

出典：国土地理院：https://terras.gsi.go.jp/geo_info/GNSS_iroiro.html 
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③三次元モデルの作成 

各地点での現地撮影終了後ただちにノートＰＣで取得画像を確認するとともに、SfM ソ

フトウエアを用いて 3D モデルを作成した（図 3）。 

取得した画像データからの DSM モデル作成には、Metashape(PhotoScan)を使用した。 

作成した DSM モデルは、②で述べた基準点(GCP)を使用して、位置補正を行ったものと、

昨年までと同様に UAV に搭載された GPS から取得した位置情報をそのまま用いたものを作

成した。 

基準点(GCP)を使用して、位置補正を行ったモデルを図 11 に示す。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 基準点(GCP)を用いて位置補正を行った三原山火口の3Dモデル 

 
基準点(GCP)使用し位置補正を行ったモデル(以下、「GCP 有モデル」とする)と、位置補

正を行わずに作成したモデル(以下、「GCP 無モデル」とする)でどの程度誤差が生じている

のか比較を行った。 

まず、図 4 で示した基準点(GCP)の位置で、GCP 有モデルと GCP 無モデルで垂直方向の

較差の確認を行った。また、合わせて RMS(二乗平均平方根)を求めた。結果を表 3 に示す。

基準点での位置補正を行っていない場合は、20m 以上誤差が生じ、基準点での位置補正を

行っている場合は、誤差が小さいことが分かる。 
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表 3 GCP有/無モデルデータのGCP標高値と取得したGCP標高値の較差と各較差のRMS[m] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、H24 に計測を行ったレーザ測量の 1mDEM と GCP 有モデル・GCP 無モデルの 1mDEM

の比較を行った。DEM の比較位置を図 12 に示す。図 13 は比較を行った断面線を示してい

る。H24 レーザ測量結果(青線)と GCP 有モデル(赤線)の断面線位置が地形変化の影響もあ

るがほぼ一致している。そのため、基準点を用いて位置補正を行うことで差分解析を行え

るようになることが確認できた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 三原山火口DEMデータの断面線(赤線)位置図 
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図 13 H24レーザ測量データ・GCP有モデル・GCP無モデルの1mDEM比較結果 

 
④3 次元データを用いた解析 

１）2017 年取得データとの差分解析 

 2017 年に UAV で撮影を行ったデータから作成したモデルと差分解析を行った。2017 年に

撮影したデータは今回撮影したデータと比べ撮影範囲が狭いため、取得した基準点(GCP)

を使用することが出来なかったため、位置補正を行った GCP 有モデルから仮想 GCP10 点を

取得し、2017 年取得データのモデルに位置補正を実施した。(図 14 参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 仮想GCPで位置補正を実施した2017年取得データモデル 



 

18 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 2017年撮影データと2019年撮影データの赤色立体地図 

 位置補正を実施した 2017 年撮影データモデルと 2019 年撮影データモデルの 1mDEM から 

赤色立体地図を作成した。 

 赤色立体地図で形状比較を行ったところ、図 15 の黄色の丸で囲んでいる部分で 2019 年

データでは崩落が起きていることが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 三原山火口DEMデータの断面線(赤線)位置図2 
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 図 16 に示した断面線位置で各 1mDEM の断面図から形状比較を行った。図 17 に示した

断面図でも図 15 で崩落していた位置を確認することが出来た。黒丸で囲っている部分で

崩落が発生し、底面部に崩落した部分が積もり、盛り上がっていることが確認できた。な

お、崩壊前後で火口内の容積の変化は認められなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17 2017年撮影データと2019年撮影データの1mDEM比較 
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3) 悪条件下での無人機（ドローン等）を用いた状況把握手法の検討 

①熱赤外カメラを用いた情報取得 

悪条件下（夜間）における状況把握手法開発に向けて、関係機関と協議したが、操縦地

点への立ち入りが日中に限られたため、夜間の観測は断念した。また、実証実験中は天候

が良く降雨・霧がない条件下であった。そこで、日没直前の薄暗い夕暮れ時に UAV に搭載

された可視光カメラ及び熱赤外カメラで撮影を行い、取得できる情報を確認した。 

 夕暮れ時に撮影した UAV の画像（熱赤外・可視光）を図 18 に示す。熱赤外カメラの画

像は、青色から赤色に向かって温度が高くなるように表示されている。日中の太陽光の影

響を受け、植生に比べて熱吸収がよい溶岩流の分布範囲において温度が高くなっているこ

とが熱赤外画像から分かる。 

 

 
図 18 上：熱赤外カメラ、下：可視光カメラ 
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②熱赤外カメラと斜め写真解析システムを用いた情報取得 

夜間等で可視光カメラにより噴火状況が捉えにくくなった場合でも、熱赤外カメラを用

いることで、熱情報から溶岩流の位置は把握できると思われるが、位置精度が低い問題点

がある。ある一方向からの単画像では、3D モデルを作成することはできないが、単画像に

対して斜め写真解析システム（LandViewerPG：アジア航測株式会社製）を用いることで、

画像上の対象位置の座標情報を取得することが可能である。 

このシステムでは、画像の撮影位置と撮影方向の情報（標定パラメータ）を使用して、

画像と DEM の対応付けを行うことで、画像上で特定された位置の座標や 2 点間の距離、画

像上で描画したポリゴンの面積を計測することができる。画像の標定パラメータは SfM ソ

フトウエアにおけるアライメント（空中三角測量）により短時間で算出することができる。

このパラメータを直接取り込む機能を追加することにより短時間で計測環境を実現するこ

とが可能となった。 

このシステムを応用し、熱赤外カメラの画像に適用することで、夜間においても溶岩流

の状況（先頭位置、幅、面積など）を把握できると考えられる。 

 

 

図 19 斜め写真解析システム（LandViewerPG）の画面例 

写 真 上 で 座 標 や 距

離、面積を計測 
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4) 画像や作成モデルから状況認識する方法の検討 

①溶岩流の自動認識の検討 
 熱赤外画像を用いて、溶岩流の分布範囲を自動抽出する手法を検討した。 

UAV で取得した熱赤外画像から、色情報を用いて熱分布範囲（高温箇所）を抽出し、位

置情報から熱分布範囲をオルソ化することで、平面上に展開することが可能となる。地理

院地図等の平面図と重ね合わせられ、直感的に状況を把握することができると考えられる。 

 

 

図 20 熱分布範囲の抽出から平面上への展開イメージ 
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②噴石の自動抽出 
ⅰ) 実施概要 

噴火後に得られた 3 次元モデルから、機械学習を用いた噴石痕の自動検出を試みた。 
自動検出の実験地域は、熊本県の阿蘇山火口周辺とした。対象地域の赤色立体地図を図 

21 に示す。この実験地域には、2016 年 10 月の噴火により多数の噴石痕が存在する。 
 

 
図 21 噴石痕の自動検出に使用した赤色立体地図（2017年4月作成） 

 
ⅱ) 噴石痕の手動判読 

機械学習モデルで噴石痕の自動検出を行うため、対象地域の赤色立体地図を分割し、噴

石痕の位置を手動で判読した。噴石痕の判読例を図 22 に示す。噴石痕の判読後、機械学

習モデル生成に使用する学習用データセットと、モデルの精度を評価するための検証用デ

ータセットを作成した。各データセットの画像枚数・噴石痕の数を表 4 に示す。 
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判読前 判読後 

   

  
□：噴石痕 

図 22 噴石痕の判読例 
 

表 4 各データセットの詳細 

データセット名 画像枚数 
(分割画像) 

噴石痕を含む 
画像枚数 

噴石痕の数 

学習データセット 152 41 175 
検証データセット 95 36 169 

 
ⅲ) 物体検出手法による噴石痕自動検出の試行 

機械学習を用いた物体検出手法の一種である RefineDet を用いて噴石痕の自動判読を試

みた。物体検出手法とは、画像から検出対象を矩形で抽出する手法である。 
検証データセットで自動判読した結果を図 23 に示す。図 23 において、白色の枠が人

の手により検出した噴石痕、色付きの枠が自動検出した噴石痕である。 
169 個ある噴石痕のうち 70 個を自動判読により検出することができ、誤って噴石痕を

検出した数は 27 個であった。したがって再現率は 41.4 %、適合率は 72.2 %である。 
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図 23 噴石痕の検出結果 
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ⅳ) 精度向上の検討 

自動判読の精度を向上させるため、学習データを疑似的に増やすことを検討した。 
学習に用いる赤色立体地図の分割画像は、上下左右に固有の特徴は見られない。そのた

め、学習画像に左右反転・上下反転・回転を加えることで、学習データセットの枚数を疑

似的に増やした。分割画像を反転・回転させた例を図 24 に示す。 
反転・回転画像を追加しない場合と、追加した場合の精度を表 5 に示す。表 5 の①②

を比較すると、反転・回転画像を加えることで、検出できた噴石痕の数が増加し、誤検出

数が減少した。再現率・適合率はともに反転・回転画像を加えることで向上した。反転・

回転した画像を追加することで、学習される噴石痕のパターンが増え、精度が向上したと

考えられる。 
 

 
図 24 分割画像に反転・回転を適用させた例 

 
表 5 各データセットの詳細 

実験 
条件 

反転・回転画像 
の追加 

検出できた 
噴石痕数 

誤検出数 再現率 適合率 

① なし 70 個 27 個 41.4 % 72.2 % 
② あり 79 個 26 個 46.7 % 75.2 % 

 

ⅴ) 噴石痕の自動検出まとめ 
機械学習を用いることで、噴石痕のうち約 4 割を自動検出することができた。また、学

習画像を反転・回転させ疑似的に画像枚数を増やすことで、精度が向上することが確認で

きた。 
今後の課題としては、精度向上が挙げられる。機械学習におけるパラメータを調整する

ことや、学習に使用するデータの増加させることで、さらなる精度向上を図り、機械学習

による自動検出の限界を検討する必要がある。 
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5) 他サブテーマとのデータ連携の検討 

サブテーマ D1 で取得したデータについての連携方法について検討した。 
サブテーマ A で作成しているデータベースには、サブテーマ D1 で取得した生データお

よび加工データを格納する。画像は撮影した生データは jpg 形式、正射投影したオルソ画

像（tif 形式）が主体となる。動画を撮影した場合は、mp4 形式が基本となる。３Ｄモデ

ルは標準的なフォーマットが定まっていないが obj 形式などが一般的である。数値標高モ

デルのフォーマットは一般的な xyz 形式や geotiff 形式などが想定されるが、数値シミュ

レーション等で用いるフォーマットが定まっている場合には、その形式で作成し、データ

ベースに格納することも可能であるため、今後、調整を進めていく必要がある。 
サブテーマ C3 には、数値標高モデル（DEM）を提供することで、噴火後の地形を反映

した溶岩流の数値シミュレーションなどを実施することが可能となる。 
サブテーマ D2 には、予測降灰量と照合することを目的として数値標高モデル（DEM）

を提供し、噴火前の DEM との差分から降灰厚の推定等に利用可能となる。 
サブテーマ D3 には、地図に重ね合わせることが可能なオルソ画像や３Ｄモデルを提供

することで避難・救助支援コンテンツのインプットデータとして活用することができる。

オルソ画像は地上分解能が 10cm 以下となり、縮尺 1/1000 程度の地図を提供することが可

能となる。そのため、オルソ画像は全体を概観できる広範囲の画像と、細分割した図郭単

位での提供が考えられる。今後、図郭の縮尺、ファイル形式、体裁など最適な提供方法を

検討する必要がある。３Ｄモデルは自由に拡大縮小して状況把握に役立てることが可能だ

が、閲覧専用ソフトが必要となるため、ファイル形式と合わせて閲覧専用ソフトの検討も

必要になる。 
 
 

 
図 25 他サブテーマとのデータ連携イメージ 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

 伊豆大島において基準点（GCP）を設置した UAV 撮影を行い、撮影した画像から３D モデ

ルを作成し、基準点（GCP）があることによる位置精度が向上することを明らかにした。ま

た、2017 年度に撮影した画像に仮想基準点を設置して、2017 年度と 2019 年度の地形比較

ができるようになり、火口内の崩壊を確認した。悪条件下（夕暮れ時）に撮影した熱赤外

画像から溶岩流の分布範囲等の把握手法を検討した。３Ｄモデルを作成できない場合には、

斜め写真解析システムが有効である。画像から状況認識する方法として機械学習等を用い

た方法を検討した。噴石の自動抽出では誤検出が多く、再現率が低い結果となった。 

 今後の課題として、火山噴火時に火口周辺に GCP を設置することは困難であることから、

RTK-GNSS 搭載 UAV などを用いて、安全を確保しつつ、３Ｄモデルの精度を向上させる技術開発が

必要である。これは SfM/MVS 計算時間の短縮にもつながる。また、5～7年目の目標である数時間

以内のデータ処理完了のためには、SfM/MVS 計算時間を短縮させる手法検討が必要である。取得

したデータの共有についてより現実的な連携方法の検討を進める必要がある。 
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(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

なし 

2) ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

    なし 

 

 

(3) 令和２年度の業務計画案 

(a) プロジェクトの総合推進 

 現地実証実験や解析結果の共有等を通して、同一課題内での連携を推進する。 

 サブテーマ2との連携：大量降灰時にドローンを活用した地形変化抽出を行い予測

降灰量と照合することを目的として、必要となる３Ｄモデルの精度・解像度等に

ついて連携して取り組む。 

 サブテーマ3との連携:取得画像や作成３Ｄモデルを、避難・救助支援コンテンツ

のインプットデータとして利用するために連携して取り組む。 

 テーマA、Cとの連携:災害状況把握のためにドローン等による空域からの可視画像

をもとに、作成した画像や数値地形データを、情報公開に有効な現地画像・動画・

３Ｄモデルの内容・受け渡し方法について連携して検討する。また、ハザード予

測のシミュレーション用地形データとして活用するための受け渡しまでの一連の

流れについて連携して検討する。 

 火山研究人材育成コンソーシアム構築事業との連携・融合の一環として、現地で

取得した画像から３Ｄ地形モデルを作成する技術の体験、民間企業における火山

調査関連技術や火山防災業務の紹介等のプログラムを計画・準備した上で、現地

実証実験への開催案内と参加者募集を行う。 

  

(b) RTK-GNSS搭載UAVの導入による精度向上 

 2019年度の研究からGCPの重要性が明らかとなったが、噴火時に火口周辺にGCPを

設置することは難しい。 

 そこで、最新のRTK-GNSS搭載型のUAVを導入し、伊豆大島での実証事件を行い、GCP

の設置を省いた高精度現状把握手法を検討する。 

 RTK-GNSS搭載型のUAVの有効性や課題について整理し、これまで検討してきた撮

影・処理に関するルーチンの見直しを行う。 

 

(c) SfM/MVS計算時間の短縮 

 これまでの研究で用いてきた汎用のノートパソコンでは、SfM/MVS計算時間に数日を要し

ていた。 

 高精度の３Ｄモデルをさらに短時間で作成するために、汎用のノートパソコンで

はなく、SfM/MVS計算に特化した専用の機器を使用した解析を実施する。 
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3.2 「リアルタイムの火山灰ハザード評価手法の開発」  

目 次 

 

(1) 業務の内容          

(a) 業務題目           

(b) 担当者          

(c) 業務の目的          

(d) １０か年の年次実施計画        

(e) 平成３１年度業務目的        

 

(2) 平成３１年度の成果         

(a) 業務の要約          

(b) 業務の実施方法         

(c) 業務の成果          

1) プロジェクトの総合推進        

2) リモートセンシングによる火山灰放出量の即時把握技術開発   

3) 火山灰拡散予測の高速度化技術開発     

4) 火山灰拡散予測の高精度化技術開発     

(d) 結論ならびに今後の課題       

(e) 引用文献         

(f) 成果の論文発表・口頭発表等       

(g) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定    

 

(3) 令和 2 年度業務計画案        
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(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 

火山災害対策技術の開発 

「リアルタイムの火山灰ハザード評価手法の開発」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 メールアドレス 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人京都大学 

国立大学法人鹿児島大学 

国立大学法人鹿児島大学 

国立大学法人鹿児島大学 

 

国立大学法人鹿児島大学 

 

国立大学法人筑波大学 

国立大学法人神戸大学 

国立大学法人東北大学 

国立大学法人東京大学 

国立研究開発法人国立環境研究所 

一般財団法人日本気象協会 

メトロウェザー株式会社 

三菱スペース・ソフトウェア(株)（鹿

児島大学） 

教授 

准教授 

准教授 

助教 

助教 

教授 

准教授 

特定研究員 

 

教授 

特定准教授 

特定助教 

助教 

特任教授 

特任研究員 

外来研究員 

（釜慶大学） 

外来研究員 

（釜慶大学） 

教授 

教授 

准教授 

准教授 

主任研究員 

主任研究員 

代表取締役 

博士課程学生 

井口 正人 

中道 治久 

為栗 健 

山本 圭吾 

山田 大志 

石川 裕彦 

竹見 哲也 

Alex 

Poulidis 

丸山 敬 

佐々木寛介 

志村 智也 

古本 淳一 

真木 雅之 

Kim Yura 

Dong-In 

Lee 

Suh Sun-Ho 

 

田中 博 

大石 哲 

太田 雄策 

鈴木雄治郎 

清水 厚 

井上 実 

東   邦昭 

小堀 壮彦 

iguchi.masato.8m 

@kyoto-u.ac.jp 

 

 

 

 (c) 業務の目的 

火山灰に対して噴火前の予防的対策及び噴火後の迅速な防災対策のために、火山灰ハザ
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ードの予報的及び即時的評価を可能とする技術の実現を目指し、地上観測および大気中そ

の場観測に裏付けされるリモートセンシングによる火山灰放出量の即時把握技術開発、地

震及び地盤変動観測データとシミュレーションを統合した火山灰拡散予測の高速度化技術

開発、空間分解能の高い風速場把握および落下粒子特性把握による火山灰拡散予測の高精

度化技術開発、連続的な噴火を対象とした火山灰拡散予測のためのオンラインシステムの

技術開発、噴火発生前の確率的降灰予測の技術開発を実施し、「課題Ｄ サブテーマ 3：火

山災害対策のための情報ツールの開発」に解析結果を出力することを目的とする。 

 

(d) １０か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

 1) 平成２８年度： 

リモートセンシングによる大気中の火山灰の検知及び地上の火山灰観測に着手すると

ともに、火山灰拡散予測の高速度化及び高精度化のための技術開発を開始した。 

 

  2) 平成２９年度： 

桜島、霧島、薩摩硫黄島、口永良部島、諏訪之瀬島火山においてレーダー観測を開始し

既存のリモートセンシング観測を強化した。レーダーの反射強度と降灰量を比較し、両者

の関係を検討した。火山灰拡散予測の高速度化のために桜島南部の観測点の傾斜計及び地

震計を改修した上で、地盤変動や地震動のデータベースを整備した。また、高精度化のた

めに、再現された風速場をドップラーライダーやドローンを用いた大気中のその場観測に

より検証した。噴煙の最上部に現れる傘雲の形成を考慮するように火山灰拡散モデルを改

良した。 

 

  3) 平成３０年度： 

南九州 5 火山におけるレーダー観測を継続した。ディスドロメータを火口から直線状に

配置することにより、降灰量と粒径分布の距離依存性を明らかにした。X バンド MP レーダ

ーにより観測される噴煙の反射強度と地上降灰量の経験的関係式の精度を向上させた。

GNSS を桜島の北東側の大隅半島に設置し、桜島島外の火山灰観測を強化した。桜島東部の

黒神観測井に設置されている地震計及び傾斜計を改修作業し、地盤変動及び火山性微動振

幅データから火山灰噴出率を求める推定式を高精度化させた。また、噴火の発生を自動的

に検知して、PUFF モデルを自動的に起動できるように改良した。ドローンやドップラーラ

イダーを用いた大気中および地上における火山近傍での大気中の風向・風速観測と照合す

ることにより、気象モデルの妥当性を検討して風の場の再現の高精度化を図った。また、

FALL3D による桜島近傍の火山灰拡散シミュレーションを行い、地上降灰量と比較して、精

度検証・高精度化を図った。ホノルルで開催される国際会議(Asia Oceania Geosciences 

Society)において、研究成果を発表するとともに研究に関する情報収集を行った。さらに、

風洞実験装置を利用してレキの空力特性を把握した上で、瓦や壁材を対象にレキへの耐衝

撃性能試験を行い、サブテーマ D3 に引き渡す基礎データを作成した。 

 

  4) 平成３１年度： 

リモートセンシング観測から推定される火山灰の 3 次元濃度分布を可視化し、サブテー
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マ 3 火山災害対策のための情報ツールの開発に解析結果を出力する。観測とモデルから推

定される火山近傍の風速ベクトルを火山灰拡散シミュレーションに組み込むことにより、

高精度化を図る。 

 

 5）令和２年度： 

令和２～４年度は、長時間継続する噴火に対応するために、火山灰拡散予測のためのオ

ンラインシステムを開発する。当該年度は、システム設計を行う。火山近傍での風のデー

タ同化による予測を試みる。 

 

  6) 令和３年度： 

引き続き、火山灰拡散予測のためのオンラインシステムの開発を進める。大規模噴火に

よる火山灰の広域拡散に対応するために、レーダーデータの合成処理手法を開発するとと

もに、3 次元火山灰濃度分布を多点 GNSS 観測から推定する手法の広域化を図る。移動用ラ

イダー装置の運用について研究する。 

 

  7) 令和４年度： 

地上火山灰データをオンラインで火山灰拡散シミュレーションに取り込み、火山灰の拡

散予測のデータ同化を行うことにより、連続的噴火における火山灰予測精度を向上させ、

オンラインシステムを完成させる。また、広域火山灰に対処するために、リモートセンシ

ング観測から推定される 3 次元火山灰量分布の広域化をすすめる。  

 

 8）令和５年度： 

令和５～７年度は、噴火発生前の降灰確率の予測をめざす。過去の地盤変動データを整

理し、前駆地盤変動継続時間および圧力源の前駆体積変化量をデータベース化して、発生

時刻と規模の確率的予測を行う手法を開発する。また、気象庁により提供される風速ベク

トル予測値から複雑な火山地形を考慮した高分解能の風速ベクトル場を予測する研究を行

う。 

 

  9) 令和６年度： 

発生時刻と規模の確率的予測をオンラインシステムとして稼働させるため、膨張開始時

刻の高精度決定手法を開発し、高精度化を図る。また、時間関数として噴出率を与えられ

るように理論的な噴出率モデルを構築する。火山地形を考慮した詳細な予測風速ベクトル

および予測降灰量を観測量と照合することにより、噴火発生前の予測精度を検証する。 

 

10）令和７年度： 

前年度の予察的なシミュレーション結果と噴火発生後の観測量の照合に基づいて問題

の所在を検討した上で、予測手法の改良を行い、高精度化を図る。 

 

 (e) 平成３１年度業務目的 

桜島において X バンド MP レーダー、GNSS、ライダー光学観測によるリモートセンシン
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グおよびディスドロメータを用いた地上観測からなるマルチパラメータ観測を継続して、

火山灰予測に必要なパラメータを高精度化する。特に、レーダーの反射強度と噴煙量の関

係を経験的および理論的に検討する。その上で、火山灰拡散予測の高速度化のために、噴

火の発生、地震動や地盤変動データからの噴出率と噴煙高度の評価の高精度化を図ったの

ち、レーダー観測から得られる噴煙の外形情報を用いて、シミュレーションできるように、

PUFF モデルを改良する。また、高精度化のために気象モデルを用いて高精細な風速場を再

現する。ドローンやドップラーライダーを用いた大気中および地上における火山近傍での

大気中の風向・風速観測と照合することにより、気象モデルの妥当性を検討して火山灰の

拡散予測の高精度化を図る。さらに、レキの空力特性を明らかにした上で、レキの模型を用

いた落下実験により、大気中のレキの動態を調べ、建築資材等を対象に耐衝撃性能試験を

行い、サブテーマ D3 に引き渡す基礎データを作成する。 
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(2) 平成３１年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

平成 31 年度に実施した業務の柱は、「リモートセンシングによる火山灰放出量の即時把

握技術開発」、「火山灰拡散予測の高速度化技術開発」、「火山灰拡散予測の高精度化技術開

発」である。即時把握技術開発においては、X バンド MP レーダー、GNSS、ライダーによる

リモートセンシング観測を継続することにより、このマルチパラメータ観測システムが噴

煙高度や降灰量等の即時的把握と噴煙量の推定に有効であることが示された。予測の高速

度化技術においては、傾斜計及び地震計を改修することにより、噴火の発生、地震動や地

盤変動データからの噴出率と噴煙高度の評価パラメータを高度化が図られた。予測の高精

度化においては、火山体周辺の風速ベクトル分布を高分解能で把握することにより、降灰

量の予測がさらに改善された。太陽光パネルの破壊実験のデータをサブテーマ D3 に引き渡

した。 

 

(b) 業務の実施方法 

1）プロジェクトの総合推進 

当該プロジェクトと関連する「課題 C サブテーマ 3」および「課題 D サブテーマ 3」

と連携を図りつつ、研究集会を開催した。 

 

2）リモートセンシングによる火山灰放出量の即時把握技術開発 

霧島、桜島、薩摩硫黄島（レーダー設置は三島村竹島）、口永良部島、諏訪之瀬島にお

いてレーダー観測を継続した。前年度までの桜島を取り巻くディスドロメータに加え、4

台のディスドロメータを火口から南東方向に直線状に配置したことにより、降灰量と粒径

分布の距離依存性を明らかにした。また、噴火頻発期には火山灰採取のキャンペーン観測

を実施した。その上で、X バンド MP レーダーにより観測される噴煙の反射強度と地上降灰

量、また、ディスドロメータの出力値と地上降灰量の関係を多くの噴火事例について調べ、

その経験的関係式の精度を向上させた。さらに、ディスドロメータにより取得された降灰

粒子データベースを用い、理論的な降灰量推定式を導出し、過去の噴火事例に適用して理

論的推定式の精度検証を行った。 

これまでに設置した大隅半島側の GNSS に加え、大隅半島北東部のさらに桜島から離れ

た場所 2 か所に GNSS を追加設置し、桜島島外の火山灰観測の広域化を図った。GNSS 観測

から得られる LC 搬送波位相残差及び SN 比と地上降灰量との関係を調べ、関係式を提示し

た。また、地盤変動量から算出される火山灰放出量との関係について検討した。 

桜島島内に設置した 2 台のライダーによる火山灰観測を継続した。ライダーで観測可能

な火山灰消散係数の上限を決定した上で 2014 年以降の火山灰消散係数について気候学的

解析を行い、大気環境常時監視局データとの照合を行った。火山灰の輸送拡散数値モデル

を検証するためのデータセットを作成した。 

なお、研究期間中に国内の火山で、噴火の予兆が把握された場合もしくは噴火が発生し

た場合において、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトのプロジェクト・リーダー

が当該火山を対象とした緊急観測の実施を決定した際は、ここで実施する現地観測につい
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て、その一部もしくはその全てに代えて緊急観測を実施することを可能とする。緊急観測

等での機動的な活用を見据えてディスドロメータを整備した。 

 

3）火山灰拡散予測の高速度化技術開発 

桜島北東部の新島観測室の既設観測井に設置されている地震計及び傾斜計について、本

研究への活用のために引き上げ及び改修作業を行った。このことにより、桜島北東部方面

の地盤変動及び火山性微動振幅から求められるブルカノ式噴火発生に伴う噴出率見積もり

方式を定式化し、これを降灰量分布から求めた噴出量と比較することにより、地盤変動及

び火山性微動振幅データから過去に求めた噴出率推定式を高精度化した。 

課題 C３と連携し、噴煙柱形成・火山灰拡散を同時に再現する高精度シミュレーション

を実行した。これにより、ブルカノ式噴火の噴火強度に対する噴煙高度と火山灰堆積分布

の応答に関するデータベースを充実させた。 

現在の PUFF モデルは噴煙の外径を高度に依存する関数で与えているが、レーダー観測

から得られる噴煙の外形情報を用いて、シミュレーションできるように、PUFF モデルを改

良した。 

 

4）火山灰拡散予測の高精度化技術開発 

ドローンによる上空の火山ガス、火山灰の濃度を 10 月と 2 月に計測し、鉛直プロファ

イルを把握した。取得したデータにより、地上観測機器や気象データとの比較、モデルの

妥当性評価等を実施した。 

ライダーをスキャンモードにすることにより、火山灰移流状態から空間的な風の場と 3

次元的な火山灰粒子の分布を把握した。 

火山近傍の風の場のデータを取り込むように火山灰拡散シミュレーション手法を改良

し、ディスドロメータによって得られた粒径分布や落下速度を考慮した入力条件を設定す

ることにより、レーダーやディスドロメータのデータ等との比較などを通して、火山灰の

拡散予測の高精度化を図った。特に、地上降灰量の時間変化と比較して、精度検証・高精

度化を図った。また、データ同化や高分解能シミュレーションにより、予測精度向上の可

能性について検討した。研究成果を国際測地学および地球物理学連合 2019 年大会において

発表した。 

桜島など過去の噴火活動で落下したレキの落下速度等の空力特性を、防災研究所（宇治

市）の風洞実験装置を利用して明らかにした。レキの大きさと落下速度を実験的に求める

が、実際のレキの模型を用いた落下実験により、大気中のレキの移動、回転、姿勢を明ら

かにした。また、屋根、窓ガラスを対象に耐衝撃性能試験を行い、サブテーマ D3 に引き渡

す基礎データを作成した。 

 

(c) 業務の成果 

1） プロジェクトの総合推進 

令和 2 年 2 月 6 日に東京（防災科学技術研究所東京会議室）において課題 D 全体の打ち

合わせを行った。また、地球惑星科学連合大会や日本火山学会などの研究集会の時に、随

時、プロジェクトのサブテーマ間の連携について打ち合わせを行った。 
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東京での打ち合わせは課題 D 全体の連携、特に、課題 D サブテーマ 3 や課題 C サブテー

マ 3 との連携について議論した。特に、レキを用いたソーラーパネルの破壊実験について

は課題 D サブテーマ 3 や課題 C サブテーマ 3 と実験計画等の詳細な情報共有を図った。 

 

2） リモートセンシングによる火山灰放出量の即時把握技術開発 

桜島においてレーダー、GNSS、ライダー光学観測によるリモートセンシングおよびディ

スドロメータを用いた地上観測からなる火山灰観測を継続した。図 1 にマルチパラメータ

観測の概要を示す。平成 31 年度には桜島の北東方向の大隅半島に GNSS を 2 台、また、桜

島島内にディスドロメータ 4 台を増設した。 

 

a）レーダー観測 

a1) 観測の概要 

21 世紀以降、噴火が発生した霧島山、桜島、薩摩硫黄島（レーダー設置は三島村竹島）、

口永良部島、諏訪之瀬島を対象に、Xバンド MPレーダーによる噴煙の連続観測を継続した。

レーダーの設置場所は表 1 に示す通りである。また、走査の方位角等のパラメータは表 2

に示す。 

表 1 レーダー基地局の場所 

対象火山名 施設名 住所 レーダーの緯度、経度 

 

図 1 火山灰のマルチパラメータ観測の概要。 
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標高 

霧島山 霧島市立牧園中学校  

 

鹿児島県霧島市牧園

町宿窪田751−1  

31.85784, 130.75134 

標高225m 

桜島 京都大学防災研究所

火山活動研究センター 

鹿児島県鹿児島市桜

島横山町 1722-19 

31.58960, 130.60115  

標高44m 

桜島 鹿児島県立錦江湾高

等学校 

鹿児島県鹿児島市平

川町4047  

31.445607,130.507227  

標高105m 

薩摩硫黄島 三島村竹島焼却所 鹿児島県鹿児島郡三

島村竹島  

30.81314, 130.40938  

標高65m 

口永良部島 口永良部島避難所 鹿児島県熊毛郡屋久

島町口永良部島番屋

が峰207-4  

30.470361, 30.176036  

標高281m 

諏訪之瀬島 諏訪之瀬島キャンプ場 鹿児島県鹿児島郡十

島村諏訪之瀬島  

29.61125, 129.70547  

標高119m 

 

表 2 レーダーの走査モード及びパラメータ 

火山名 HSQ スキャン セクターRHI スキャン 

仰角（°） 方位角（°） 仰角範囲（°） 

霧島山 10, 15, 20, 25, 30, 35, 40 50～80 6～30 

桜島（火山活動研究

センター） 

設定なし 95～115 11～45 

桜島 

（錦江湾高等学校） 

2, 5, 10, 15, 20, 25, 30 設定なし 

薩摩硫黄島 5, 10, 15, 20, 30, 45, 60 設定なし 

口永良部島 5, 10, 15, 20, 25, 35, 45 115～135* 4～60* 

諏訪之瀬島 10, 15, 20, 30, 40, 50, 60 設定なし 

HSQ スキャンは、水平面での走査、セクターRHI スキャンは鉛直断面での走査である。 

*口永良部島は 2018 年 8 月以降、セクターRHI スキャンで観測を継続している。 

 

レーダーの設置状況を図 2 及び図 3 に示す。 
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使用したレーダーは古野電気（株）製 WR-2100 である。中心周波数は 9432.5MHz、空中線

出力は 100W であり、およそ 30km の範囲を観測することが可能である。レーダーの観測範

囲を図 4 に示す。データ収録装置（PC）により、制御され、生データはハードディスクに

収録される。PC により雨量データに変換され、雨量データは火山活動研究センターのサー

バーに転送している。レーダーの生データはデータ量が大きいので、定期的にハードディ

スクを交換した。 

 

図 2 レーダーの設置状況。鹿児島県立錦江湾高等学校に設置したもの。 

  

図 3 レーダーの設置状況。霧島市立牧園中学校に設置したもの。  
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図 4 霧島山、桜島、薩摩硫黄島（レーダー設置は三島村竹島）、口永良部島、諏訪之瀬島

における X バンド MP レーダーの観測範囲。 

 

前年度までは霧島新燃岳、桜島火山、口永良部島火山の噴火のうち、主に監視カメラに

よる目視にて噴煙到達高度が測定されている噴火について、レーダー反射強度分布と噴煙

高度の比較を行ってきた。この結果、目視測定による噴煙高度とレーダー反射強度分布の

対応関係が明確化した。一方、噴火は天候に左右されずに発生しており、その間もレーダ

ー観測は実施されている。そこで、今年度は、桜島については、気象庁の監視による噴煙

高度測定が不明もしくは、噴煙が雲入りとなり最高到達高度が不明な噴火のレーダー反射

強度について調べた。なお、噴火時は晴天で噴煙高度が判明しているが 2019 年の噴煙最高

高度であった 11 月 8 日 17 時 24 分の噴火についても述べる。また、口永良部島については

今年度では 2020 年 1 月から 2 月に噴火があったので、主に天候不良時の噴火について観測

結果を述べる。 

 

 a2) 桜島噴火 

2019 年に発生した桜島の噴火のうち、気象庁が噴煙高度不明もしくは、雲入りにより最

高到達高度が不明な噴火を表 3 に示す。すべて南岳火口からの噴火であった。これらの噴

火について、レーダー反射強度分布から噴煙を認識出来なかった噴火のみ表 3 にて「不明」

とコメントした。また、太字で示した噴火についてはレーダー反射強度分布を図 5～図 14

に示す。図 5～図 14 はレーダー反射強度分布から噴煙が最高到達高度に達したと推定され

た時刻および方位での反射強度分布を示している。 
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図 5 桜島火山観測所レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。9/18 4:35 の爆発

の例。図記載の時刻は UTC 時刻。AZM は北から時計回り方位角を示す。 

 

 

図 6 桜島火山観測所レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。10/3 0:55 の爆発

の例。 
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図 7 桜島火山観測所レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。10/13 21:00 の爆

発の例。 

 

 

図 8 桜島火山観測所レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。10/16 5:46 の爆

発の例。 
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図 9 桜島火山観測所レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。10/19 10:29 の爆

発の例。 

 

 

図 10 桜島火山観測所レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。10/19 19:05 の

爆発の例。 
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図 11 桜島火山観測所レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。10/20 17:59 の

爆発の例。 

 

 

 

図 12 桜島火山観測所レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。10/22 21:46 の

爆発の例。 
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図 13 桜島火山観測所レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。11/2 18:28 の爆

発の例。 

 

 

図 14 桜島火山観測所レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。11/28 3:46 の爆

発の例。 

 

図 5は 9/18 4:35の爆発で噴煙高度は 600 mにて雲に入って最高到達高度不明であるが、

反射強度分布から到達高度は 2000 m 程度と認識できた。図 6 は 10/3 0:55 の爆発で目視で

は噴煙が把握出来ていないが、反射強度分布から噴煙到達高度を火口上 700 m 程度と推定

した。図 7 は 10/13 21:00 の爆発で噴煙高度 300m にて雲に入ったため最高到達高度が不明

であったが、反射強度分布から火口上 2000m 程度と推定した。図 8 は 10/16 5:46 の爆発で

あるが、噴煙高度 1500 m にて雲に入ったため最高到達高度が不明であったが、反射強度分
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布から火口上 2500 m と推定した。図 9 は 10/19 10:29 の爆発で噴煙高度 500m にて雲に入

ったため最高到達高度が不明であったが、レーダー反射強度分布から火口上 1800m と推定

した。図 10 は 10/19 19:05 の爆発で噴煙高度 1200m にて雲に入ったため最高到達高度が不

明であったが、レーダー反射強度分布から火口上 2000m と推定した。図 11 は 10/20 17:59

の爆発で噴煙高度 800m にて雲に入ったため最高到達高度が不明であったが、反射強度分布

から火口上 2000m と推定した。図 12 は 10/22 21:46 の爆発で目視では噴煙が把握出来てい

ないが、反射強度分布から火口上 3000 m 程度と推定した。図 13 は 11/2 18:28 の爆発で噴

煙高度 800m にて雲に入ったため最高到達高度が不明であったが、反射強度分布から火口上

2000m 程度と推定した。図 14 は 11/28 3:46 の噴火は噴煙高度 200 m にて雲に入ったため

最高到達高度が不明であったが、火口上 3000m 程度と推定した。 

 

表 3 桜島の 2019 年の雲入りとされた噴火のリスト 

年/月/日 時:分 タイプ 
噴煙高度 
(m) 

空振 (Pa) 
図番号 or確
認結果 

レーダー高度 
(m) 

2019/2/3 2:28 Ex >1000 61.6  - 

2019/2/10 15:18 Ex >600 57.7  - 

2019/2/27 13:39 Ex >1200 69.8  - 

2019/3/10 10:32 Ex X 28.9 不明 - 

2019/3/18 18:23 Ex >1700 49.5  - 

2019/4/7 2:51 Ex >500 114.3  - 

2019/4/25 6:38 Ex >200 29.9  - 

2019/5/1 13:00 Ex >700 28.4 不明 - 

2019/5/14 10:26 Er >1600 7.8  - 

2019/6/24 0:34 Ex X 12.9 不明 - 

2019/7/22 9:47 Ex >1500 32.7  - 

2019/9/18 4:35 Ex >600 68.2 図 5 2000 

2019/9/18 15:09 Er >1600 3.2  - 

2019/9/18 15:57 Er >1200 X 不明 - 

2019/9/20 16:04 Ex >3400 39.6  - 

2019/10/3 0:55 Ex X 53.5 図 6 700 

2019/10/7 14:01 Ex >600 18.5  - 

2019/10/13 17:29 Ex >700 25.4  - 

2019/10/13 21:00 Ex >300 84.2 図 7 2000 

2019/10/14 19:44 Ex >600 21.7 不明 - 

2019/10/16 5:46 Ex >1500 57.4 図 8 2500 

2019/10/17 22:18 Er >1500 4.6 不明 - 

2019/10/18 2:23 Er >1200 4.1 不明 - 

2019/10/18 14:25 Ex >1800 25.5  - 

 

年/月/日 時:分 タイプ 
噴煙高度 
(m) 

空振 (Pa) 
図番号 or確
認結果 

レーダー高度 
(m) 
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2019/10/18 20:29 Er >1400 X 不明 - 

2019/10/19 10:29 Ex >500 55.7 図 9 1800 

2019/10/19 19:05 Ex >1200 44.6 図 10 2000 

2019/10/20 0:42 Er >1200 1.5  - 

2019/10/20 4:56 Er >1500 X  - 

2019/10/20 17:59 Ex >800 46.4 図 11 2000 

2019/10/22 21:46 Ex X 41.7 図 12 3000 

2019/11/2 17:51 Ex >1500 53.7  - 

2019/11/2 18:28 Ex >800 40.2 図 13 2000 

2019/11/5 20:24 Ex >100 4.9  - 

2019/11/7 15:57 Ex >3800 45.8  - 

2019/11/18 23:31 Ex >1300 21.4 不明 - 

2019/11/28 3:46 Ex >200 X 図 14 3000 

2019/12/2 4:40 Ex >1400 X  - 

2019/12/2 10:05 Er >1600 X  - 

2019/12/6 22:53 Ex X X 不明 - 

2019/12/9 14:08 Ex >500 X  - 

2019/12/14 14:24 Ex >500 X  - 

2019/12/17 4:46 Ex X X  - 

2019/12/17 6:57 Ex X X 不明 - 

2019/12/17 9:31 Ex >2000 X  - 

2019/12/17 18:08 Er >1300 11.9  - 

2019/12/17 19:41 Ex >1500 34.9  - 

2019/12/18 7:08 Er >1000 13   - 

2019/12/19 13:00 Ex >200 34.4  - 

2019/12/19 18:15 Ex >800 79.3  - 

2019/12/21 10:10 Ex >400 20.9  - 

2019/12/21 10:35 Er >1200 1  - 

2019/12/21 11:05 Er >1200 X  - 

2019/12/21 11:23 Er >1100 X 不明 - 

2019/12/21 13:45 Ex X 20.9 不明 - 

2019/12/22 0:20 Ex >800 25.8  - 

2019/12/22 10:39 Ex X 15.9 不明 - 

Type において Ex は気象庁の定義の爆発を示し、Ex ではない噴火は Er としている。X は値

が不明。>は噴煙高度が記載値以上と推定される場合。レーダー確認において「不明」は反

射強度の高まりの分布が噴煙形状として認識出来なかったケールを示す。レーダー高度の

「-」は反射強度の有無の確認はしたが、噴煙到達高度を推定しなかったことを示す。 

 

a3) 口永良部島噴火 

口永良部島は 2019 年 2 月 2 日の噴火から約１年ぶりに 2020 年 1 月 11 日〜12 日、1 月



 

48 

 

17 日〜20 日、1 月 23 日、1 月 24 日、1 月 27 日、2 月 1 日、2 月 3 日、2 月 4 日〜5 日、２

月 9 日、2 月 13 日、2 月 20 日〜21 日に噴火した。表２に気象庁が発表した口永良部島の

噴火に関する火山観測報を示す。2020 年 1 月 18 日 11:25 まで HSQ スキャンモードで運用

していたため、噴煙高度の議論は難しい。同年 1 月 18 日 11:26 以降は RHI スキャンモード

で運用していたので、ここでは RHI スキャンモードでのレーダー反射強度分布を表 4 記載

の噴火から選択した図 15〜図 28 で示す噴火について述べる。 

図 15（1/23 7:34、噴煙高度不明）、図 16（1/23、噴煙高度 200m）、図 18（1/24 4:23、

噴煙高度 100m）、図 19（1/24 6:23、噴煙高度 500m）、図 21（2/1 11:10、噴煙高度 200m）、

図 23（2/3 6:01、噴煙高度不明）、図 24（2/4 9:40、噴煙高度 200m）、図 25（2/9 9:50、

噴煙高度 500m）、図 26（2/13 12:11、噴煙高度 300m）、図 27（2/20 10:20、噴煙高度 100m）、

図 28（2/21 10:58、噴煙高度 200m）に噴火時のレーダー反射強度分布を示す。これらの噴

火時の反射強度は山頂付近からのグランドクラッターの影響による反射強度の高まりを除

いて、顕著な反射強度の高まりは見られない。また、反射強度の高まりから噴煙形状を認

識出来なかった。この原因は、噴煙の中の火砕物の濃度が反射強度を高めるに不十分あっ

たためと推察される。図 17 は 1/23 7:34 の連続噴火継続時のレーダー反射強度分布を示し

ており、噴煙高度は 200m にて雲に入って最高到達高度不明であった。この噴火の噴煙の到

達高度は、反射強度分布から 2200m 程度と推定した。図 20 は 1/27 1:47 に噴火したもよう

とされる噴火の時の反射強度分布を示す。気象庁により噴火したもようとされ天候不良と

コメントされ、当然目視による噴煙高度は不明である。反射強度分布を見ると 25dBz 以上

の領域がレーダースキャンの範囲の海抜 4000m まで広く横たわっていて、厚い雨雲がこの

時に口永良部島周辺を覆っていたと思われる。その中でも、45dBz 以上の領域を見ると、

火口から情報に噴煙状に分布しているのが分かり、これが少なくとも噴煙の中の火砕物の

濃度が比較的高い領域に対応していると思われる。よって、反射強度分布からは噴煙到達

高度は少なくとも火口上 800m であると推定されるが、雨雲の反射強度にマスクされている

ため最高到達高度の推定は困難である。図 22 は 2/3 5:31 の噴火のレーダー反射強度分布

を示す。この噴火は天候不良のため噴煙高度は不明とされているが、反射強度分布から噴

煙の最高到達高度を火口上 6100m と推定した。 
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図 15 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。1/20 3:00 の連続噴

火継続時の例。 

 

 

図 16 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。1/23 7:04 の噴火の

例。 
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図 17 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。1/23 7:34 の連続噴

火継続時の例。 

 

 

図 18 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。1/24 4:23 の噴火の

例。 
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図 19 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。1/24 6:23 の噴火の

例。 

 

 

図 20 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。1/27 1:47 の噴火の

例。 
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図 21 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。2/1 11:10 の噴火の

例。 

 

図 22 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。2/3 5:31 の噴火の例。 
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図 23 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。2/3 6:01 の噴火継続

時の例。 

 

 

 

図 24 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。2/4 9:40 の噴火継続

時の例。 
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図 25 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。2/9 9:50 の噴火継続

時の例。 

 

 

図 26 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。2/13 12:11 の噴火の

例。 
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図 27 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。2/20 10:20 の噴火の

例。 

 

 

図 28 口永良部島レーダーによる RHI スキャンによる反射強度分布。2/21 10:58 の噴火の

例。 

 

 

 

 

表 4 2020 年 1 月〜2 月の口永良部島の噴火に関する火山観測報 
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日時 現象 噴煙 

高度 

(m) 

レ ー ダ ー

噴 煙 高 度 

(m) 

備考 流向 図 

2020/1/11 15:05 噴火 2000  雲に入る 東  

2020/1/11 15:35 連続噴火継続 1000   南東  

2020/1/11 21:00 連続噴火継続 600   北東  

2020/1/12 03:00 連続噴火継続 100  雲に入る 南西  

2020/1/12 07:30 連続噴火停止 不明   不明  

2020/1/17 16:59 噴火 100   南東  

2020/1/17 17:29 連続噴火継続 100   南東  

2020/1/17 21:00 連続噴火継続 100   南東  

2020/1/18 03:00 連続噴火継続 100   南東  

2020/1/18 09:00 連続噴火継続 100   南東  

2020/1/18 15:00 連続噴火継続 100   南東  

2020/1/18 21:00 連続噴火継続 100   南  

2020/1/18 21:00 連続噴火継続 100   南  

2020/1/19 03:00 連続噴火継続 100   南東  

2020/1/19 09:00 連続噴火継続 100   南  

2020/1/19 15:00 連続噴火継続 100   南  

2020/1/19 21:00 連続噴火継続 100   南  

2020/1/20 03:00 連続噴火が継続

しているもよう 

不明   不明 図 15 

2020/1/20 09:00 連続噴火継続 100   南東  

2020/1/20 10:30 連続噴火停止 不明   不明  

2020/1/23 07:04 噴火 200   北東 図 16 

2020/1/23 07:34 連続噴火継続 200 2200 雲に入る 北東 図 17 

2020/1/23 17:05 連続噴火停止 不明   不明  

2020/1/24 04:23 噴火 100   南 図 18 

2020/1/24 06:23 噴火 500   北東 図 19 

2020/1/27 01:47 噴火したもよう 不明 >800 天候不良 不明 図 20 

2020/2/1 11:10 噴火 200   南東 図 21 

2020/2/1 11:40 連続噴火継続 200   南東  

2020/2/1 15:00 連続噴火継続 200   南東  

2020/2/1 21:00 連続噴火継続 300   南東  

2020/2/1 23:20 連続噴火停止 不明   不明  

 

 

 

日時 現象 噴煙 レーダー 備考 流向 図 
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高度 

(m) 

噴煙高度 

(m) 

2020/2/3 05:31 噴火 不明 6100 大きな噴石

が火口から

600 m 到達、

火砕流が火

口の南西側

へ 900 m 流

下 

不明 図 22 

2020/2/3 06:01 連続噴火が継続

しているもよう 

不明  天候不良 不明 図 23 

2020/2/3 09:00 連続噴火継続 300   南東  

2020/2/3 15:00 連続噴火継続 200   南東  

2020/2/3 21:00 連続噴火継続 300   南東  

2020/2/4 03:00 連続噴火継続 200   南西  

2020/2/4 08:00 連続噴火停止 不明   不明  

2020/2/4 09:40 噴火 200   南西 図 24 

2020/2/4 10:10 連続噴火継続 100   南西  

2020/2/4 15:00 連続噴火継続 200   南西  

2020/2/4 21:00 連続噴火継続 100   南西  

2020/2/5 03:00 連続噴火継続 100   南西  

2020/2/5 06:30 連続噴火停止 不明   不明  

2020/2/9 09:50 噴火 500   南東 図 25 

2020/2/13 12:11 噴火 300   北東 図 26 

2020/2/20 10:20 噴火 100   南 図 27 

2020/2/21 10:58 噴火 200   直上 図 28 

噴煙到達高度は火口上からの高度で、雲入りの場合は実際の噴煙到達高度は表記の高度よ

りも高いと思われるが、不明である。  
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b）ライダー観測 

ライダーとは LIDAR = Light Detection and Ranging、Laser Radar の略であり、紫外

から近赤外のレーザー光を用いて、エアロゾル観測を行う技術である。桜島では、Nd:YAG

レーザー(30mJ、 10Hz)から発射される波長 532nmと 1064nmの光を火山噴煙に直接照射し、

その後方散乱波を観測している。火山灰粒子（サブミクロン～数十 μm 程度)からのミー散

乱を観測しているので、得られるパラメータは粒子の消散係数と偏光解消度である。 

ライダーは桜島島内の火山活動研究センター桜島火山観測所（西）及び黒神観測室（東）

に設置してある（図 38 参照）。方位角は南岳火口方向に固定し、桜島火山観測所では仰角

11°、黒神観測室では仰角 15°で観測を行っている。データを国立環境研究所へ毎時転送

し、自動初期解析とグラフ化を開始した。結果を 1 日単位の図として以下のサイトで公開

している。 

http://www-lidar.nies.go.jp/Sakurajima/fig 

 

b1) ライダー観測状況 

2019 年 1 月から 12 月まで、桜島火山観測所本館および黒神観測室の 2 箇所において、

ライダーによる噴煙の連続観測を行った。両ライダーは同一の仕様で、共に 532nm、 1064nm

の 2 波長レーザー光を繰り返し周波数 20Hz で照射する。運用パターンは 2 秒照射+8 秒休

止の 10 秒サイクルで、照射 2 秒間(40 パルス)に積算した後方散乱光強度を距離分解能 6m

で最長 24km まで記録している。これにより、トラブル等がない限り時間分解能 10 秒(1 日

8640 観測)の連続自動観測が実現されている。両ライダーについて、2019 年の日別の観測

時間を図 29 に示す。両地点ともほぼ通年で観測が行われているが、本館では 11 月に、黒

神では 1-3 月にまとまった欠測期間がある点には注意が必要である。 

 

図 29 2019 年の日毎のライダー観測時間。上:本館、下:黒神。 

b2)エアロゾル消散係数の季節変動 

http://www-lidar.nies.go.jp/Sakurajima/fig
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ライダーでは、観測対象の空気塊に含まれるエアロゾル全体からの後方散乱光を計測

しており、一定の仮定のもとでその空気塊の消散係数を推定することが出来る。消散係

数は、観測波長の光が単位距離を進む間にその強度が減衰する度合いを表す量で、地上

においては視程の逆数に比例する(消散係数の大きい大気では視程が短い、つまり水平

の見通しが悪い)。ライダーで観測される消散係数には噴煙由来の粒子のみならず大気

汚染など全ての粒子からの寄与が含まれるが、以下では高濃度イベントでは噴煙に含ま

れるエアロゾルが卓越するものとしてそれ以外のエアロゾルによる寄与は考慮してい

ない。両地点のライダーは南岳火口直上を指向して観測が行われており、測器から火口

上までの距離は本館ライダーからが約 5.5km、黒神ライダーからが約 4.5km である。両

ライダーから距離 6km までの 532nm 消散係数を月毎に平均し、12 ヶ月分を表示したもの

を図 30 および図 31 に示す。本館/黒神とも、火口直上にあたる距離において最も高い

消散係数が見られ、それより手前側では絶対値は小さい。月平均の消散係数プロファイ

ルは噴煙の平均粒子濃度とその後の移流によって決定されると考えられるため、これら

に関する指標として気象庁の火山活動解説資料 24)から桜島の月別噴火・爆発回数と鹿児

島地方気象台における月別降灰量・降灰日数データ、および同じく過去気象データから

鹿児島地方気象台における月別風向分布データを取得し、噴火・降灰に関する情報をラ

イダー観測結果と比較のため図 30 および図 31 下部に表示した。また風向のデータとし

て図 32 に月別風向出現頻度の風配図を示した(この際風速は考慮していない)。これに

よると、鹿児島では主に北西風を中心とした西寄りの風が年間を通じて卓越しているが、

暖候期(6-9 月)には東寄りの風が出現しており、特に 7 月には南西風がよく見られた。

上空 1000m 付近でも同様の風向が卓越していれば、暖候期には噴煙は火口から西側へ移

流され、その他の季節には東側へ移流されやすいと考えられる。本館のライダーでは年

間を通じて月平均消散係数が 0.25/km を超えるケースは見られず、季節変動の幅は比較

的小さい。手前側(低高度)の消散係数は 9-10 月に大きく、これは本館ライダーと同様

に桜島の西側に位置する鹿児島地方気象台における降灰量(図中の赤線)のピークと対

応している。一方、黒神のライダーの結果では 4 月から 9 月にかけて消散係数が低く、

それ以外の季節には 0.3/km 近い値が観測されている。特に距離 4km 付近では 7-9 月に

低い値が得られており、東寄りの風が卓越している期間と一致している。また、鹿児島

地方気象台における降灰量変動と黒神ライダー消散係数との関連性は弱く、異なる方角

への輸送量に差があることが 2 地点ライダーの対比からも確認された。 
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図 30 本館ライダーで観測された 2019年の月平均エアロゾル消散係数の時間・距離分布。

下段は鹿児島地方気象台による噴火回数(緑)・爆発回数(青)・降灰量(赤)・降灰日(紫、5

倍してある)の月毎の値。 

 

 

図 31 図 30 に同じ。ただし上段は黒神ライダーによる観測結果。 
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図 32 鹿児島地方気象台による月毎の風向出現頻度分布図。扇の半径が出現頻度に比例。 

 

b3）高濃度噴煙の時空間変動の検証に関する検討 

輸送モデルによる噴煙の拡散シミュレーションをライダー観測により検証するために

は、数値計算と観測とでデータの時間・空間分解能を揃えて評価を行う必要がある。ライ

ダー観測は高時空間分解能が特徴であり、結果の分解能をどのように落とすかによって噴

煙の移流・拡散状況をオリジナル通り再現できる場合とそうでない場合が生じる可能性が

ある。そこで、以下ではライダーデータの平均化幅を時空間方向に様々に変動させた結果

から、オリジナルデータとの差異について考察した。モデルケースとして、2019 年 9 月 20

日の 16:04 に発生した爆発的噴火を取り上げる。この時噴煙は北方向に流れ、本館ライダ

ーではその移流の様子が観測されている。図 33 の左上がオリジナル(距離分解能δH=6m、

時間分解能δT=10 秒)の観測結果を示し、高濃度領域の移動をオレンジ矢印で示した。こ

れによると高濃度領域(奥行き 300m程度)は視線手前方向に 6分間で 900m(時速 9km)で接近

している。このデータについて、輸送モデルを想定して時空間分解能を 300 分の 1 に 3 パ

ターンで落とす計算を行った。図 33 右上・左下・右下がそれぞれ(δH=300m、δT=60 秒)(δ

H=600m、δT=30 秒)(δH=150m、δT=120 秒)で平均した場合の表示である。これによれば、

空間分解能を落としすぎると(左下)、噴煙先端を連続的に表現することが難しい。逆に時

間分解能を落としても空間分解能を上げられれば(右下)、中庸のケース(右上)よりも噴煙

内部の濃淡まで確認でき、拡散度合いの検証などにも有用となる可能性がある。実際の数

値モデルにおいては CFL 条件の制約などから時空間の分解能は必ずしも自由に決められる

ものではないが、数値シミュレーションの目的をライダー観測との対比に特化するような

場合には、このような考察を踏まえて分解能を決定する必要があると考えられる。 
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図 33 2019 年 9 月 20 日 16 時 06 分から同 24 分までの本館ライダーによって推定されたエ

アロゾル消散係数の時間・距離分布。(左上)オリジナル分解能(距離分解能 δH=6m、時間

分解能 δT=10 秒)、(右上)データ量を 300 分の 1 にした場合(δH=300m、δT=60 秒)、(左

下)時間分解能を優先した場合(δH=600m、δT=30 秒)、(右下)空間分解能を優先した場合

(δH=150m、δT=120 秒)。オレンジ矢印は 9km/h で手前に進行する速度を示す。 
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c）GNSS 観測 

GNSS 衛星からの電波は噴煙を通過すると伝播遅延が生じ、位相残差として検知されるこ

と（Ohta and Iguchi, 2015）1)や SN 比が低下することが知られている（Larson, 2013）2)。

桜島において発生する噴火についても噴煙高度が 4000m 以上に達する比較的規模の大きい

噴火については、位相残差や SN 比の低下が観測されている。また、位相残差と SN 比にそ

れぞれ特徴的な変化が確認され、これらのデータに反映される物性が異なる可能性が明ら

かになった（Ohta and Iguchi, 2015）1)。このように、GNSS 観測は噴煙の検知にも活用可

能である。 

桜島および桜島南岳からおよそ 50kmの範囲における GNSS観測点の配置を図 34に示す。

日本列島では西風が卓越するので、火山灰は東方向に移流することが多い。平成 29 年度に

は桜島の東方の大隅半島側に 4 点の、平成 30 年度には 2 点の GNSS 観測点を設置した。平

成 31 年度は、大隅半島側にさらに 2 点の GNSS 観測点を増設した。令和 2 年 4 月時点にお

いて京都大学において管理する GNSS が 11 点大隅半島側において稼働している。 

 

 

図 34 桜島およびその周辺における GNSS 観測点の配置図。黄丸は国土地理院の電子基準

点。赤丸は京都大学防災研究所が設置した観測点。赤丸を白円で囲んだものが本プロジェ

クトで設置した観測点で、“2017”、“2018”、“2019”はそれぞれ、平成 29、30、31 年度に

設置したものを示す。 

GNSS 観測による噴煙の検知を桜島以外の火山に適用した。インドネシアのシナブン火山
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はスマトラ島北部にある成層火山である。2010 年 8 月に水蒸気噴火がおよそ 1000 年ぶり

に発生した（Kasbani et al., 2019）3)。2010 年には 7 回の水蒸気噴火が発生し、2013 年

9 月には 3 年ぶりに水蒸気噴火が再開した。その後、12 月には山頂に溶岩ドームが出現し、

本格的なマグマ性噴火に移行した。2014 年から 2017 年までは、山頂に溶岩ドームを形成

しながらドームの崩落による火砕流が発生した。2018 年 2 月になり、噴火活動は一時的に

停止したが、2 月 19 日 現地時間 08 時 53 分に発生した噴火は、2010 年以降において最大

規模の噴火となった。火山地質災害軽減センター（CVGHM）によると、噴煙は火口上 5000m

の高度に達し（図 34）、火砕流は山頂から 4900m 距離まで流下した。また、衛星観測（MODIS）

からは高度 16.8km 以上に達したとされる（Global Volcanism Program, 2018）4)。本研究

では、噴煙および火砕流を GNSS データの位相残差データから検出することに成功した。 

データは、シナブン山周辺の GNSS 観測点 4 点 (LKWR, KBYK, MRDG, SNBG) で収録され

た２周波の搬送波位相データを用いた。解析ソフトウエアには GIPSY-OASIS Ver. 6.4 の精

密単独測位法(PPP) を用いた。今回の解析では GPS 衛星のみを用い、観測量としては 2 周

波の線形結合である LC を用いた。GPS 衛星の軌道情報および時計情報には NASA JPL(ジェ

ット推進研究所) による最終暦を用いた。

解析では PPP によって日毎の観測点座標値

を求めつつ、合わせて各 GPS 衛星と観測点

間 の LC 位 相 残 差 (LC Post-fit Phase 

Residual、以下 PPR)を計算した。PPR には、

観測点と衛星間の情報が幅広く含まれる。

特にマルチパスノイズは衛星配置に依存

して日々繰り返し LC 位相残差に現れる。

そのため噴火が発生していない前日のデ

ータも同様に解析を行い、その値を噴火当

日の値から差し引くことで S/N 比を向上さ

せた。 

図 36 に得られた PPR の時系列を観測点

配置とともに示す。図 36 には、得られた

各観測点と GPS 衛星間の PPR 値のうち、明

瞭な変化が認められたパスのみを示して

いる。合わせて各観測点における PPR をス

カイプロット上に表示したものを図 37 に

示す。まず、山麓北側に位置する LKWR 観

測点では、62 番衛星との間で噴火後すぐに

16cm におよぶインパルシブな位相残差が

生じていることが確認できる。また、山麓

西側に位置する MRDG 観測点でも同じく 62

番衛星との間で噴火発生後 5 分程度経過後

に PPR が 8cm 程度立ち上がり、その後 1 時

間程度掛けてその値が徐々に減少してい

 

図 35 シナブン火山における 2019 年 2 月

19 日の爆発的噴火。 
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く傾向が確認できる。同様のゆっくりとした PPR 減少は山体から東側に離れた SNBG (シナ

ブン火山観測所) 観測点と 41 番衛星との間でも確認できる。同観測点における PPR 値の立

ち上がりは MRDG 観測点よりも早く、これは SNBG 観測点と 41 番衛星の間のパスが火口直上

を通っていることと整合的である。また、SNBG、MRDG 両観測点で見られるゆっくりと減少

する PPR 値の減少が山麓北部の観測点では確認できない。同噴火では噴火後に火砕流が主

として山麓南側で生じたことが現地でのビデオ映像等から確認されている。SNBG および

MRDG 観測点における PPR 値のゆっくりとした減少は、こうした火砕流によって巻き上げら

れた噴煙が長く同地域に滞留しつつ、拡散していったことを反映する結果と考えられる。  

一方、山体から北側に離れた KBYK 観測点と 52 番衛星の間のパスでは、噴火後に PPR が

わずかに立ち上がった後、PPR 値が得られない状態が続き、噴火後 40 分程度経過した後に

それが復帰していることが分かる（図 36, 図 37）。この時の KBYK 観測点の収録データを確

認すると、同時刻の間、すべての周波数における搬送波位相データのみならず、信号強度

の強いコード擬似距離データすら全て欠測していることが明らかになった。これはきわめ

て濃度が強い噴煙によって GNSS シグナルが完全に遮蔽され、衛星信号を追尾できなくなっ

た可能性を強く示唆する結果である。 

 

 

図 36 2018 年 2 月 19 日のインドネシアシナブン山噴火の GNSS による噴煙検知。図中の赤

シンボルが観測点位置、黄色線が、PPR 異常が認められた衛星に対するパスの方位を示す。

それらの仰角については図中に付記した。また図中の時系列の横軸は噴火発生からの時間

を、縦軸は LC-PPR の値を示す。図中の黒線が噴火当日の時系列、灰色が噴火前日の時系列、

赤色がそれらを GPS 衛星の周回間隔に合わせて 4 分ずらして差し引いた時系列をそれぞれ

示す。 
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図 37 LC-PPR をスカイプロット上に表示した結果。色で LC-PPR の値を示す。各図中の破

線で囲んだ領域内に明瞭な PPR 異常が認められる。KBYK 観測点については、GPS52 衛星の

データが途中で欠落していることが分かる。 
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d）ディスドロメータによる地上観測 

d1)ディスドロメータによる地上観測の概要 

ディスドロメータによる地上降灰量観測を開始した。降雨観測に開発された 1 次元の光

学式ディスドロメータ（PARSIVEL2、ドイツ OTT Hydromet 社製）を用いた。本装置は落下

粒子によってさえぎられる光を計測することによって、粒径ごとに粒子を観測するパーテ

ィクルカウンターであり、粒径および落下速度ごとの粒子数と記録する。粒径の測定範囲

は 0.2mm～25mm、落下速度の測定範囲は 0.2m/s～20m/s である。 

ディスドロメータの桜島における位置図を図 38 に示す。各観測点では、時間雨量相当

量、粒子数、センサーの温度、電源電圧に加え、粒径毎の 32 クラスと落下速度毎の 32 ク

ラス、合計 1024 クラスに分けた粒子数が 1 分毎に記録される。いずれの観測点もオンライ

ンによるデータ取得が可能である。平成 28 年度は 6 台、平成 29 年度および 30 年度にはそ

れぞれ 4 台のディスドロメータを設置した。ディスドロメータは粒径 0.2mm 以上の粒子を

検知するので、噴火規模が小さい場合は、火山灰粒子を検知できない場合も多い。そこで、

平成 31 年度は、火山灰粒子の検知数を向上させるために、これまで設置した観測点よりも

南岳火口により近い、持木、古里２、地獄河原、北岳の 4 カ所に、ディスドロメータを設

置した。他のプロジェクトにより設置したものを合わせて 21 台のディスドロメータが桜島

において稼働している。 

 

図 38 桜島におけるディスドロメータの位置図。緑丸:28 年度設置、黄緑丸：29 年度設置、

黄丸：30 年度設置、赤丸 31 年度設置。白丸は他のプロジェクト。赤三角は南岳 B 火口の

位置を示す。 
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d2) ディスドロメータ観測による降灰量の時間変化 

ディスドロメータで観測される粒子の多くは、雨滴であるので、その中から降灰による

イベントを抽出した。ディスドロメータの全出力から降雨によるものを除き、さらに、明

らかにノイズと考えられるものを除去した。2019 年 4 月から 2020 年 3 月にまでに発生し

た噴火のうち、噴煙高度 3000m 以上に達したものについて、ディスドロメータの時間雨量

相当量と地震動の RMS 振幅を比較して、図 39～図 49 に示す。いずれの噴火も南岳山頂火

口において発生したものであるが、これらの噴火は空気振動や弾道岩塊の放出を伴うブル

カノ式噴火と噴煙の上昇のみを伴う非ブルカノ式噴火に分けられる。ここでは、ブルカノ

式噴火を「爆発」とし、非ブルカノ式噴火は単に噴火とする。また、稀に発生するストロ

ンボリ式噴火については、そのように明示した。 

水平一様な風速場において火口から火山灰粒子が移流するとすれば、火山灰は風下にお

いてのみ検知される。1 回の単発の噴火に対応して、1 つの観測点のみで検知される場合が

最も多い。例えば、2019 年 7 月 4 日 10：44 の爆発（図 39）では、噴煙高度は 3200m に達

したが、NAB 観測点のみで火山灰粒子が検知された。噴煙高度 3000m に達した 11 月 6 日 15：

38 の爆発（図 43）では、北に位置する MAT 観測点のみで火山灰粒子が検知された。2019

年 12 月 12 日 21：09 の爆発（図 49）でも噴煙高度は 3000m に達したが、火山灰粒子が検

知されたのは、南南東に位置する ART のみであった。 

1 回の噴煙放出に対して、隣接する 2 つの観測点において火山灰が検知されることもよ

くある。2019 年 11 月 8 日 17：24 に発生した爆発（図 45）の噴煙高度は、2017 年 11 月以

降の南岳噴火活動期において最高の 5500m に達した。南岳南東山麓の観測点 ARTおよび NAB

において観測された。特に、ART においては 3mm/h に達しており、多いといえる。また、

噴煙高度が 3000m に達した 2019 年 12 月 10 日 1：15 の爆発（図 48）でも ART および NAB

において観測された。 

観測点 HIK、HKU、HKD、SVO は南岳火口から西北西方向に直線状に配置されている（図

38）。この方向に噴煙が移流するときは、火山灰量を火口からの距離によって比較できる。

例を図 42 に示す。2019 年 9 月 20 日 16：04 に爆発が発生し、火口上 3400m の高度におい

て雲に入った。この爆発以降、19 時ごろまで、ほぼ連続的に火山灰の放出が続いた。噴煙

が繰り返し放出されているので、1 時間程度にわたって火山灰が検知された。単発の爆発

であれば、火山灰検知の継続時間は 5 分程度、長くても 15 分（例えば、図 45）なので、

2019 年 9 月 20 日 16：04 の爆発から 19 時ごろまでの噴煙活動による降灰は長いといえる。

降灰量を時間雨量相当量により比較すると、HIK（Δ=1.7km）で 4.6mm/h、HKU（Δ=3.0km）

で 1.3mm/h、HKD（Δ=4.4km）において 0.5mm/h であり、SVO（Δ=5.6km）では検知できな

かった。火口からの距離が大きくなるにつれて、降灰量が小さくなる。 

このように、噴火が連続的に発生すると降灰検知時間が長くなる。他の事例を図 41 に

示す。2019 年 9 月 16 日 7：46 に始まった噴火の噴煙の最高到達高度は 2800m であったが、

噴煙の放出は継続し、9 時ごろからはストロンボリ式噴火に移行した。火山灰が検知され

た観測点は SBT だけであったが、8：04 から 8：35 まで火山灰が観測された。9 時ごろから

始まったストロンボリ式噴火に対応する火山灰粒子は検知されていない。 

一方、火山灰の噴出を discrete なイベントとして識別できる場合は、各観測点におけ

る火山灰粒子も異なる降灰イベントとして認識できる場合が多い。図 40 は 2019 年 7 月 28
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日の噴火の事例である。28 日には 17：25 に爆発が発生し、噴煙は 3800m の高度に達した。

続いて 17：54 には噴火（17：25 の爆発に比べて空気振動の振幅が小さい）が発生し、噴

煙は 3500m の高度に達した。この日は南風であったため火山灰は桜島北方の鹿児島空港に

も達し、27 便の航空便が欠航した。30 分の時間差ではあるが、桜島島内における降灰域は

異なっており、17：25 の爆発（0728A）の火山灰は KOM に、17：54 の噴火（0728B）の火山

灰は、火口からみて真北に近い MAT に降下したことがわかる。 

頻繁に噴火が繰り返される場合でも、火口における噴火事象と、観測点における降灰事

象を対応付けることができる。2019 年 11 月 7 日の例を図 44 に示す。11 月 7 日の 14 時か

ら 20 時までに 8 回の噴出イベント（1107A～1107H）が識別できる。RMS 振幅が一番大きい

1107A（噴煙高度＞3800m）の降灰は ART に加え、NAB でも検知された。1107A よりも噴煙高

度は低いものの 3500m に達した 1107B の火山灰は ART のみで観測され、時間雨量相当量も

1107A よりは少なかった。それ以降の噴出に対応する火山灰は、規模の小さい 1107G を除

いて、観測点 ART で検知されている。 

 火山灰の噴出と降灰の対応関係が複雑な事例を図 46 に示す。2019 年 11 月 12 日 19 時か

ら翌日 3 時までに、RMS 振幅から 5 回の噴火イベントが識別できる。このうち、1112A と

1112D では観測点 NAB において火山灰粒子が検知された。一方、1112B では、NAB では降灰

は検知されず、南岳からの方位では逆方向にある HIK で火山灰粒子が観測された。降灰イ

ベント 1112C には、対応する顕著な RMS 振幅の増加がなかった。1112E および 1112F につ

いては、火山灰粒子が検知されていない。図 47 に示した 2019 年 11 月 28 日も複雑な対応

関係の事例である。爆発イベント 1128B では、噴煙高度 3300m に達し、観測点 ART と ARI

で火山灰が検知された。1128D（噴煙高度 2600m）では ARI のみで火山灰が検知された。ART

における降灰イベント 1128A は小規模な RMS 振幅の増加に対応するが、1128C に対応する

顕著な RMS 振幅の増加はなかった。 
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図 39 2019 年 7 月 4 日の噴火による降灰時の鍋山（NAB）および有村観測坑道（ART）にお

ける時間雨量相当量と地震動の RMS 振幅。RMS 振幅は有村観測坑道で計測された。 
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図 40 2019 年 7 月 28 日の噴火による降灰時の松浦（MAT）および高免（KOM）における時

間雨量相当量と地震動の RMS 振幅。RMS 振幅は有村観測坑道で計測された。 
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図 41 2019 年 9 月 16 日の噴火による降灰時の柴立（SBT）における時間雨量相当量と地震

動の RMS 振幅。RMS 振幅は有村観測坑道で計測された。 
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図 42 2019 年 9 月 20 日のブルカノ式噴火とそれに続く連続的な噴火による降灰時の引之

平（HIK）およびその西方（HKU、HKD）における時間雨量相当量と地震動の RMS 振幅。RMS

振幅は有村観測坑道で計測された。 
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図 43 2019 年 11 月 6 日の噴火による降灰時の松浦（MAT）および高免（KOM）における時

間雨量相当量と地震動の RMS 振幅。RMS 振幅は有村観測坑道で計測された。 
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図 44 2019 年 11 月 7 日の噴火による降灰時の有村観測坑道（ART）および鍋山（NAB）に

おける時間雨量相当量と地震動の RMS 振幅。 
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図 45 2019 年 11 月 8 日の噴火による降灰時の有村観測坑道（ART）および鍋山（NAB）に

おける時間雨量相当量と地震動の RMS 振幅。 

19 20 21 22 23 00 01 02 03

0

1 NAB

ART

1112A

1112A

1112B

1112B

1112C

19 20 21 22 23 00 01 02 03

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5
HIK

m
m

/
h

時

1112D

1112D

1112E

1112F

19 20 21 22 23 00 01 02 03

0

5

10

15

20

25

30

R
M

S

2019/11/12

爆発

爆発 爆発

爆発

 

図 46 2019 年 11 月 12 日の噴火による降灰時の鍋山（NAB）および引之平（HIK）における

時間雨量相当量と地震動の RMS 振幅。 
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図 47 2019 年 11 月 28 日の噴火による降灰時の有村観測坑道（ART）および有村（ARI）に

おける時間雨量相当量と地震動の RMS 振幅。RMS（赤線）は振幅を 20 倍に拡大したもので

ある。 
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図 48 2019 年 12 月 10 日の噴火による降灰時の有村観測坑道（ART）および鍋山（NAB）に

おける時間雨量相当量と地震動の RMS 振幅。 
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図 49 2019 年 12 月 12 日の噴火による降灰時の有村観測坑道（ART）および鍋山（NAB）に

おける時間雨量相当量と地震動の RMS 振幅 

 

d3) ディスドロメータによる降灰量の見積もり 

平成 29 年度の報告書において、単位面積当たりの火山灰重量（W）の単位を g/㎡、デ

ィスドロメータの時間雨量相当量の積算値（Ip）の単位を mm/h とすれば、両者は以下のよ

うに近似できることを示した。 

24 pW I=          （1） 

本年度は、ディスドロメータの近傍で採取された単位面積当たりの火山灰の重量と比較

することにより、降灰開始から火山灰を採取した時間までにディスドロメータが検知した

粒径ごとの粒子数を火山灰重量へ換算する経験式を求めた。  

ディスドロメータにより観測された粒径ごとの粒子数から算出される降灰量 wdis は、粒

径と落下速度のクラスごとに計算される粒子ごとの重量と検知された粒子数の積の総和に、

検知されない細粒な粒子の重量を加えることにより求まると考えられる。  

,

,

1 1 0.18 0.03

i j

dis correct i j i

i j

N
w c V 

= =

= +


      （2） 

ただし、ccorrect は補正係数、ij, Nij は粒径と落下速度のクラスに対応する粒子の実効的な

密度とその粒子数、Vi は粒径クラスに対応する粒子の体積、はディスドロメータにより検

知されない、粒径 0.25mm 未満の粒子の重量である。観測により得られる Nij を入力条件と

する(2)式に対して、採取した火山灰の単位面積当たりの降灰量を拘束条件とすることによ

り、(2)式の係数を求めることができる。  
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同じ粒径における落下速度の違いは粒子の形状や凝集の程度による実効的な密度の違

いに対応すると考え、ij を終端速度の理論式から求める。火山灰粒子の形状を回転楕円体

と仮定すると、終端速度 v t と火山灰粒子の密度p の関係は、抗力係数 CD とレイノルズ数

Ra によって接続される以下の連立方程式(Suzuki, 1983)5)により表される. 

0.32

4

3

24
2 1.07

p

t

D a

D

a

a t
a

a

gd
v

C

C F F
R

v d
R









−

=

= + −

=

       (3) 

ただし、g は重力加速度、a、a は大気の粘性率と密度、a、b、c は粒子の最長軸、中間軸、

最短軸の長さで F は粒子の長短比(b+c)/2a、d は代表径(a +b+c)/3 である。(3)式は(4)式に

変形できる。 
2
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    （4） 

vt と d がそれぞれディスドロメータにより観測された落下速度と粒径に等しく、a、a

が 20℃での大気の値である 1.6×10-5 Pas、1.205kg/m3 とし、Freret-Lorgeril et al. 

(2019)6)が計測したストロンボリ火山の火山灰粒子の粒径と長短比の相関図より長短比を 

20.81 0.03log ( /1000)F d= +        （5） 

とすると、粒径および終端速度に依存する火山灰粒子の密度は図 50(a)のように計算され

る。さらに、ディスドロメータにより観測された落下速度および粒径が、それぞれ、(3)

式の終端速度および粒子の代表径に等しいとして、それらのクラス毎の粒子数をプロット

したものが図 50(b)である。 

2019 年 3 月～9 月に発生した噴火のうち 11 のイベントについて、求められたij と暫定

的な補正係数を(2)式に代入して wdis を計算し、採取した火山灰の単位面積当たりの降灰量

wsam と比較した。両者の関係を図 51 に示す。なお、ディスドロメータの検出限界を考慮し

た 0.25mm 以上の粒径を考慮しない方の相関が強い。これは、0.25mm 未満の粒子であって

も、大気中を降下する過程では凝集して、0.25mm 以上の粒子として振る舞っている可能性

や細粒粒子の高密度降下による遮蔽効果により、見かけ上粗粒粒子として検知される一次

元ディスドロメータの原理上の問題に起因していると考えられる。 

図 50(b)に示すように、粒子が検知された粒径および落下速度に対応する実効密度は、

0.7～5040kg/m3 の範囲に得られたが、実効密度の最小値は James et al. (2003)7)が採取し

て測定した凝集粒子の密度 83～200kg/m3 を下回り、最大値は火山灰粒子単体の密度

2640kg/m3 を上回るなど、現実的でない値も得られている。下限値については 500 とした場

合が、最も強い相関関係を示したので、実効密度の下限値を 500kg/m3 とした。 

以上の検討から、ディスドロメータにより観測される粒径及び落下速度の組み合わせク

ラスごとの粒子数から、単位面積あたりの降灰量 wobs は以下の式を用いて求められる。  
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=       （6） 

上式により計算された単位面積あたりの降灰量と、同時間帯に採取された、2017 年 5 月

から 2019年 10月に採取された 59のイベントにおける火山灰重量から求めた降灰量の相関

を図 52 に示す。計算値は実測値の約 0.1～2.3 倍と推定される。 

 

 

図 50 (a) 計算された火山灰粒子の密度の分布。(b) (a)に実際に検知された粒子数の分

布を重ねた分布。等値線が計算された粒子密度[kg/m3]を、青いプロットが実際に検知され

た粒径、速度区間を表す。赤い等値線は粒子の実効密度が 500kg/m3 および 2.64×103kg/m3

となる粒子の粒径と落下速度の関係を表す。 
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図 51 火山灰の実地観測から求められた降灰量とディスドロメータから求められた降灰

量の関係。赤い四角と近似直線が全ての粒径の降灰量とディスドロメータ降灰量の関係、

青い菱型と近似直線が粒径 0.25mm 未満の降灰量とディスドロメータ観測から計算された

降灰量の関係を表す。 

 

図 52 採取された火山灰重量から求めた降灰量と、同時間帯に観測されたディスドロメー

タの観測値から経験的な式により計算された降灰量の相関。 

 

d4）降灰量のキャンペーン観測 

比較的規模の大きい噴火により多量の降灰があった時は、現地におけるサンプリングに

よる降灰量の観測を行った。図 53 は 2019 年 7 月 28 日の噴火の事例である。28 日には 17：

25 に爆発が発生し、噴煙は 3800m の高度に達した。続いて 17：54 には噴火（17：25 の爆

発に比べて空気振動の振幅が小さい）が発生し、噴煙は 3500m の高度に達した。この日は

南風であったため火山灰は桜島北方の鹿児島空港にも達し、27 便の航空便が欠航した。鹿
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児島空港付近の降灰量は、50g/m2 程度であり、桜島北部の多い場所に比べると 1/5 程度で

あった。 

図 54 は 2019 年 9 月 16 日 7：46 に始まった噴火の事例である。この噴火では噴煙頂部

の高度は最大で 2800m まで達したが、長時間にわたって火山灰を放出した。9 時ごろに移

行したストロンボリ式噴火での噴煙高度は 1000m 程度と低い。降下火山灰は桜島の南西部

から南東部の広い範囲で観測された。最も多いのは、桜島南西部の東桜島町観音崎の山手

側である。多いところでは降灰量が 2000g/m2 を超えており、広い範囲で 1000g/m2 以上とな

っている。7：46 から 9 時ごろまでの移流方向は南西であり、多くの火山灰は、8：30 ごろ

までに降下した（図 41）。9 時以降のストロンボリ式噴火のフェーズでは移流方向が南とな

り、降灰域が南東に広がったものと考えられる。 

 

図 53 2019 年 7 月 28 日 17：25 の爆発及び 17：54 の噴火による降灰分布。図中の数字は

現地でのサンプリング調査による単位面積当たりの降灰量。 
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図 54 2019 年 9 月 16 日 7：46 に始まったブルカノ式噴火とその後のストロンボリ式噴火

によって放出された火山灰の降灰分布。太い破線は降灰の主軸方向。赤丸は 2000g/m2 以上、

オレンジの丸は 1000～2000g/m2、黄色は 500～1000g/m2、緑色は 100～500g/m2、青丸は

100g/m2、未満の降灰観測点を示す。現地におけるサンプリング調査による。 
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d5）降灰量の空間分布 

図 55 に示すように、いくつかの噴火については火口から同じ方向で異なる距離にある

HIK、HKU、HKD、SVO において降灰が観測されている。異なる距離のおける時間雨量相当量

を比較して図 56 に示す。爆発は 17：44 に発生し、噴煙は高度 1400m に達した。観測点 HIK

（火口からの距離 1.7km）では 17：54 には火山灰粒子が検知されているが、降灰量が急増

したのは 17：57 である。火口からの距離 3.0km にある HKU では 18：00 から降灰が検知さ

れている。さらに、距離 4.4km にある HKD では 18：14 に降灰が検知された。火山灰粒子を

感知した時間はいずれの観測点でも 5～8 分程度である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 55 2019 年 9 月 17 日 17：44 の爆発に伴う降灰量の空間分布。降灰量は X 式により見積

もった。  
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図 56 2019 年 9 月 17 日 17：44 の爆発に伴う時間雨量相当量の時間変化。南岳火口からの

距離は 1.7km（HIK）、3.0km（HKU）、4.4km（HKD）である。 

次にこれらの観測点における火山灰粒子の落下速度の頻度分布を比較する（図 57）。HIK
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では 17：57 から粒子数が急増しているが、落下速度は最大で 8m/s となっている。また、

粒子数のピークは 5m/s にある。その後、時間の経過とともに、落下速度の最大値及び最頻

値とも低下し、18：00 以降の最頻値は 1.5m/s 程度にある。落下速度が低下する時間変化

は HKU および HKD でも見られるが、火口から遠方になるほど、落下速度が小さくなる傾向

がある。落下速度の大きい粒子は火口近傍に落下し、速度の小さい粒子は遠方まで到達す

ることが観測から確認できた。 

 

図 57 HIK、HKU、HKD におけるディスドロメータにより観測された火山灰粒子の落下速度

の頻度分布の比較。 
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e）レーダー観測による火山灰推定の高度化 

気象レーダによる定量的降灰量推定手法の研究について、本年度の研究成果を含むこれ

までの研究の総括をおこなった。以下、気象レーダデータの品質管理（QC）、降灰量推定式

（工学的手法）、降灰量推定式（理学的手法）、解析例、まとめと今後の課題の順に説明す

る。 

e1）気象レーダデータの品質管理（QC） 

気象レーダにより推定される降灰量には様々な理由により誤差が生じる。それらの誤差

は、気象レーダシステムに起因する測定誤差と降灰現象に起因する誤差に大別できる。表

5 に気象レーダシステムに起因する測定誤差とその処理方法についてまとめた。処理の多

くはレーダ気象学の降水量推定手法において用いられているものである。表にあげた「バ

イアス誤差」はレーダ受信機のキャリブレーションに起因する誤差で、降灰からの受信信

号（電力値）の過大評価あるいは過小評価につながる。バイアス誤差の最も単純な補正方

法は、散乱断面積が既知のターゲット（例えば、アルミ球やコーナーリフレクタなど）を

レーダで観測し、その観測値と理論値を比較する方法である。本研究では、降水量推定手

法の研究に用いられる手法を用いた。すなわち、ディスドロメータにより測定された雨滴

粒子の粒径分布から計算されるレーダ反射因子をグランドトゥルースデータとして、気象

レーダにより観測されたレーダ反射因子を補正する方法である。「ビーム遮蔽誤差」は、レ

ーダビームが山岳などの地形によりその一部あるいは全部が遮蔽されることにより生じる

誤差である。遮蔽率が大きくない場合には、ビームの地形による幾何学的な遮蔽率を計算

することでレーダ反射因子の補正が可能である(Shakti et al. 2013)8)。「降灰・降雨減衰

誤差」はレーダビームの伝搬経路にある降灰や降雨が送信電波および受信電波を減衰させ

ることによって生じる誤差で、降灰強度の過小評価をもたらす。降雨減衰の補正方法に関

してはこれまで数多くの方法が提案されている。古典的な方法は観測された反射因子と減

衰量の経験式から繰り返し法により減衰を補正する方法である(Hildebrand 1978)9)。より

洗練された方法として、偏波パラメータを用いた自己無撞着法(Bringi et al., 2001)10)

が降雨減衰の補正に用いられている。降灰による電波の減衰は降灰粒子の誘電率が小さく

降雨による減衰に比べて小さいので波長が 5cm のレーダではほぼ無視して良いであろう。

降灰量の推定精度をどこまで求めるかによるが、波長が 3cm のレーダでも第一近似として

無視できるであろう。「レンジサイドロブエコー誤差」は、パルス圧縮レーダで発生する現

象である。特に、噴火直後の噴煙柱を観測するときに、噴煙柱の強いエコーを中心にレー

ダビーム方向に放射状の疑似エコーが発生する場合がある。レンジサイドロブエコーは真

のエコーと混在し、降灰量と降灰域の過大評価をもたらす。2013 年の桜島噴火を調べたと

ころ、高度 3000m を超す噴火の全ての場合にレンジサイドロブが発生していた。補正方法

としては、信号処理機に組み込まれたフィルターにより、ハード的にレンジサイドロブを

低減する方法もあるが、本研究で使用した国交省の XMP レーダにはその機能がないために、

ソフト的に補正を試みた（本年度実施）。具体的にはメジアンフィルター、オープン・クロ

ーズフィルター、窓関数フィルターを用いてレンジサイドロブを除去した。図 58 にその結

果を示す。なお、窓関数としてはベル型窓関数を用いた。噴火直後のエコーを見ると、下

降直上の強いエコーとそのエコーを中心にレーダからレンジ方向に放射線状に伸びるエコ

ー（レンジサイドロブエコー）が現れている。また、エコーの分布の特徴として空隙や斑
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点状のエコーが特徴的である。メジアンフィルター、オープン・クローズフィルターを施

した後の図を見ると、これらの空隙や斑点状のエコーが除去され滑らかなエコーパターン

となっている。しかしながら、レンジサイドロブエコーは処理し切れていない。窓関数フ

ィルターによりレンジサイドロブエコーが除去されたことがわかる。「グランドクラッター

エコー誤差」は、降灰エコーが山地や海面からのエコーに隠されてしまうために生じる誤

差である。単純な補正方法としてはマスキング処理が用いられる。信号処理に組み込まれ

た MTI（moving target indicator）が使用される場合もある。 

 

表 5 気象レーダシステムに起因する測定誤差要因と処理方法 

誤差要因 説明 処理方法 

バイアス 
受信機のキャリブレーション不

良による受信電力の測定誤差 

・基準ターゲットの観測 

・ディスドロメータを利用した

方法 

ビーム遮蔽 
地形によるビーム遮蔽による受

信電力の低下 
・遮蔽率を考慮した補正 

降灰・降雨減衰 
ビーム伝搬途中の降灰や降雨に

よる受信電力の減衰 

・古典的方法 

・自己無撞着法 

レンジサイドロ

ブエコー 

パルス圧縮レーダで発生する放

射状のエコーによる誤差 

・画像処理 

・レンジサイドロブフィルター 

グランドクラッ

ターエコー 

山地斜面や海面から帰ってくる

強い反射エコーによる誤差 

・画像処理（マスキング） 

・MTI フィルター 

 

 

 

図 58 レーダデータの品質管理とレンジサイドロブの除去結果。 

 

もう一つの誤差要因である降灰現象に起因する誤差とその処理方法について表 6 にまと

めた。「降灰量推定式」による誤差は降灰粒子の粒径分布の変動に起因する誤差である。

詳細は省くが、これは、降灰強度 RA が粒径の 3.5 乗に比例するのに対してレーダ反射因子

Z は粒径分布の 6 乗に比例するためである。補正方法としては、地上のグランドトゥルー

スデータ、例えばディスドロメータで測定された降灰強度を用いる方法がある。レーダ気

象学では、降雨強度推定式に雨滴の粒径分布の変動に敏感ではない偏波レーダパラメータ
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（偏波間位相差や反射因子差）を用いる方法が提案されている。しかしながら、降灰強度

に関しては偏波レーダパラメータを用いる方法は確立されていない。「微物理学的誤差」

は、降灰粒子の凝集や雲粒や雨粒との合併などに起因する散乱特性の変化による誤差で、

通常、降灰強度が過大評価される。補正方法として、レーダ気象学で用いられている粒子

判別の手法が利用できるかも知れない。Kim et al. (2019)11)は、降灰粒子と降水粒子の偏

波レーダパラメータの統計的特徴を調べ、メンバーシップ関数を用いた粒子判別を試みて

いる。現時点では、降灰エコーと離れた場所にある強い降水エコーの区別には成功してい

るが、弱い降水エコーや降雨と混在した降灰との区別には成功していない。「不検出降灰」

は降灰の鉛直分布が時間によって変化するために発生する。レーダビームの高度が噴煙高

度よりも高い時（例えば、噴火直後の噴煙柱の発達段階や噴煙の衰弱期）にしばしばみら

れる。補正方法としては、3 次元スキャンデータの利用がある。「不検出降灰」の例につ

いては、本報の結果で紹介している。地上付近の降灰をリアルタイムで観測したい場合に

は、低仰角の 2 仰角 PPI データを合成する方法がある。 

 

表 6 降灰現象に起因する誤差と処理方法 

誤差要因 説明 処理方法 

降灰量推定式 
降灰粒子の粒径分布の変動に起因

する誤差 

・ディスドロメータによる調節 

・偏波パラメータの利用？ 

微物理学的

誤差 

凝集、湿った降灰粒子などに起因

する受信電力の増加 

・偏波パラメータを利用した粒子判

別（未確立） 

不検出降灰 
降灰の高度変化によりレーダで検

出できない領域が生じる 

・3 次元データの作成 

・2 仰角法による地表近くの降灰量 

 

e2）降灰量推定式（工学的手法） 

工学的降灰量推定式は、地上の降灰量の測定値とレーダで観測されたレーダ反射因子を

比較することによって求められる経験式である。これまで、2013 年 8 月 18 日の桜島噴火、

2016 年 10 月 8 日の阿蘇中岳噴火について時間積算降灰量と時間積算反射因子の関係式を

報告した。しかしながら、瞬間瞬間の降灰強度 RA と反射因子 Z の関係式、いわゆる RA-Z

関係式については精度良い関係式は求められなかった。その理由は、従来の人手による降

灰量サンプリング方法では RA のデータが得られないためである。そこで、1 分間毎の RA を

測定できるディスドロメータと 1 分間毎の Z を測定できる国交省 XMP レーダを用いて RA-Z

関係式を求めた。RA-Z 関係式は噴火のタイプや規模に依存すると考えられるので、計 6 事

例の桜島噴火について RA-Z 関係式を求めた。その結果を表 7 に示す。表の RA と Z の単位

はそれぞれ[kg m-2h-1]、[mm6m-3]であることに注意。 

 

 

 

 

表 7 桜島噴火 6 事例の RA-Z 関係式 
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e3）降灰量推定式（理学的手法） 

理学的降灰量推定式は、降灰粒子の粒径分布と形状から理論的に導き出される RA-Z 関係

式である（平成 30 年度報告書）。降灰粒子の平均的な粒径分布は次の指数分布で表すこと

ができる。 

 0 max( ) exp( ), 0N D N D D D= −        (7) 

Takaoka et al.(2019)12)はパーシベルで観測された 6 事例の桜島噴火に伴う降灰のデータ

から、 

 
4

0 1.39 10N =          (8) 

0.143Λ 4.64 AR −=         (9) 

と表されることを示した。ここで、N0[mm-1m-3]、Λ[mm-1]はそれぞれ、指数粒径分布の切片

パラメータ、傾きパラメータと呼ばれる。なお、(3)の降灰強度 RA の単位は[kg m-2h-1]で

あることに注意。詳細は省略するが、粒径分布が(7)、（8）、（9）式で表されるとき、次式

の理論的な降灰強度の式が求められる。 

 
5 0.739 -2 -1 6 -3

A1.36 10 ; [kg m s ], [mm m ]AR Z R Z−=      (10) 

 図 59 は、理学的手法で求めた降灰強度推定式(4)と工学的手法で求めた降灰強度推定式

（表 7）を比較した図である。図の Exponential PSD は指数分布の粒径分布を仮定して求

めた理論的 RA-Z 関係式である。Average of 6 eruptions は 6 つの噴火事例の平均的な工

学的 RA-Z 関係式である。そのほかの日付を付した曲線は噴火事例毎に求めた工学的 RA-Z

関係式である。理学的 RA-Z 関係式はほかの RA-Z 関係式と比べて RA を過大評価することが

わかる。これは指数分布を仮定しているためと考えられる。一方、工学的 RA-Z 関係式は、

噴火事例によっては平均的な RA-Z 関係式から大きく外れる場合がある。例えば 5 月 15 日

の噴火や 7 月 16 日の噴火事例である。これは降灰粒子の粒径分布が各事例によって異なっ
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ているためと考えられる。 
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図 59 様々な RA-Z 関係式の比較。 

 

e4）解析例 

前術したように、降灰の鉛直分布は時間によって変化するために、単一仰角の PPI 観測

では降灰分布を捉えられない場合がある。ここでは、三次元解析結果の例を紹介する。図

58 は 2013 年 8 月 18 日の桜島昭和火口の噴火事例のレーダ解析結果である。垂水に設置さ

れた国交省 XMP レーダの三次元データを処理して求めた、高度 500m から 3000ｍまでの時

間積算降灰量分布が示されている。図中の No data area1 および No data area２はそれぞ

れ、ビーム高度が噴煙高度よりも低いために生じたエリア、地形によるビーム遮蔽エリア

である。図中の黒点は国交省などが噴火の翌日に実施した地上降灰量のサンプリング点で

ある。時間積算降灰量分布の計算に用いた式は工学的な手法に基づく SA-SZ 関係式（真木・

他、2019）13)である。各高度の降灰量分布を比較すると、高度 500m では No data area の

ために一部の降灰量分布しか求められていない。高度 750m から高度 1000ｍでは、桜島火

口の西側に分布する降灰域に大きな違いはない。高度が高くなるに従って鹿児島市内の降

灰域が小さくなっている。これは、噴煙高度の時間変化によるものであろう。図 61 に各高

度における総降灰量と総降灰面積の時間変化を示す。図 60 で述べた降灰面積と総降灰量の

高度毎の時間変化が明瞭に表れている。  

 

e5）まとめと今後の展望 

本報告では、本年度の成果を含むこれまで実施した定量的降灰量推定に関する研究成果

をまとめた。特に、レーダによる降灰量推定に及ぼす誤差要因を整理し、その解決方法に

ついても触れた。降灰量推定手法に関する研究は当初の計画通り進められ、本年度、実用

に耐えうる推定式の提案ができたと考える。現時点での推定式の精度は 100％程度であろ
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う。今後も引き続き、降灰量の推定精度を向上させる必要がある。例えば、桜島の場合、

レーダデータとディスドロメータデータとの調節による精度向上が期待される。また、こ

れまで取り組んできたがまだ成功していない偏波レーダパラメータの利用がある。さらに、

これまで対象としていなかった連続的噴火に伴う降灰量の推定や降水時の降灰量推定など

の研究を進めていく必要がある。 

 

 

図 60 時間積算降灰量分布の高度による違い（真木・他、2019)。 
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図 61 高度毎の(a)降灰面積の時間変化と(b)総降灰量の時間変化（真木・他、2019）。 
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3) 火山灰拡散予測の高速度化技術開発 

 

a) 火山灰拡散シミュレーションにおける火山灰粒子の初期座標の設定 

本サブテーマでは火山灰拡散予測の高速度化技術開発に PUFF モデル（Tanaka et al., 

2002）14)を用いてきた。PUFF モデルは、火口直上に火山灰粒子を多数配置し、風速場に沿

う移流、拡散、重力による降下を考慮して、粒子の移動を追跡するものであるが、火山灰

粒子の初期値は、火口上の噴煙の最高到達高度まで均質に配置して、計算されている。ま

た、2014 年 2 月にインドネシアのケルート火山で発生した噴火を踏まえ、傘雲の形成を考

慮した火山灰拡散シミュレーションに改良し、噴煙高度の増加とともに水平方向の拡散係

数（Ch）が、増加するような次式を提案した（平成 29 年度報告書）。 





































−+=

2

00

exp1
r

r

z

z
CC hh       (11) 

一方、噴煙は風に流されながら上昇し、大気の取り込みなどにより複雑な形状をとる。

より正確に火山灰粒子を追跡するためには、火山灰粒子の初期座標を噴煙の形状に沿って

配置する必要がある。噴煙の形状自体は可視画像により把握することは容易であるが、噴

煙柱の中の火山灰粒子の密度は可視画像からはわからない。そこで、X バンド MP レーダー

により観測される反射強度から推定してみる。レーダーの反射強度は、以下のように記述

され、粒径の 6 乗に粒子数を乗じた値を粒径に沿った積分値によりあらわすことができる

ので、反射強度は火山灰粒子の密度を反映していると考えることができる。 

真木・他（2019）13)の降灰速度（RA）と反射強度（Z）の関係を以下のように定式化し

た。 

-2 -1 6 -3

A; [kg m s ], [mm m ]AR Z R Z=      (12) 

は 真木・他（2019）13)に従い 0.35 とした。は、レーダーに捕捉された噴煙の総重量 と

反射強度の総和が整合するように決定した。 

2019 年 11 月 8 日 17：24 の爆発により噴出した噴煙は図 62 のように、桜島火山観測所

に設置されたレーダーのセクターRHI スキャンにより方位角を変えながら観測されている

ので、反射強度の分布を 3 次元的に得ることができる。図 62 に示したレーダー観測のスキ

ャン期間（17:24:36～17:25:41、噴火直後の約 1 分）に対応する有村観測坑道のひずみ変

化から噴煙の総重量を 10,000 トンと見積もられ、上式に従って反射強度に応じた重量を空

間的に配分した。火山灰を含む噴煙の反射強度の閾値を 10dBz、20dBz、30dBz、40dBz の 4

種類に設定し、火山灰の噴煙を反映したものを図 63～図 65 に示した。これを火山灰粒子

の初期座標として PUFF モデルによるシミュレーションを行った。 
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図 62 2019 年 11 月 8 日 17：24 の桜島の爆発による噴煙の RHI スキャン画像。スキャンす

る方位角毎（95 度から 155 度）に示す。 

 

 

図 63 レーダーの反射強度分布から決定した PUFF モデルにおける火山灰粒子の初期座標

（水平位置）。反射強度の閾値を 10dBz（a）、20dBz（b）、30dBz（c）、40dBz（d）にした場

合。 
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図 64 レーダーの反射強度分布から決定した PUFF モデルにおける火山灰粒子の初期座標

（鉛直断面）。反射強度の閾値を 10dBz（a）、20dBz（b）とした東西断面、10dBz（c）、20dBz

（d）にした南北断面を示す。 

 

 

図 65 レーダーの反射強度分布から決定した PUFF モデルにおける火山灰粒子の初期座標

（鉛直断面）。反射強度の閾値を 30dBz（a）、40dBz（b）とした東西断面、30dBz（c）、40dBz

（d）にした南北断面を示す。 

 

 

 

b）地盤変動量と火山性地震・微動のエネルギーを用いた火山灰放出量推定の高精度化 
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火山灰放出量は地盤変動量と火山性地震・微動のエネルギーと相関があることが知られ

ており、火山灰放出重量（W）は、2-3Hz の周波数帯のスペクトル（A）と地盤変動を励起

する圧力源の体積変化（V）に対して以下の関係がある。 

eW A V  = +  +        (13) 

2009 年 2013 年までの昭和火口の噴火活動では、α=3.810-5、β=2.6、γ=-1.03105

と近似されている(Iguchi, 2016)15)。ここで、γは常時微動を考慮した補正項である。

昭和火口の噴火活動は 2015 年 6 月までは、頻繁に発生したが、7 月以降は噴火活動が

低下し、2016 年 7 月 27 日から 2017 年 3 月 24 日までは噴火が発生していない。2017

年 4 月以降、噴火は頻繁に発生したが、10 月 31 日の噴火からは南岳において噴火が頻

発するようになり、この火山活動は現在（2010 年 3 月）に至るまで続いている。そこ

で、噴火活動期の違いにおける火山灰放出量と地盤変動量－火山性地震・微動のエネル

ギーの関係を検討した。 

図 66 に 2009 年 1 月から 2019 年 12 月までの 11 年間の月ごとの火山灰放出量と地盤変

動量－火山性地震・微動のエネルギーから推定した火山灰放出量の関係を示す。月ごとの

火山灰放出量は、鹿児島県内 62 点における降灰量の実測値から推定されたものである

(Iguchi, 2016)15)。 
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図 66 2009 年 1 月から 2019 年 12 月までの 11 年間の月ごとの火山灰放出量と地盤変動量

－火山性地震・微動のエネルギーから推定した火山灰放出量の関係。 

 

係数については、α=3.810-5、β=2.6、γ=-0.5105 とした。噴火活動期に依存せず、

同じ経験式で火山灰放出量を推定できることがわかる。ただし、2015 年 4 月、6 月、7

月、9 月は経験式からずれが大きい。2015 年 1 月から 6 月までは昭和火口における噴
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火活動が活発で、4 月には昭和火口噴火活動期において最大となる 156 万トンの火山灰

が放出された。経験式からの見積もりが過小評価となっている。一方、2015 年 6 月の

火山灰放出量は 25 万トンと見積もられている。2015 年 6 月の鹿児島市における月間降

水量は 1300mm に達しており最大の月間降水量になっている。降灰観測点における火山

灰が部分的に降雨により流されて少なく評価された可能性もある。 

 

b) 圧力源の体積変化と噴煙高度との関係の検討 

上記の経験式(13)は、桜島の個々のブルカノ式噴火にも適用可能である。この場合、(13)

式の第 2 項の地盤変動による寄与が大きいので、火山灰放出重量は、地盤変動を励起する

圧力源の体積変化に対して以下のように近似できる。 

eW V=          (14) 

噴煙高度が推定できれば、火山灰拡散シミュレーションを行うことができるので、噴火に

伴うひずみ及び傾斜変化と噴煙高度の関係を 2009 年 2 月～2020 年 3 月に発生した噴火に

ついて検討した。このうち、噴煙高度が明らかになっており、鹿児島地方気象台が噴煙高

度を発表し（雲入りを除く）、5 ナノストレイン以上のひずみ変化が有村観測坑道において

検知され、かつひずみ変化の継続時間が 5 分以上続いた噴火は 4225 回発生している。南岳

火口方向とそれに直交する方向のひずみ変化から微小球状圧力源を仮定して、圧力源の深

さと体積変化量を求め、ひずみ変化の継続時間で体積変化量を割ったものを噴出率とした。

噴煙高度と噴出率の関係を図 67 に示す。 
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図 67 噴煙高度と噴出率の関係。2009 年 2 月～2017 年 10 月までの噴火を黄丸、2017 年

11 月から 2020 年 3 月までの噴火を赤丸で示した。概ね黄丸が昭和火口における噴火、赤

丸が南岳の噴火を表す。 

2012 年 7 月 24 日に南岳において発生した爆発の噴出率が最大であり、78m3/s に達してい

る。この噴火について気象庁は噴煙高度を発表していないが、YouTube にアップロードさ

れた桜島遠方からの画像により噴煙高度は 8000m とされている（井口・他、2014）16)。噴
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煙高度が 5000m に達した 2013 年 8 月 18 日および 2016 年 7 月 26 日の噴火の噴出率は大き

い。噴出率は 10m3/s 以下のものが圧倒的に多いが、噴煙高度との間に相関が認められる。

噴煙高度（H）には噴出率（V ）に依存する上限が認められ、上限の直線を以下のように

決定されている。 

4/12700VH =         (15) 

2019 年 4 月から 2020 年 3 月までの南岳の噴火の中では、11 月 8 日の噴火において噴煙高

度は 5500m に達しており、噴出率は 13m3/s と見積もられた。これらの値は、ほぼ、（15）

式の直線状にあり、噴煙高度は(15)式を超えることがないことが確認できた。したがって、

期待される噴煙高度の最大値として(6)式から得られる噴煙高度を用いて火山灰拡散シミ

ュレーションを行うことが可能である。本プロジェクトにおいて使用する PUFF モデルにお

いては、以下の経験式を用いて噴出率から噴煙高度（z2）を決定し、PUFF モデルにより火

山灰の移流・拡散をシミュレーションしている(Tanaka and Iguchi, 2019)24)。 
1/4

2 1 ez z bW= +         (16) 

なお、z1 は火口の標高であり、b は経験的に 400 が与えられている。 

 

c) 噴出率評価の高精度化 

 図 67 に示した噴出率は、有村観測坑道の火口方向および直交方向のひずみ変化の比から

圧力源（茂木モデル）の深さを決めたのち、圧力源の体積変化量を求め、さらにひずみ変

化時間で割ったものである。ひずみ記録は強く潮汐の影響を受けるので、経験的に決めら

れた潮汐定数をもとに潮汐変化を計算する BAYTAP-G(Tamura et al., 1991)17)に海洋潮汐

の効果を考慮したハイブリッド潮汐補正法により、潮汐補正を行っている。そのため、補

正後データの間隔は 1 分である。一方、多くのひずみ変化は 1 分程度でその変化は終わっ

ている（例えば、図 68）。したがって、高精度に噴出率を求めるためには 1 分サンプリン

グデータでは、時間分解能が不足している。 
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図 68 1 秒サンプリングによるひずみ変化（有村観測坑道）。2019 年 11 月 5 日 13：44 の

爆発に伴うひずみ変化。ハイブリッド潮汐補正済みのデータを示す。 

 1 秒間隔でサンプリングされたひずみ変化を詳細に見てみると、図 68 に示すように、噴

火発生直後のひずみ変化は、直線的にひずみ変化が進行する部分（図 68 の区間 B）と指数

関数的に変化が減少する部分（区間 C）に分けられる。指数関数的に変化が小さくなる部

分は粘弾性効果によるものと推測できるが、噴火開始直後の直線的な変化は噴出率に関係
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すると考えられる。そこで等速でひずみが進行する区間 B におけるひずみ速度から圧力源

の体積変化速度を求め、それを噴出率とした。 

図 69 に噴煙高度と噴出率の関係を示す。ここでは、気象条件が大きく変わっていない、2019

年 11 月 5 日～8 日に発生した噴火について示す。噴出率が大きいほど、噴煙高度が高くな

る傾向が認められる。図 67 に示した分値データに基づく噴出率の評価と最も異なる点は、

噴出率が 1 桁ほど大きく見積もられることである。噴出量との噴煙高度の関係を図 70 に示

す。噴出量が大きいほど、噴煙高度が高くなる傾向が認められる。 
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図 69 噴煙高度と噴出率の関係。2019 年 11 月 5 日～8 日に発生した噴火について示す。 
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図 70 噴煙高度と噴出量の関係。 



 

96 

 

d）地震及び地盤変動観測の高精度化 

(13)式は有村観測坑道のひずみ変化から決定した式であるが、今後、それ以外の観測点

の地震及び地盤変動データを用いて、火山灰放出重量の見積もりを高精度化させるための

検討を行う必要がある。 

平成 31年度は桜島北東部の新島において埋設型地震計・傾斜計の改修を行った（図 71）。 

改修のための旧機器の引き上げ作業は 2019 年 10 月 30 日から開始し 11 月 4 日に完了し

た。11 月 5 日～9 日にかけて孔内の洗浄を行った。11 月 10 日にダミー通し試験を行った

が深度 200m 付近からダミーを垂直に下ろすことができなかった。そこで、深度 200m 付近

に固定具を使って埋設型地震計・傾斜計を固定することとした。再設置作業は 2020 年 1

月 13 日～17 日に行い、深度 200.88m において機器を固定した（図 72）。固定具は Peek 管

に圧力をかけることでケーシング壁面と機器を固定するものであるが、Peek 管の圧力抜け

があるため傾斜計の記録はいまだ不安定な動きが多い。Peek 管の圧力を維持する再調整を

行う必要がある。なお、設置時に傾斜計の機器としての性能は正常であることが確認され

ている。 

 

 

図 71 新島観測井の位置図。 
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図 72 固定具を使った埋設型地震計・傾斜計の再設置作業状況。 

 

 埋設型地震計の記録の例を示す。図 73 に 2020 年 2 月 1 日に発生した桜島南岳の爆発的

噴火に伴う爆発地震の波形を示す。左が今回設置した新島観測井の地震計記録で、右が平

成 30 年度に設置した黒神観測井の記録である。新島観測井は黒神観測井と比較すると南岳

火口からの距離が 2 倍以上あるため初動付近は不明瞭であるが、爆発過程の重要な情報を

含む主要動については記録がなされている（黒神観測井の 10 秒前後および新島観測井の

15 秒前後）。図 74 に新島、黒神（平成 30 年度機器改修）、有村（平成 29 年度機器改修）

観測井における 2 月 1 日に発生した爆発地震の上下動成分のスペクトルを示す。3 観測井

ともに爆発地震の特徴である 0.5～3Hz 付近の低周波にピークを持つ。前述のとおり新島観

測井は南岳火口から距離があるためスペクトル全体で振幅が小さいが、黒神、有村観測井

と同様な周波数の記録がなされている。図 75 に錦江湾若尊近傍で 2020 年 1 月 29 日に発生

した火山構造性地震の波形記録を示す。M1.5 の微小地震であるが新島観測井では P 波、S

波が明瞭に記録されている。今回の新島観測井の地震計更新作業により姶良カルデラのマ

グマ溜まり周辺における詳細な地震活動の把握、姶良カルデラから桜島へのマグマ供給に

関する研究が進展すると考えられる。 
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図 73 桜島南岳の爆発的噴火に伴う爆発地震の波形。 

 

 

図 74 新島（SHN）、黒神（KUR）、有村（ARI）における爆発地震（図 73 のイベント）のス

ペクトル。 

 



 

99 

 

 

図 75 鹿児島湾北部海域の若尊火山近傍において発生した火山構造性地震の波形。 
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d）噴煙シミュレーションによる噴煙高度の検討 

噴煙ダイナミクスが火山灰拡散に与える影響を調べるため、グループ C3 と連携し、ブ

ルカノ式噴火を対象とした噴煙シミュレーションを実施し、引き続き計算例を蓄積した。

プリニー式噴火では噴出率が噴煙高度を決定する主なパラメータであるが、シミュレーシ

ョンの結果、ブルカノ式噴火では同じ噴出率でも噴火継続時間が異なると噴煙高度が異な

る様子を捉えることができた（図 76）。また、噴出率・噴出速度・火口半径を変えたパラ

メータスタディを行ったところ、無次元噴煙高度が無次元噴火継続時間で決まるという予

備的な結果を得た(図 77)。無次元継続時間が 0.1 より短い場合にはブルカノ式噴火、1 よ

り長い場合はプリニー式噴火の噴煙高度で説明でき、0.1〜1 では遷移状態を示した。 

 

 

図 76 ブルカノ式火山噴煙の３次元数値シミュレーション結果。噴出率を 1.25×105 kg/s

を共通の値とし、噴火継続時間を 0.8, 8, 80 秒と変化させた場合の、噴火開始から 10 分

後の噴煙断面。 

 

 

図 77 ブルカノ式火山噴煙のパラメータスタディ結果。無次元化した噴煙継続時間と噴煙

高度の関係。 
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4） 火山灰拡散予測の高精度化技術開発 

a）風速ベクトルのその場観測 

a1）調査期間・地点 

調査は図 78 に示す、桜島地獄河原 (Site A および Site B)、有村局舎 (Site C)で実施し

た。調査期間は以下の通りである。 

① 2019 年 10 月 30 日～31 日 

② 2020 年 2 月 26 日～27 日 

 

図 78 調査地点(Site A～Site C: ドローンによる観測地点 ARI, ART, NAB: 地上降灰計

観測地点)。 

 

a2）ドローンとドップラーライダーによる上空の風速ベクトルの並行観測 

a2.1）調査方法 

a2.1.1）ドローンによる計測 

ドローンは、6 ローターのマルチコプター (SPIDER-CS6; ルーチェサーチ株式会社) を

使用。機体中心に 40 cm のポールを立て、先端に 2 次元超音波風向風速計  (FT702; 

FT-Technologies) を搭載した。データは 1 Hz でデータロガーに収録し、フライト終了後

に回収した。 

フライト方法は、指定高度*1 で 1 分間ホバリング、または指定速度*2 で上昇・下降しな

がら計測の 2 通りで行った。 

*1 指定高度(地上高) 100m, 200m, 300m, 400m, 500m 

*2 指定速度 3m/s, 2m/s, 1m/s 

a2.1.2）ドップラーライダーによる計測 
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ドップラーライダーは三菱電機製 DIABREZZA_W (図 79) を使用した。ドローンの離着陸地

点から約 30m 離れた位置に設置し、3 秒毎にデータを取得した。 

 

図 79 ドップラーライダー外観(三菱電機㈱)HP より) 

 

a2.2）調査結果 

a2.2.1）調査概要 

調査は 2019 年 10 月 30 日に桜島地獄河原 (Site A) で実施した。本調査にかかるドローン

のフライト概要は表 8 のとおりである。 

 

表 8 フライト概要 

Run 観測日時 離陸時刻 着陸時刻 指定高度 備考 

17 2019/10/30 14:00:20 14:07:32 500m(14:03:23-14:07:32) 3m/s で 500m まで往復 

18 2019/10/30 14:10:10 14:20:04 500m(14:14:34-14:20:04) 2m/s で 500m まで往復 

19 2019/10/30 14:24:15 14:41:45 500m(14:32:34-14:33:34) 1m/s で 500m まで往復 

20 2019/10/30 14:44:00 14:55:00 500m(14:46:33-14:47:33) 

400m(14:48:17-14:49:17) 

300m(14:50:01-14:51:01) 

200m(14:51:38-14:52:38) 

100m(14:53:15-14:54:15) 

指定高度で 1 分間ホバ

リング 

 

a2.2.2）風速ベクトルのホバリング計測 

図 80 に、ドローンにより指定高度でホバリングして取得した風向風速データとドップ

ラーライダーによる測定結果を比較した。各高度のデータは、ドローンについては 1 分間、

ライダーについては、フライト時間中の平均値および標準偏差 (エラーバー) を表してい

る。なお、ドローンによる風速値にはプロペラ旋回風の影響により、+0.5 m/s のバイアス

が生じることが判明しているため、この補正を行っている。 

この結果より、海抜 520 m のドローンによる風速がやや大きいことを除くと、風向風速

の計測結果はライダーの結果とよく一致していることがわかる。 
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図 80 ドローン(ホバリング)とライダーによる風観測結果の比較 (左図: 風向 右図: 

風速) 

 

a2.2.3）風速ベクトルの移動観測 

ドローンにより指定速度で上昇・下降しながら計測した風向風速をドップラーライダー

の観測結果と比較した (図 81)。ライダーについては、フライト時間中の平均値および標

準偏差、ドローンの測定値については 1 秒毎のデータをプロットしたものである。なお、

図中の(↑)のプロットはドローンが上昇中、(↓)のプロットは下降中に計測したデータで

あることを示す 

 図 81 より、移動速度が 1 m/s の場合 (Run 19) では風向風速ともにライダーの観測値と

よく一致していることがわかる。移動速度が 3 m/s の場合 (Run 17) は、風向については

ライダーと良く一致しているが、風速については、上昇時と下降時に差が見られ、特に下

降時に測定された風速が過大となる傾向が見られた。移動速度が 2 m/s の場合 (Run 18) は、

海抜 400 m より上層で、風向・風速ともライダーとの乖離が顕著であった。ただし、この

Run では 400 m 以上の風が弱く、ライダーの風向も大きくバラついている点に留意する必

要がある。 

 

a3）ドローンによる上空の火山灰観測 

a3.1）調査方法 

マルチコプター (SPIDER-CS6; ルーチェサーチ株式会社) に PM センサー(ヤグチ電子工

業株式会社) を搭載し、地上から上空 1000 m までの PM 濃度を 1 Hz で計測した。Site B

では指定高度でホバリングしながらデータを取得 (2019 年 10 月 31 日および 2020 年 2 月

26 日)、Site C ではホバリング計測に加え、一定速度で上昇・下降しながら時系列データ

を計測した (2020 年 2 月 27 日)。 
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上昇(下降)速度 3 m/s 上昇(下降)速度 2 m/s 上昇(下降)速度 1 m/s 

   

   

図 81 ドローン(移動計測)とライダーによる風観測結果の比較(上図: 風向、下図: 風速) 

 

a3.2) 観測結果 

a3.2.1）鉛直プロファイル 

 図 82 に、Site B で観測した PM 濃度 (PM10) と微小粒子の割合 (PM2.5/PM10 比) の鉛直プ

ロファイルを整理した。ここでは、指定高度への往復過程で計測されたデータも含まれて

いる。なお、離陸後 30 秒間および着陸前 10 秒間のデータは地表の巻き上げ粉じんの影響

を受けている可能性があるため除外した。 

 図 82 より、2019 年 10 月 31 日の観測事例では高度 800 m～1000 m で PM 濃度が高い層が

見られた。微小粒子の割合 (PM2.5/PM10 比) に着目すると、上下の層よりも微小粒子割合が

やや低いことから、この高濃度帯は粗大粒子である火山灰を捉えているものと推測される。 

2019 年 10 月 31 日 (Site B) 
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2020 年 2 月 26 日 (Site B) 

  

図 82 ドローンによる上空の PM10 濃度(左図)と微小粒子割合(右図)の観測結果(Site B)。 

 

一方で 2020 年 2 月 26 日の事例では以下の特徴が見られることから、計測された PM は

火山灰ではなく、大気汚染物質としての PM(≒PM2.5)であったと考えられる。 

・各 Run において、鉛直方向の PM10 濃度勾配は小さく全層でほぼ一様の濃度になっている。  

・Run 間の PM10 濃度の差が小さく、20～60 µg/m3 の範囲に収まっている。 

・PM2.5/PM10 比が 0.9 を超えており、微小粒子がほとんどである。 
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a3.3）時系列濃度変化 

 2020 年 2 月 27 日に実施した観測では観測中に比較的な大規模な噴火が発生し、風下地

点に該当する Site C 周辺では上空を噴煙プルームが通過し降灰が確認された (図 83) 

 

図 83 降灰計による地上の粒子個数濃度観測データ。Run 番号は Site C で実施したドロ

ーン観測のフライト時間帯を表す。 

 

 図 83 より、降灰量は数分程度の短い時間で大きく変動していることから、ここでは Site 

C で実施した Run 11, Run 12, Run 15 で観測された PM 濃度を時系列データとして整理し

た (図 84) 。Run 11 は地上高度 700 m, 500 m、Run 12 は地上高度 900 m, 800 m、Run 15

は 1.5 m/s で上昇・下降しながら観測を行った。なお目視によると、地上高度 1000m のフ

ライトでも噴煙そのものはドローンより上空にあった。 

図 84 より各 Run ともにいくつかの高度で PM の高濃度ピークが見られるが、いずれも継

続時間は短く半減期は数分程度であった。このことからも、噴煙ブルーム直下の PM 濃度は

時間変動が非常に大きいことがわかる。また、PM 高濃度ピーク時は PM2.5 の変動は小さく、

PM10 の上昇が顕著であることとから、計測されている粒子は火山灰由来であるものと判断

される。 
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図 84 ドローンによる上空の PM 濃度時系列観測結果 (2020 年 02 月 27 日 Site C)。 
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b）桜島火山周辺域の高分解能気象シミュレーション 

メソ気象モデル Weather Research and Forecasting (WRF)モデルを用いて、桜島火山お

よび周辺の複雑地形を高解像度で表現することで、地形の微細構造に起因した火山近傍の

詳細な風速場を数値シミュレーションにより再現する。また、火山灰拡散モデルを用いて、

気象モデル WRF のシミュレーションで得られた風速場を入力条件とし、桜島噴火特性のパ

ラメータを設定し、火山灰拡散の再現・予測シミュレーションを行う。 

2018 年度において、水平格子幅 70 m での高分解能シミュレーションにより、降灰の再

現性について検討し、解像度依存性を明らかにした。また、この高分解能シミュレーショ

ンの結果を受け、火山灰拡散および降灰の予測実験を行い、定量的な予測に要する解像度

について調査した。2019 年度においては、複雑地形周りの風速場の再現性によって降灰量

の再現性がどのように影響を受けるのかを調べる。特に、降灰の再現・予測シミュレーシ

ョンを定量的に表現するため、適切な噴煙モデル変数の条件設定について調べた。 

 

b1）数値モデルの設定 

本研究では、気象場の再現には領域気象モデル WRF Version 4 (Skamarock et al. 2019)18)

を用いる。WRF モデルの計算領域の設定を 86 に示す。一番外側の領域を Domain 1 とし、

内側に Domain 2, Domain 3, Domain 4 をネストさせて領域設定した。Domain 1 と 2 の水

平格子幅は、それぞれ 3150 m および 1050 m とし、これらの計算領域での乱流混合のパラ

メタリゼーションには境界層スキームを用いた。さらに内側の Domain 3 と 4 では、格子幅

を 150 m および 50 m とし、乱流混合には LES モデルで用いる乱流スキームを用いた。また、

鉛直方向には、格子間隔を下層ほど細かくし、上層ほど粗くするような伸縮型の鉛直レベ

ルを設定した。WRF による領域シミュレーションで必要とされる気象場の初期条件・境界

条件は、ヨーロッパ中期気象予報センター（ECMWF）の解析値 ERA5 を用いた。 

火山灰の拡散・沈着のシミュレーションには、火山灰輸送・沈着モデル FALL3D (Folch et 

al. 2009)19) を用いた。また、噴煙プリュームのモデルには 1 次元定常モデルの FPLUME 

(Folch et al., 201620); Macedonio et al., 201621)) を用いた。FALL3D および FPLUME の

設定は、Poulidis et al. (2019a22); 2019b23)) と同様とした。 

解析対象としたのは、2017 年 6 月 6 日の桜島噴火の事例とした（図 86）。この噴火は、

6 月 6 日 7:56（日本時間、以下時刻は同様）に昭和火口から発生した。 
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図 85 (a) WRF モデルの計算領域、および (b) モデルの鉛直レベル毎の鉛直格子

間隔 

 

 

図 86 解析対象とした 2017 年 6 月 6 日の桜島噴火の気象状況（(a) 天気図、(b) 風

速・風向の鉛直分布）および噴煙プリューム（(c) 噴火 1 分後、(d) 噴火 10 分後） 

 

 

 

b2）結果 

まず、WRF モデルでシミュレートされた気象場を示す。図 87 は、噴火開始時刻 6 月 6 日
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7:56 を含む 6～9 時の 3 時間で時間平均した風速場および乱流場を示す。この日の総観規

模の気象状況は、南海上に梅雨前線が停滞しており、日本列島は高気圧に覆われていた。

大気下層 2 km では南東風、2 km より上空では西風が卓越する状況であった。図より、南

東風が桜島火山に接近すると、火山を迂回したり乗り越えたりする気流や、乗り越えた気

流が火山下流側で鉛直方向上下に変動する状況が再現されていることがわかる。また、山

を迂回したり上下方向に変動したりする状況において、気流の乱れが大きいこともわかる。

こういった複雑な風速場や乱流場は、火山灰の拡散に大きな影響を及ぼすため、いかにし

て精緻に表現できるかが鍵となる。 

 

 

図 87 シミュレーションおよび観測で得られた気象場（2017 年 6 月 6 日 6～9 時の

3 時間の平均場）。1 列目：ハルタ山ライダー観測サイトの位置に沿った東西鉛直断

面図。(a) WRF 鉛直速度（カラー陰影）・WRF 温位（等値線）・風（ベクトル：WRF；

黒実線：ライダー）、(b) WRF による乱流強度。2 列目：最下層での水平断面図。(c) 

WRF 鉛直速度（カラー陰影）・WRF 流線（緑実線）・観測風（地上観測）（ベクトル）、

(d) WRF 乱流強度。3 列目：海抜高度 600 m での水平断面図。(e) (c) と同様、た

だし観測風はライダーおよび高層気象観測による、(f) (d) と同様、ただし色付き

丸印はライダー観測による。 

 

次に、WRF による風速場データを入力条件として FALL3D/FPLUME により火山灰拡散シミ

ュレーションをした結果を示す。図 88 は、パラメータ設定の違いによるプリューム特性の

違い、および異なる解像度でシミュレートされた降灰量を示す。まず、パラメータの調整

により、最適なプリューム特性を検討し、拡散モデルに入力した。その後、異なる解像度

の WRF モデル/FALL3D モデルにより拡散シミュレーションを実行し、その結果を図示して
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いる。WRF が 1050 m・FALL3D が 600 m 解像度の場合、降灰量はなめらかに分布しており、

詳細な濃淡は認められない。また、観測と比べると、火山周辺のコントラストは再現され

ていないことが分かる。WRF・FALL3D の解像度を上げていき、最も高解像度の組み合わせ

である WRF が 50 m・FALL3D が 50 m の場合になると、降灰量のコントラストが明瞭になり、

火口周辺での分布の細かさも明瞭となっていることが分かる。降灰観測と比べても、場所

によるコントラストが良く再現されていることが分かる。 

 

 

図 88 異なる噴出率を仮定した場合のプリューム特性：(a) 鉛直断面、(d) 水平

分布。(a) のベクトルは、鹿児島高層気象観測による風速。(d) のカラーの印は、

観測による積算降灰量（カラースケールは右下の凡例）。異なるモデル解像度によ

りシミュレートされた降灰量：(b) WRF 解像度 3150 m、FALL3D 解像度 600 m、(c) WRF

解像度 1050 m、FALL3D 解像度 600 m、(e) WRF 解像度 150 m、FALL3D 解像度 150 m、

(f) WRF 解像度 50 m、FALL3D 解像度 50 m。 

 

最も高い解像度の組み合わせ（WRF 50 m・FALL3D 50 m）で得られた火山灰拡散シミュ

レーションの結果を示す。図 89 は、噴火開始後 5 分から 60 分までの降灰量の経過を示す。

大気下層 2 km での南東風、2 km より上空での西風に影響を受け、火山灰が高度別に異な

る気流で移流されることにより、降灰量が時間毎に異なるパターンを示すことが分かる。

このように時間毎に大きく降灰パターンが変化するのは、図 87 で示したような火山周りの

複雑な風速場・乱流場の影響を強く受けることで、火口から複雑なパターンで降灰が生じ

るためである。 
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図 89 WRF 50 m・FALL3D 50 m の解像度の場合に得られた降灰量の時間推移。初期

時刻からの経過時刻を各パネルの右上に表示。 

 

最後に、降灰の時間推移を観測地点別に観測値と計算値を比較した結果を図 90 に示す。

ハルタ山、高免、二股の 3 地点でのディスドロメータによる観測時系列により、モデル計

算値を比較した。WRF 3150 m・FALL3D 600 m の低解像度の場合には、観測値に比べると、

モデル計算では立ち上がりが早く、時間による降灰量の変動も小さい。解像度が上がるに

つて、立ち上がり時刻が遅くなり、時間的な変動幅も大きくなる。最も解像度が高い WRF 50 

m・FALL3D 50 m の場合には、立ち上がり時刻は時間変動幅が、ハルタ山・高免において大

きく改善されていることが分かる。ただし、二股地点での再現性は、解像度を上げること

による向上は認められない。地点による局所的な風況や乱流特性が微妙に異なることが影

響しているものと考えられる。 

 



 

113 

 

 

図 90 ハルタ山（青）、高免（黄）、二股（赤）における降灰量の時系列。太い実

線はディスドロメータによる観測値、細い実線は計算値を示す。計算値は、異なる

解像度の結果をパネル毎に示す。 

 

b3）まとめ 

本研究では、水平格子幅 50 m という高解像度での気象モデル・火山灰拡散モデルによ

るシミュレーションを実行し、低解像度の計算結果と比較することにより、高解像度シミ

ュレーションの価値を明らかにした。その結果、高解像度シミュレーションにより、空間

的にコントラストを持った降灰分布、地形や気流の微細構造に対応した拡散形態、時間的

な降灰変化などが、より精緻に表現されることが分かった。ただし、定量的にどの程度改

善できるかどうかについては、残された課題である。2018 年度に実施した予測実験の結果

も含めて考慮すると、観測データを逐次同化しながら、高解像度モデルにより、定量的な

表現の改善を図ることが大事である。この問題意識のもと、データ同化による予測実験を

検討中である。 
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c)噴石の風力特性  

平成 31 年度には、落下した噴石が衝突した際の衝撃により太陽光パネルに生じる被害

状況を明らかにするため、防災研究所所有の衝撃試験装置を使って衝撃実験を行った。実

験は実物の太陽光パネルに噴石を衝突させ、噴石の種類・質量・速度などの変化により、

破壊性状がどのように変化するかを明らかにした。次に、ドローンを用いてセンサーを組

み込んだ噴石模型を自然風中で持ち上げて落下実験を行い、噴石の落下性状を明らかにし

て空力特性を求めた。また、非定常な乱流場を計算することのできるラージエディシミュ

レーションを用いた数値解析により火山周囲の変動風速場の再現を行った。 

 

c1)噴石の衝撃実験（太陽光パネルの噴石に対する耐衝撃性能試験） 

昨年度行った屋根に対する噴石の衝撃試験に引き続き、本年度は太陽光パネルに対する

衝撃試験を行った。太陽光パネルは住宅の屋根や地面上に設置されており、噴火に際して

は噴石の直撃を受けて被害が発生しやすい設備である。衝撃試験には桜島で採取された噴

石（図 91）を用い、衝撃試験装置（図 92）を用いて太陽光パネル（図 92,93）に衝突させ

た。太陽光パネルは、設置位置の緯度により設置角度が異なるが、今回の実験では衝撃力

が最も大きくなると考えられるパネル面に対して噴石が垂直に当たるように、衝撃試験装

置の前方に垂直に太陽光パネルを設置した（図 92）。試験に用いる噴石は桜島の黒髪地獄

河原付近で採取した直径約 5 ㎜～10 ㎜程度のものを用いている。採取された噴石は、黒色

で硬く密度も大きな「溶岩片」と、主に気泡があり、柔らかくて密度の小さい褐色の「軽

石」の 2 種類に大別できるので、この 2 種類の噴石を用いて質量と衝突速度を変化させて

太陽光パネルの破壊の様子を明らかにした。衝撃試験に際して溶岩片は、衝突速度が小さ

い場合は太陽光パネルへの衝突によっても砕けることはなく、砕けなかった場合には、同

じ噴石を用い、衝突速度を上げていって異なる速度で試験を行った。ただし、形状は不整

形なため、同じ噴石を用いても衝突姿勢は異なる結果となった。一方、軽石は今回行った

衝突条件の範囲で、全ての場合で衝突の際に砕けたため、毎回異なる噴石を衝突させて試

験を行った。太陽光パネルの表面は強化ガラスで覆われており、1 か所でも割れると全面

にひびが入るため（図 94）、その時点で異なる健全なパネルに取り換えて衝突試験を行っ

た。また、ひびが入らない限り衝突位置を変え、前回衝突した位置から約 15 ㎝（1 セル）

程度離れた異なる位置に衝突させて試験を行った（図 93 参照）。 

 

c2）試験結果 

軽石を衝突させた場合には、今回試験では質量 3～19g、体積 3～25cm3、速度 13～54m/s

の範囲で行ったが、運動エネルギー、運動量ともに最大の値を持つ場合（質量 18g、体積

23cm3、速度 38m/s）あるいは、最大の速度を持つ場合（質量 8g、体積：6cm3、速度 54m/s）

でも、太陽光パネルは表面を覆うカバーガラスの表面に小さな傷がつくものの、割れなか

った。溶岩片を衝突させた場合には、今回試験では質量 10～22g、体積 4～9cm3、速度 8～

33m/s の範囲で行ったが割れる場合があった。その際、運動エネルギー、運動量ともに最

小の値を持つ場合、質量 10g、体積 4cm3、速度 13m/s でカバーガラスが割れた。 
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 a. 軽石 b. 溶岩片 

図 91 衝撃試験に用いた噴石 

 

 

図 92 衝撃試験装置を用いた衝撃実験の様子 

 

 

図 93 衝突試験に用いた太陽光パネル。噴石を衝突させてもカバーガラスが割れなかった

場合、位置を変えて（白丸で示している中央部に衝突させた）衝突試験を行った。 

衝撃試験装

置 

太陽光パネ

ル 
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  a. ひびの入り方               b. 衝突位置付近の拡大図 

図 94 噴石の衝撃後の状況（カバーガラスが割れた状態）。衝突位置では放射状のひびと、

少し離れた位置に円周状のひびが見られる。その他、パネル全面に細かなひびが入る。 

 

C3）噴石の落下性状の直接測定と風速場の再現計算 

噴石の落下性状を調べるために、加速度センサーと角速度センサー、気圧計を組み込ん

だ発泡ウレタン製の噴石模型を作成し（図 95,96）、ドローンに吊り下げて約 150m 上空ま

で持ち上げ（図 97）、落下実験を行った。マイクロコンピューターを使って模型の落下時

の加速度と角速度、気圧の変化を SD カードに記録し（図 98）、模型の地面への落下後に回

収して解析した。落下の様子は周囲に配置した 4 台のビデオカメラを使って撮影し、画像

解析ソフトにより落下時の動きを 3 次元的に求めた（図 99）。当日の天気は快晴で風が弱

く実験地点が桜島の風下側になる風向で、ドップラーライダーの観測結果によると付近で

は風速数 m/s の風が吹いていた。噴石の運動を解析するためには、噴石が落下する際の周

囲の風速場の情報が必要となるが、ドップラーライダーによる観測は鉛直上方、線上にし

か観測データが得られない。そこで、落下運動の予測にも用いることができるように、非

定常な乱流場を計算することのできるラージエディシミュレーションを用いた数値解析に

より桜島周辺の変動風速場の再現計算（図 100）も行った。 

 

図 95 落下実験に用いた噴石模型。 
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図 96 噴石模型に組み込まれたセンサー類。 

 

 

図 97 ドローンによる模型のつり上げ。 

 

 

図 98 センサーの記録。 
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落下の軌跡        軌跡から求めた値 

図 99 ビデオ画像の解析結果（重心の運動）。 

 

 

図 100 数値シミュレーションにより再現された桜島周辺の変動風速場（西風の場合、瞬

間値） 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 
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桜島など多くの火山において観測することにより、X バンド MP レーダーによる噴煙観測

が信頼できる観測手法として実用的であることが示された。とくに、冠雲により噴煙が目

視できない状態においては極めて有効であり、人工衛星による観測よりもはるかに即時性

に優れる。また、地上降灰量とレーダー反射強度を比較することにより両者をつなぐ経験

式を提示できた。これは、気象観測におけるレーダー雨量の評価に相当する技術であり、

今後、事例を積み重ねることにより、火山観測におけるレーダー降灰量の評価技術として

実用化が期待できる。 

ライダー、レーダー、GNSS の異なる波長を用いたリモートセンシング観測を統合した観

測システムにより、様々な火山灰濃度を想定した火山灰観測が可能となった。先に述べた

ように、レーダー観測は桜島でよく発生する規模の噴火において実用的である。また、ラ

イダーはきわめて希薄な火山灰に対しても有効であることが示された。これまでのところ

X バンドのレーダー波が噴煙を透過できないような大規模な噴火は発生していないが、大

規模噴火の発生時には X バンドより長い波長（L バンド）を用いた GNSS が有効となろう。 

本課題で提案する火山灰拡散予測システムは、これまでの火山観測において長い間培わ

れてきた地震観測及び地盤変動観測データをもとに噴出率、さらに噴煙高度を推定し、火

山灰拡散シミュレーションを行うことに最大の特徴があり、世界でも唯一のシステムであ

る。噴煙高度の観測をベースにする予測手法に比べ、地震観測及び地盤変動観測データを

もとに噴出率と噴煙高度を推定するメリットは、1)処理を高速化できること、2)観測量が

必ず得られること、3) 噴煙高度と噴出率の関係が Morton の提示した噴出率の 1/4 乗則に

従うとすれば、噴煙高度から噴出率を推定する場合に比べ、誤差を圧倒的に小さく抑えら

れることである。 

WRF シミュレーションにより、風速ベクトルなどの既存気象モデルを空間的に高精細化

し、火山灰拡散シミュレーションを行った。山頂を超えた風下側の鉛直運動や鉛直シアー

を高分解能の風速ベクトル場で表現することにより、火山灰の降下域と降灰量を高精度で

予測することに成功している。さらに、ハザード予測から被害予測までに研究を拡大でき

た。火山灰の降下では、建物や設備の破壊のような直接的な被害は想定しにくいが、レキ

の場合は破壊による被害が定量化できた。この実験結果はサブテーマ 3 に共有してある。 

 

本研究プロジェクトにおいては、5 年目から 7 年目の第 2 期において、火山灰拡散予測

のためのオンラインシステムを開発し、風速ベクトルと降灰量についてデータ同化を行い

ながら火山灰拡散シミュレーションを行う。短時間で終息するブルカノ式噴火では、平均

的な噴出率をもとにそれに関連するリモートセンシングのデータを考慮して、火山灰拡散

シミュレーションを行えばよいが、長時間継続する噴火では、噴出率が変化し、噴出率の

時間関数の評価が重要となる。噴出率の変化により、レーダー等の観測データや地上降灰

量に時間変化が現れる。長時間になれば、風の場も変化していくことになる。オンライン

システムに取り込む主たるデータは、火山灰の噴出率及び噴煙高度を推定するための地震

動及び地盤変動データと、風データの同化のために新規に導入する上空の風観測のための

ドップラーライダーおよび降灰量データの同化のためのディスドロメータから出力される

データである。高分解能の風速ベクトル場を得るためのシミュレーションには一定の時間

を要するのは避けられない。よって、高空間分解能風速ベクトル場は、過去の多数の風速
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場に基づいて WRF によりそれぞれの高分解能風速場を計算して、プレアナリシス・データ

ベースを作成した上で、ドップラーライダーによる上空風向・風速観測値や地上風向・風

速観測値あるいは気象庁 GPV から予測される風速場にもとづいて最適な高分解能風速場を

プレアナリシス・データベースから抽出し、データ同化も活用しながら、高分解能での風

速予測場を得る。さらに、連続噴火に伴う地盤変動速度や火山性微動振幅を地上降灰量の

時間変化と比較して、噴出率を決定するパラメータの調整を行うことにより降灰量のデー

タ同化を行う。プレアナリシス・データベースの量によるが、抽出においては AI の活用を

検討する。 
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(3) 令和 2 年度業務計画案 

①プロジェクトの総合推進 

本委託業務に関連する、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトにおける次世代火

山研究推進事業の「課題 C サブテーマ 3 シミュレーションによる噴火ハザード予測手法

の開発」およびサブテーマ 3 と連携を図りつつ、研究集会を開催する。 

 

②リモートセンシングによる火山灰放出量の即時把握技術開発 

霧島、桜島、薩摩硫黄島（レーダー設置は三島村竹島）、口永良部島、諏訪之瀬島にお

いてレーダー観測を継続し，必要なメンテナンス作業も併せて行う。前年度までに桜島を

取り巻くように設置したディスドロメータによる降灰観測を継続することにより、降灰量

と粒径分布の距離依存性を明らかにする。また、噴火頻発期や規模の大きい噴火が発生し

たときには火山灰採取のキャンペーン観測も実施する。その上で、X バンド MP レーダーに

より観測される噴煙の反射強度と地上降灰量、また、ディスドロメータの出力値と地上降

灰量の関係について、さらに多くの噴火事例を得ることにより、その経験的関係式の精度

を上げる。 

これまでに設置した GNSS によって得られる LC 搬送波位相残差及び SN 比と比較的規模

の大きい噴火による地上降灰量との関係を調べ、関係式を提示する。 

桜島島内に設置した 2 台のライダーによる火山灰観測を継続する。ライダーで観測可能

な火山灰消散係数の上限を決定した上で火山灰消散係数について気候学的解析を行い、大

気環境常時監視局データとの照合を行う。火山灰の輸送拡散数値モデルを検証するための

データセットを作成する。 

なお、研究期間中に国内の火山で、噴火の予兆が把握された場合もしくは噴火が発生し

た場合において、次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトのプロジェクト・リーダー

が当該火山を対象とした緊急観測の実施を決定した際は、ここで実施する現地観測につい

て、その一部もしくはその全てに代えて緊急観測を実施することを可能とする。 

③火山灰拡散予測の高速度化技術開発 

桜島南西部にある沖小島観測室の既設観測井に設置されている地震計及び傾斜計につ

いて、本研究への活用のために引き上げ及び改修作業を行う。このことにより、桜島南西

部方面の地盤変動及び火山性微動振幅から求められるブルカノ式噴火発生に伴う噴出率見

積もり方式を定式化し、これを降灰量分布から求めた噴出量と比較することにより、地盤

変動及び火山性微動振幅データから過去に求めた噴出率推定式を高精度化する。 

これまで用いてきたシミュレーション手法においては火山灰粒子の粒径から落下速度

を計算していたが，ディスドロメータにより観測される落下速度を直接反映できるように

シミュレーション手法を改良する。 

課題Ｃ３と連携し、噴煙柱形成・火山灰拡散を同時に再現する高精度シミュレーション

を実行する。これにより、ブルカノ式噴火の噴火強度に対する噴煙高度と火山灰堆積分布

の応答に関するデータベースを充実させる。 
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④火山灰拡散予測の高精度化技術開発 

火山近傍の風速場は気象モデルから WRF により，高分解能しているが、用いる気象モデ

ルと高分解能化の程度によって大きく異なるので、気象モデルと高分解能化の程度を変え

て、火山灰拡散シミュレーションを行い、地上降灰量と比較することにより、最適な気象

モデルと分解能を決定する。また、鉛直風を入れたシミュレーションを行い、その効果を

検証する。さらに、シミュレーションにより、火山地形の影響を踏まえた火山噴煙の大気

中への注入による風等の気象場への影響を評価する。 

ドローンによる上空の火山ガス、火山灰の濃度を計測(年 2 回程度)し、鉛直プロファイ

ルを把握する。取得したデータにより、地上観測機器や気象データとの比較、気象モデル

の妥当性評価等を実施する。 

ディスドロメータは火山灰粒子の落下速度も計測できるので、観測された落下速度から

見かけの粒子比重を求めることにより、火山灰粒子の凝集の程度を評価する、 

太陽光パネルへの衝撃試験で用いた噴石は、桜島の火口から 5km 程度離れたところで見

られる程度の大きさであり、桜島の大きさを考えると、海岸付近の人家のある所まで飛来

する噴石の大きさと考えられる。今後、今回の研究で得られた風速場および噴石の空力特

性等を用いた飛散の再現計算を行い、噴石の到達範囲と衝撃力を求め、ハザード予測に活

用したい。必要となる噴石の空力特性の把握に関しては、今年度の噴石落下実験では周囲

の風速が数 m/s 程度と弱い風であったために、噴石模型の落下時の相対風速は、噴石の落

下速度だけから求めても大きな誤差は生じないと考えられる。しかしながら、強風時の噴

石の落下運動を予測するためには、風速場も同時に知る必要があり、山の大きさに比べて

小さなスケールの変動を再現する必要がある。これは噴石の落下運動だけではなく、火山

灰等の飛散分布も予測にも必要なものであり、風速場の再現計算に関して、次年度以降に

も引き続き研究を進める予定である 

これらの研究成果を第 11 回火山都市会議および火山学及び地球内部化学協会学術総会

2021 年大会（2 月）において発表する。 

 

⑤火山灰拡散予測のためのオンラインシステムの開発 

まず、地震及び地盤変動データから噴出率の、また、レーダー観測により火口直上の反

射強度の時系列データを作成する。ディスドロメータ観測は地上降灰量を与えるので、地

上降灰量の時系列データを作成する。その上で、連続噴火に伴う地盤変動速度や火山性微

動振幅やレーダーの反射強度の時間変化と地上降灰量の時間変化を比較して、３者の関係

を明らかにする。 

風速場は常に変わるが、WRF を用いた高分解能の風速場の計算には時間を要するため、逐

次得ることができない、そこで、過去１～２年の気象場に遡り、高分解能風速場データベ

ースを作成し、気象モデルや地上気象観測から得られる現在の気象場に類似した気象場に

対応する高分解能風速場をデータベースから抽出する手法を開発する。 
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3.3 「火山災害対策のための情報ツールの開発」  

目 次  

 (1) 業務の内容  

(a) 業務題目  

(b) 担当者  

(c) 業務の目的  

(d) 10 か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約）  

(e) 平成 31 年度業務目的  

 

(2) 平成３１年度の成果  

(a) 業務の要約  

(b) 業務の実施方法  

(c) 業務の成果  

 (d) 結論ならびに今後の課題  

(e) 引用文献  

(f) 成果の論文発表・口頭発表等  

(g) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定  

 

(3) 令和 2 年度の業務計画案  

(a) 周知啓発教育用コンテンツ試作版の開発         

(b) 降灰被害予測コンテンツ試作版の開発  

(c) 避難・救助支援コンテンツ試作版の開発  
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(1) 業務の内容  

(a) 業務題目  

火山災害対策技術の開発  

「火山災害対策のための情報ツールの開発」  

 

(b) 担当者  

所属機関  役職 氏名 メールアドレス  

国立研究開発法人防災科学技

術研究所 火山研究推進セン

ター 

 

 

 

株式会社大林組 技術本部 技

術研究所  

 

 

山梨県富士山科学研究所  

 

センター長  

研究統括  

研究員  

客員研究員  

客員研究員  

 

上級主席技師  

上級主席技師  

主任研究員  

 

主幹研究員  

主任研究員  

研究員  

研究員  

契約研究員  

中田節也  

宮城洋介  

棚田俊收  

宮村正光  

中村洋一  

 

野畑有秀  

大塚清敏  

諏訪仁  

 

吉本充宏  

石峯康浩  

本多亮  

久保智弘  

堀内佑紀  

nakada@bosai.go.jp 

m_yousuke@bosai.go.jp 

tanada@bosai.go.jp 

miyamura@cc.kogakuin.ac.jp 

ynakamu@cc.utsunomiya-u.ac.jp 

 

nobata.arihide@obayashi.co.jp 

otsuka.kiyotoshi@obayashi.co.jp 

suwa.hitoshi@obayashi.co.jp 

 

myoshi@mfri.pref.yamanashi.jp  

ishimine@mfri.pref.yamanashi.jp  

honda@mfri.pref.yamanashi.jp  

tkubo@mfri.pref.yamanashi.jp  

fsp-j@mfri.pref.yamanashi.jp 

 

 

 (c) 業務の目的  

本業務では、火山災害に関わる自治体の防災担当者らが、災害発生時に適切な初動対応

及び防災活動を行うことを支援するための「火山災害対策のための情報ツール（以下、「情

報ツール」という。）」を開発することを目的とする。情報ツールとは火山災害対策のため

に必要となる情報を出力する各種コンテンツからなり、本業務ではこれらコンテンツの開

発を中心に行う。開発するコンテンツは、専門家が自治体の防災担当者に対して情報を伝

える際に使用されるコンテンツや、降灰による都市部の施設やインフラの被害を予測する

コンテンツ等である。この情報ツールは、本事業の課題 A（各種観測データの一元化）で

開発される一元化共有システムのデータベースに保存される他の課題及びサブテーマで得

られる解析結果等の研究成果を活用し、火山防災協議会において火山専門家が地方自治体

等へ助言する際にも利用される。開発に当たっては初期段階からユーザーである自治体や

火山防災協議会に参加している火山専門家等と連携して取り組む。  

 

mailto:nakada@bosai.go.jp
mailto:m_yousuke@bosai.go.jp
mailto:tanada@bosai.go.jp
mailto:miyamura@cc.kogakuin.ac.jp
mailto:ynakamu@cc.utsunomiya-u.ac.jp
mailto:nobata.arihide@obayashi.co.jp
mailto:otsuka.kiyotoshi@obayashi.co.jp
mailto:suwa.hitoshi@obayashi.co.jp
mailto:myoshi@mfri.pref.yamanashi.jp
mailto:honda@mfri.pref.yamanashi.jp
mailto:fsp-j@mfri.pref.yamanashi.jp
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(d) 10 か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約）  

 1) 平成 28 年度： 

・ 過去の火山災害及び降下火山灰に関する文献調査、情報収集を行った。  

・ 常時観測火山におけるハザードマップのデジタル化を行った。  

・ 自治体を対象とした火山対策の現状を調査した。  

・ 都市部の施設に対する降灰影響評価実験の実験計画を作成した。  

 

  2) 平成 29 年度： 

・ 過去の火山災害と降灰についての文献調査、情報収集結果の整理と分析を行った。  

・ 常時観測火山におけるハザードマップのデジタル化を行った。  

・ 自治体を対象とした火山対策の現状調査と結果の比較・分析を行った。  

・ 都市部の施設に対する降灰影響評価実験を行った。 

・ 登山者動向把握実験へ参加した。  

 

  3) 平成 30 年度： 

・ 周知啓発教育用コンテンツの基盤となる火山災害に関する調査や情報収集を行った。  

・ 常時観測火山におけるハザードマップのデジタル化を行った。  

・ 自治体を対象とした火山対策の比較・分析を行った。  

・ 都市部の施設に対する降灰影響評価実験として、冷却塔を対象とする降灰実験を行っ

た。 

・ 平成 29、30 年度に実施された降灰影響評価実験の結果を受け、都市部の施設における

建築設備の損傷度評価法の開発に着手した。  

・ 登山者動向把握実験へ参加し、得られた登山者動態データの火山防災対策への利用に

関して検討した。  

 

  4) 平成 31 年度： 

・ 常時観測火山 5 火山におけるハザードマップのデジタル化を行った。  

・ 周知啓発教育用コンテンツの試作版として火山防災ポータルサイトを開設した。  

・ 前年度までに実施した降灰影響評価実験結果の妥当性を確認し、降灰被害予測コンテ

ンツの試作版を開発した。  

・ 降灰量に対する木造建築物の屋根の安全性について評価した。  

・ 文献調査を行い、火山現象が社会活動に及ぼす影響を整理した。  

・ 避難・救助支援コンテンツの試作版（登山者動態データの可視化ツール）を開発した。  

・ 登山者動向把握実験に参加し、避難・救助支援コンテンツ試作版のインプットデータ

を取得し、本コンテンツ試作版の活用について検討した。  

・ 国内外の学会におけるブース展示、論文で研究成果を特集、プロジェクトの紹介動画

とパンフレット・リーフレット（英語版）を作成、英語版の紹介用ホームページを開

設するなど、次世代火山研究推進事業の周知広報活動を行った。  

 

 5）令和 2 年度： 
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・ 周知啓発教育用コンテンツの試作版を高度化する。 

・ 降灰被害予測コンテンツの試作版を高度化する。 

・ 避難・救助支援コンテンツの試作版を高度化する。 

 

  6) 令和 3 年度：  

・ 周知啓発教育用コンテンツの試作版を利用したアウトリーチ活動等を行う。  

・ 降灰被害予測コンテンツの試作版を利用した実証実験を行う。  

・ 避難・救助支援コンテンツの試作版を利用した実証実験を行う。  

 

7) 令和 4 年度：  

・ 周知啓発教育用コンテンツを利用したアウトリーチ活動等を踏まえ、コンテンツの高

度化を図る。  

・ 降灰被害予測コンテンツを利用した実証実験の結果を踏まえ、コンテンツの高度化を

図る。  

・ 避難・救助支援コンテンツを利用した実証実験の結果を踏まえ、コンテンツの高度化

を図る。  

 

 8）令和 5 年度： 

・ 各種コンテンツの汎用化に着手する。  

 

  9) 令和 6 年度：  

・ 各種コンテンツの汎用化を進める。  

 

10）令和 7 年度： 

・ 周知啓発教育用コンテンツの社会実装として、テキストを作成する。  

・ 降灰被害予測コンテンツの社会実装として、自治体に対するアクションプランを提案

する。  

・ 避難・救助支援コンテンツの社会実装として、自治体の避難計画への反映を行う。  
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 (e) 平成 31 年度業務目的  

平成 29 年度及び平成 30 年度に引き続き、未整備の火山ハザードマップのデジタル化を

行う。さらにこれらデジタル化したハザードマップについて WebGIS 等で表示できるよう

にし、平時の利活用について検討を進める。  

これまで行った自治体を対象としたヒアリング調査やアンケート調査の結果を基に、周

知啓発教育用コンテンツの試作版を開発する。本コンテンツ試作版として、自治体防災担

当者が火山災害及び火山防災に関して手軽に学べるテキストや、関連する情報等を取得で

きる総合的なポータルサイトの開発を進める。また、本コンテンツ試作版を協力機関の自

治体防災担当者に試用してもらい、使用に関する感想や要望等のさらなるニーズを収集す

る。協力機関以外の自治体へも、内閣府が主催する火山防災協議会等連絡連携会議の場で

周知する。  

平成 29 年度及び平成 30 年度に実施した建築設備を対象とした降灰影響評価実験の成果

を基に、降灰被害予測コンテンツの試作版を開発する。本コンテンツ試作版の開発に当た

っては、建築物の機能継続に影響を与える降灰深の閾値を設定する。またその閾値を他課

題で得られる降灰観測データや降灰シミュレーションの結果と併せて GIS 上で表示でき

るようにする。その際、これまで実施した降灰影響評価実験による結果の妥当性確認を行

う。降灰量に対する木造建築物の屋根の安全性について検討する。大規模噴火による都市

機能への影響について文献調査を行い、火山ハザード事象毎に都市機能を支える各施設や

インフラへの被害を整理する。  

登山者の避難・救助支援コンテンツ開発のために、平成 29 年度及び平成 30 年度に引き

続き、富士山における登山者動向把握実験（富士山チャレンジ）に参加し、登山者動態デ

ータを取得する。得られた登山者動態データを地図上で可視化することができる避難・救

助支援コンテンツ試作版を開発し、火山災害対策への活用について検討する。  

 次世代火山研究推進事業の周知広報活動として、国内外で開催された学会（JpGU、日

本火山学会、及び IUGG）におけるブース展示、査読付き論文（Journal of Disaster 

Research）での特集号の企画と公開、英語版のプロジェクト紹介動画やパンフレットの作

成、英語版のプロジェクト紹介ホームページの開設を行う。  
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(2) 平成 31 年度の成果  

(a) 業務の要約  

 周知啓発教育用コンテンツ試作版として「火山防災ポータルサイト」を開設した。本サ

イトでは前年度までに収集した約 300 の情報素材を分類し、検索が可能となるようにキー

ワードをつけて登録を行った。また、自治体の防災担当者が火山災害及び火山防災に関し

て手軽に学べるテキストを作成した。本コンテンツ試作版を自治体防災担当者に実際に試

用してもらい、使用時の感想や要望等の収集を行った。  

 前年度までに実施した降灰影響評価実験の成果を基に、降灰被害予測コンテンツの試作

版を開発した。本コンテンツ試作版の開発にあたり、前年度までの実験結果の妥当性を確

認した。本コンテンツ試作版では実験の成果を基に建築物の機能継続に係る降灰深の閾値

を設定し、その閾値を降灰観測データや降灰シミュレーションの結果と併せて GIS 上で表

示できるようにした。その他文献などから引用した道路や電気等インフラに対する降灰の

影響も GIS 上で重ねることで、簡易的ではあるが降灰による複合的被害予測が可能となっ

た。また、降灰量に対する屋根の安全性を評価するために、木造建築物の屋根に注目し、

降灰深と屋根の損傷確率の関係を評価した。また文献調査を行い、降灰量と都市施設やイ

ンフラへの機能障害の関係を示す基礎資料を作成した。  

 登山者の避難・救助支援コンテンツ開発のために、前年度までに引き続き、富士山にお

ける登山者動向把握実験（富士山チャレンジ）に参加し、4 日間で約 11,000 人の登山者動

態データを取得し、移動速度や混雑状況に関する解析結果を得た。また、避難・救助支援

コンテンツ試作版として、本データをインプットデータとする可視化ツールを開発した。

本ツールでは得られた動態データの他に登山道や山小屋などの情報も併せて地図上で表示

させることができることから、平時の地域防災計画や避難計画の作成等事前防災に役立て

ることが可能となった。また災害発生時の活用についても検討を起こった。  

 前年度に引き続き、各種コンテンツ及びアウトリーチ活動等での利用を想定したハザー

ドマップのデジタル化（GIS 化）を、岩木山、栗駒山、秋田焼山、鳥海山、乗鞍岳につい

て実施した。GIS 版ハザードマップの用途として、250m メッシュによる火山ハザードマ

ップデータベースの構築と、開発中の情報ツール（各コンテンツ）での利用が可能である。

また、前年度に引き続き内閣府の総合防災情報システムに活用された。  

 次世代火山研究推進事業の周知広報活動として、国内外で開催された JpGU、日本火山

学会、IUGG の 3 つの学会においてブース展示を行った。また、査読付き論文である Journal 

of Disaster Research (Vol. 14, No. 4&5) において本プロジェクトの研究成果を集めた特

集号を企画し公開した。本プロジェクトの紹介用動画、パンフレット・リーフレットの英

語版を作成し、これらにアクセスが可能な英文紹介を含むホームページを開設した。  
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(b) 業務の実施方法  

 周知啓発教育用コンテンツ試作版として、火山防災ポータルサイトを開設する。本サイ

トには前年度までに収集した情報素材を登録し、キーワード検索もできるようにする。ユ

ーザーである自治体防災担当者に実際に試用してもらい、今後の高度化に反映さえるべく

感想や要望等を収集する。  

 前年度までに実施した実験の結果に基づいて建築物の機能継続に影響を及ぼす降灰深の

閾値を設定し、降灰シミュレーションの結果と併せて GIS 上で表示できる降灰被害予測コ

ンテンツ試作版を開発する。また、降灰量に対する屋根の安全性評価について、木造建築

物の屋根に対して検討を行う。また、降灰量と都市部の施設やインフラなどに機能障害を

及ぼす関係を明らかにするため文献調査を行う。  

 避難・救助支援コンテンツ試作版のインプットデータとなる登山者動態データ取得のた

め、富士山における登山者動向把握実験（富士山チャレンジ）に参加する。また、避難・

救助支援コンテンツ試作版として、得られた動態データを地図上で可視化するツールを開

発する。本コンテンツの防災利用に関して検討を行う。  

 各コンテンツ及びアウトリーチ活動等での利用を想定したハザードマップのデジタル化

（GIS 化）も前年度に引き続き実施し、その活用についても検討を進める。  

 次世代火山研究推進事業の周知広報用のブース展示、論文特集号の公開の実施と、英語

版のプロジェクト紹介動画、パンフレット・リーフレットの作成、英語版のプロジェクト

紹介用ホームページの開設を行う。  
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(c) 業務の成果  

1) 周知啓発教育用コンテンツ試作版の開発  

1-1) 火山防災ポータルサイトの開設  

今年度、富士山周辺自治体の防災担当者（環富士山火山防災連絡会  (回答数 46)）及び、

北海道駒ケ岳周辺自治体の防災担当者（回答数 8）を対象に火山防災を進めるためのアン

ケート調査とヒアリング調査を行った（図 1、2）。図 1 より、自治体防災担当者自らが学

ぶために、動画や対象とする火山の特徴に関する情報を必要としていることが分かる。ま

た図 2 より、防災担当者が住民等を対象とした講演を行う際に、動画や写真、対象とする

火山の特徴に関する情報を必要としていることが分かり、ヒアリング調査からも「現象に

関するシミュレーションの結果や動画といった情報は非常に有益であり、防災に関する講

演などで使えるので整備してもらえると活用できる。」といった意見が見られた。また、北

海道駒ケ岳周辺自治体へのヒアリング調査から、「定期的に気象庁の情報を確認することは

ない」、「北海道大学大島弘光研究支援推進員が開発した火山防災情報表示システム 1)（図

3）を活用して、火山情報以外の風水害に関する情報なども合わせて定期的に確認してい

る」といった回答があった。また、火山に関する情報への要望として、「山ごとで考えると、

機関によって情報がバラバラなのでまとめてもらえるとよい。」といった意見があり、さら

に災害対応での降灰に関する情報について、「直後の予測や今後の広がりなどの情報が欲し

い」といった意見や「土砂災害や道路などに影響するので活用できる」といった意見が得

られた。  
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図 1. 防災担当者が自身で学ぶために必要な素材について  

※回答数を基に標準化したもの  
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図 2. 防災担当者が防災講演を行う際に必要な資料・情報について  

※回答数を基に標準化したもの  

 

 

図 3. 火山防災情報表示システム 1) 

 

前年度までに実施した自治体を対象としたヒアリング調査やアンケート調査の結果と

上述した今年度の結果を基に、周知啓発教育用コンテンツ試作版を開発した。本コンテン

ツ試作版は、自治体防災担当者からの様々なニーズ（例えば、情報へアクセスしづらい、

探し難い、住民向け説明用の素材が欲しい等）に応えるべく、火山（現象、災害、防災等）

に関する様々な情報（データ、資料、画像、動画、教科書等）にワンストップでアクセス

することが可能なポータルサイト（火山防災ポータルサイト）を開設した。開設したポー

タルサイトを図 4 に示す。  
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図 4. 周知啓発教育用コンテンツ試作版として開発した「火山防災ポータルサイト」  

（左：トップページ、右：検索したページ）  

 

図 4 に示したサイトでは、昨年度までに収集した 284 件の様々な情報素材を「地域防災

計画」、「火山現象」、「火山災害」、「関係法令」、「火山災害の体験談」「防災講演のための情

報」に分類し、検索が可能となるようにキーワードをつけて登録を行った。また、自治体

の防災担当者自身が手軽に学ぶための教材として、また火山災害及び火山防災に関して住

民説明会等で使用するための素材として、93 枚のスライドを新たな情報素材として作成し

た。このテキストは、火山災害の要因となる 16 の現象（小さな噴石・火山灰、大きな噴

石、火砕流、溶岩流、泥流・土石流、融雪型火山泥流、山体崩壊・岩屑なだれ、洪水、地

すべり・斜面崩壊、火山ガス・噴煙、津波、空振、地震、地殻変動、地熱変動、地下水・

温泉変動）について公的機関で公表されている資料を基に「現象の説明」、「映像資料」、「被

害」、「対策」の 4 項目について画像や映像を交えながら整理した（図 5）。なお、自治体防

災担当者がさらに深く学習できるよう出展を明記した。また、ヒアリングやアンケート調

査等で要望の多かった図上訓練等について、火山防災協議会等の研修の際に活用可能な演

習事例 2 事例の資料（図 6）を作成した。  

本コンテンツ試作版を複数の自治体防災担当者に実際に試用してもらい、今後のコンテ

ンツの高度化に反映するべく感想や要望等の収集を行った。その中には、「見難い」や「情

報が探し難い」といった感想があったため、具体的にどのような構成であれば見易く、情

報が探し易いかをユーザーと相談し、次年度のアップデートにおいて反映させる。  
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28

参考：火山防災マップ作成指針2－3－1（内閣府、消防、国土交通省水管理・国土保全局砂防部、気
象庁）を一部改変

1. 現象

火山災害要因 ⑤ 溶 岩 流

引用：火山防災マップ作成指針2－3－5（内閣府、消防、国土交通省水管理・国土保全局砂防部、気象庁） を一部改変
http://www.bousai.go.jp/kazan/shiryo/pdf/20130404_mapshishin.pdf

引用：気象庁ホームページ 主な火山災害「溶岩流」
https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/volsaigai/saigai.html

• 溶岩流は火山の火口から噴出し

た溶岩が高温のまま粘性の高い

流体として山腹斜面を流下する

現象である。

• 流下速度は地形や溶岩の温度・

組成によるが、比較的ゆっくり

流れるので歩行による避難が可

能な場合もある。

29

火山災害要因

参考：火山防災マップ作成指針2－3－1（内閣府、消防、国土交通省水管理・国土保全局砂防部、気
象庁）を一部改変

2. 現象の映像イメージ

⑤ 溶 岩 流

引用：内閣府 火山防災に関する普及啓発映像資料
http://wwwc.cao.go.jp/lib_012/tozansha_02.html

＜内閣府 防災情報のページ＞
【動画】登山者の心得 ～火山災害から命を守るために～
▶警戒すべき現象 【溶岩流】（00：02：02から）

 

30

火山災害要因 ⑤ 溶 岩 流

参考：火山防災マップ作成指針2－3－1（内閣府、消防、国土交通省水管理・国土保全局砂防部、気
象庁）を一部改変

3. 被害

• 溶岩流は進行方向上の農地、林地、住宅地
等を完全に埋没、焼失させる。

• 日本の火山は安山岩質マグマを噴出する火
山が多いため、溶岩流の粘性は比較的高く、
時間をかけて流下することから避難するこ
とが可能である。

被害例

• 1914年◆桜島大正噴火◆村落埋没、焼失。死者58名。農作物大被害等。

• 1983年◆三宅島噴火◆住宅の埋没・焼失約400棟。 山林耕地等に被害。

• 1986年◆伊豆大島噴火◆全島民等約1万人島外避難。

引用：火山防災マップ作成指針2－3－5（内閣府、消防、国土交通省水管理・国土保全局砂防部、気象庁） を一部改変
http://www.bousai.go.jp/kazan/shiryo/pdf/20130404_mapshishin.pdf

引用：気象庁ホームページ 過去に発生した火山災害
http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/volcano_disaster.htm

引用：「日本活火山総覧(第4版)」(気象庁編 平成25年) 主な火山災害年表 を一部改変
http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/souran/main/disaster_table.pdf

気象庁 主な火山災害「溶岩流」
https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/ST
OCK/kaisetsu/volsaigai/saigai.html

 31

火山災害要因 ⑤ 溶 岩 流

4. 対策

引用：火山防災マップ作成指針2－3－5（内閣府、消防、国土交通省水管理・国土保全局砂防部、気象庁） を一部改変
http://www.bousai.go.jp/kazan/shiryo/pdf/20130404_mapshishin.pdf

引用：気象庁ホームページ 月間火山概況（北海道）・火山活動解説資料（2002年11月 防災メモ「溶岩流」） を一部改変
https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/monthly_v-act_doc/sapporo/02m11/100_02m11memo.pdf

• 溶岩流の先端部に放水して冷却させ、粘性を増大さ
せて溶岩の堤防をつくり、その方向への流下を止め
る。（1983年◆三宅島／1986年◆伊豆大島）

• 内陸の火山など大量の水がないところでは、人工的
な堤防を構築して溶岩流の流れを止めるか向きを変
える。(1950年◆伊豆大島◆コンクリートブロック
を使った流路変更の試み）

溶岩流による災害を軽減するため、様々な手法の溶岩流制御が行なわれている。

 

図 5. 本年度作成したテキストの一例  
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演習事例演習事例 ①演習事例 ①

１．今回の図上演習の目的

・大規模噴火時等の協議会関係機関の対応・行動の

確認、また不足事項の洗い出し

・対策がわからない活動の抽出と、その相談先の検討

・顔の見える関係づくり、及び関係の深化

83

演習事例演習事例 ①

４．演習実施イメージ
【方法】

・模造紙と付箋紙を使います。

・災害対応は、自由な発想（妄
想）と班員のチーム力で検討を進
めてください。

【使用するもの】

・黒いペン（ラッションペン）

・模造紙２枚

・付箋紙（黄色多量、赤色、青色）

・今後の対応目標シート

赤枠箇所：諸条件、ステー
クホルダーを変えることで、
多様な訓練シーンや実施
場所での訓練実施を可能
とさせる仕組み

今回のテーマ

要支援者対策

想定日時 X年９月１日（水） X年12月３日（土） ・・・

事象 地震増 噴煙上昇 ・・・

噴火警戒レベル ３ ５ ・・・

県

市町村

関係機関

 

図 6. 本年度作成した演習事例  

 

1-2) 研修プログラムの開発  

今年度の自治体防災担当者を対象とした研修として、2020 年 2 月 12 日に山梨県コアグ

ループ担当者会議で富士山の噴火警戒レベルが上がったことを想定した住民避難について

図上訓練を行った。この中で、富士北麓地域から噴火の影響が少ない地域へ避難するにあ

たり、利用できる幹線道路が限られることと一斉に避難することで渋滞発生の恐れがある

ことなどの課題が把握できた。これは、富士山周辺に限ったことではなく、桜島等のほか

の火山においても起こり得る可能性があるため、今後自治体防災担当者が火山災害対策を

検討するうえで重要な課題となることが確認できた（写真 1）。  
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写真 1. 2020 年 2 月 12 日に実施した図上訓練の様子  

 

1-3) 火山防災イベントカレンダー  

前年度までに実施されたヒアリング調査から、防災担当者のニーズとして各都道府県の

避難訓練などの防災イベントに関する情報の共有が挙げられた。このニーズに応えるべく、

フリー素材 2)を利用して、「火山防災イベントカレンダー」（図 7）を構築し、中部甲信越

地域の火山防災担当者間で利用を開始した。このカレンダーに自治体の防災担当者や研究

者が防災訓練や防災・減災に関するイベントを入力することで、近隣の取り組みを確認す

ることができるとともにお互いに連絡を取り合い、見学や情報交換などを行うことができ

る。 

 

図 7. 火山防災イベントカレンダー  

2) 降灰被害予測試作版の開発  
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2-1) GIS 上で表示される降灰被害予測  

これまでに行った自治体防災担当者を対象としたヒアリング調査やアンケート調査の

結果、噴火ハザードの内、特に首都圏を含む都市部において最も広範囲に影響を及ぼす「降

灰」に関して、多くの自治体で対応経験もなく十分な対策がとられていないことが明らか

になった。また、「降灰情報は土砂災害や道路被害など災害対応につながるため必要であ

る」とのニーズが得られた。これら課題やニーズに対応できるように、主に都市部におけ

る降灰による被害予測を地図情報として提供するための降灰被害予測コンテンツ試作版を

開発した。本コンテンツ試作版では、前年度までに実施した建築設備（エアコン室外機と

開放型冷却塔）を対象とした降灰影響評価実験の結果に基づき設定された、建築物の機能

継続に影響を与える降灰深を、降灰シミュレーションの結果等と併せてGIS上で表示する

ことができる。図8に、富士山宝永噴火（1707年）のシミュレーションによって得られた

火山灰分布と降灰深3)を用い、本研究によって得られた建築物の機能継続に影響を与える

降灰深を併せてGIS上で表示する。これらの関係から、降灰による建築物への影響を評価

することができる。例えば、災害対応で重要となる病院や行政施設などの建築物への被害

を予測することが可能となる。そしてこの情報を然るべき防災機関に伝えることで、降灰

に起因する災害対応に役立てることができると考えられる。  

 

図8. 富士山宝永噴火を想定した降灰分布と基盤情報(鉄道、幹線道路、病院施設)を

WebGIS上で重ね合わせた例  

 

発電所などの電力施設は、災害時において重要な役割を持つ。ここでは公開されている

電力施設に関する資料4)を整理し、それを基に電力ネットワークのGISデータを整備した。

これを図8と同様に降灰分布と重ねることによって、これらの施設に影響する降灰深を特

定すれば、降灰による被害が発生する可能性のある電力施設を把握することができる（図

9）。 
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図9. 富士山宝永噴火を想定した降灰分布と関東地方の電力施設ネットワークをWebGIS

上で重ね合わせた例  

 

図8と図9のように、基盤となる情報をGISデータとして整備し、これまでの降灰影響評

価実験結果や文献調査などから得られる降灰深の閾値を使用することで、簡易的ではある

が降灰による都市部の施設やインフラなどに対する複合的な被害予測が可能となった。  

 

2-2) 空調吸気口への火山灰流入に関する考察と実験結果の妥当性の確認  

前年度までに行われた空調設備を対象とした降灰影響評価実験における供給降灰量と

設備機器に吸入される火山灰の量の関係を定量的に評価し、実験結果の妥当性を確認した。

換気を含む空調設備の稼働では、機器あるいは室内への外気取入れを伴う。エアコンの室

外機や冷却塔では熱交換のための、換気は屋内CO2濃度などを一定に保つための外気の取

入れである。空調設備の外気取入れ口（吸気口）は、通常図10(a)のように機器の側面に設

けられ、排気口は機器の上部に設けられる。また機器が直接屋外に暴露されておらず、建

物外壁の吸気口から室内ダクトを介して熱交換機に至る場合でも、外気の吸気口は建物の

側壁に設けられる（図10(b)）。  
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図10. 設備機器や建物の吸気口と排気口の配置のよくある例  

 

 

図11. 空調設備に対して火山灰を降らせた時の吸気による気流（赤矢印）と実際の火山灰

の動き（青矢印）のイメージ  

 

落下中の火山灰粒子は実際には図11に示すように慣性力の影響により、その運動は機器

直近の気流の変化には即座には追随できず、気流の変化にやや遅れた動きをすると考えら

れることから、ここでは空調設備への火山灰の吸収に関し、慣性を持った火山灰粒子の吸

気気流への追随性とそれによる吸気口への侵入量の影響に対する検討を、数値計算的手法

を用いて行った。その結果、吸気口への侵入量の計算に、粒子の運動方程式から得られる

粒子速度を用いる場合と、気流速度＋終端落下速度を用いる場合とでは、両者間に少なか

らず差が出ることがわかった。その差は、慣性力に対する空気抵抗力が相対的に大きくな

る小さい粒子（非球形で空気抵抗が大きくなる粒子）では小さく、すなわち気流の変化へ

の追随性が高く、逆に慣性力に対する空気抵抗力が相対的に小さくなると、気流の変化へ

の追随性が高くないことがわかった（このことは、軽い粒子ほど空気に乗って吸い込まれ

やすいという直感や経験とも合致する）。  

前年度までの降灰影響評価実験において降灰深の閾値を求めるにあたり、後者の（気流

速度＋終端落下速度を用いる）考え方に沿って累積の火山灰吸引量と降灰深の関係を導い

たが、本検証の結果粒子の運動方程式を考慮することで、得られる（障害が出始める）降

灰深がやや大きくなる可能性があることが示された。  

空間濃度  
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 2-3) 降灰荷重による木造建物屋根の安全性の検討 

 降灰被害予測コンテンツにおける降灰深の閾値の設定に関連して、前年度は鉄筋コンク

リート造（RC造）及び鉄骨造の構造物に対して建築基準法で定められた屋根の積雪荷重を

計算し、積雪荷重の換算による限界降灰深を求め降灰量に対する屋根の安全性について評

価を行った。今年度は木造建築物の屋根の安全性について検討を行い、安全率の変動を考

慮した屋根の被害関数を提案した。ここでは、積雪荷重の短期許容応力度の安全率と雪に

よる屋根被害を考えた時の積雪荷重の安全率を用いて、換算積雪荷重をそれぞれ計算し、

降灰荷重に置換して建物屋根の限界降灰深を評価する。  

木造建物屋根の短期許容応力度とそれに対する安全率が建築年により異なるため、ここ

では 1982～2000 年及び 2001 年以降の 2 ケースを対象に、限界降灰深を求める。例とし

て、強度換算積雪荷重を用いて垂直積雪量を 25～45cm に変化させた時の鉛直荷重 N と限

界降灰深 da の平均値 E[da]の関係を図 12 に示す。 
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建築年：2001 年以降  
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図12. 鉛直荷重Nと限界降灰深daの平均値の関係 
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一方、設計時の積雪荷重を上回る荷重が作用する場合、強度換算積雪荷重の代わりに崩

壊換算積雪荷重を用い、その際の限界降灰深dmの平均値E[dm]と垂直積雪量dsと変動係数

V[dm]を図13に示す。  
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図13. 垂直積雪量dsと限界降灰深dmの関係  

 

建築年が 1982～2000 年と 2001 年以降の２ケースを対象に、鉛直荷重を 1.0(kN/m2)に

固定して垂直積雪量を 25～45(cm)に変化させたとき、屋根の被害確率関数は図 14 となる。

次に、垂直積雪量を 30(cm)に固定して鉛直荷重を 0.5～1.5(kN/m2)に変化させたとき屋根

の被害確率関数は図 15 となる。屋根の損傷確率は、積雪荷重の垂直積雪量が大きいほど

または鉛直荷重が大きいほど低下する。降灰が乾燥状態と湿潤状態を比較すると、湿潤状

態の降灰の単位重量は乾燥状態より大きいため湿潤状態の損傷確率が高くなる。建築年

1982～2000 年と建築年 2001 年の損傷確率を比較すると、建築年 1982～2000 年の損傷確

率が高くなっている。これは、建築年 1982～2000 年における短期許容応力度の安全率の

平均値 E[a]が建築年 2001 年と比較して小さいためである。  
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建築年：1982～2000 年 
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建築年：2001 年以降  
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図14屋根の被害確率関数（鉛直荷重1.0kN/m2） 
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建築年：1982～2000 年 
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建築年：2001 年以降  
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図15. 屋根の被害確率関数（垂直積雪量30cm）  
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2-4) 火山現象による社会活動への影響の検討  

大規模噴火による都市機能への影響評価は多岐にわたっていることから、降灰被害予測

コンテンツにおける閾値設定の参考にするため、火山噴火による被害報告や実験に関する

137件の文献を収集し、火山現象が社会活動に及ぼす影響を整理した。そして、定量的に

評価が可能である降灰深と被害（障害発生）との関係を対数正規分布で回帰することで、

各々の被害の信頼度曲線の構築を行った。  

整理した内容は、国内外で発生した火山噴火被害事例に加えて、近年の国や地方自治体

等が作成した被害想定を含む火山防災マップなどを対象に、表1の火山現象に対する表2の

対象物の受ける影響についてである。  

 

表1. 火山現象の種類  

降下火砕物(降灰等) 新しい火口の開口  

火砕流(火砕物密度流) 火山に起因する津波  

溶岩流  大気現象(空振・火山雷・ブラスト) 

岩屑なだれ(山体崩壊等) 地殻変動  

火山泥流(火山性土石流) 火山性地震  

噴火により発生する飛来物(噴石) 熱水および地下水の異常  

火山ガス   

 

表2. 火山現象により影響を受ける対象物  

建物 
建物 

建築設備  

ライフライン  

電力 

上水道  

下水道  

通信 

交通 

道路 

鉄道 

航空 

船舶 

 

ここでは、例として降下火砕物（降灰等）による電力施設への影響と、噴火より発生する

飛来物（噴石）による建築物への影響について整理した内容を記す。なお、ここで言う「降

下火砕物」とは、風の影響を受け遠方まで運ばれながら降下する火山砕屑物のことであり、

粒径や形、表面の性状などから表 3 のように細分され、降下テフラまたはテフラとも呼ば

れている。また「噴石」は、一般的に噴出したマグマが空気中で冷えて固まった物の内、

その形状や構成している岩石などから「火山弾」、「軽石（スコリア）」、「火山岩塊」などに

分類される（粒径は考慮されない）。  
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表3. 火砕物の分類  

粒径 
特定の外形

を持たない  

特定の外形

を持つ  
多孔質  

64 ㎜以上  火山岩塊  
火山弾など  

噴石、軽石

など 2～64 ㎜ 火山礫  

2 ㎜以下  火山灰    

 

まず電力施設への障害発生事例のある降灰量を図 16 に示す。凡例の「停電」には火山

灰の荷重による断線が含まれ、「その他」には、タービンの孔食や灰の付着による発火など

が含まれる。障害が発生した最小の降灰量は 0.1 ㎝程度で同程度の降灰量で除灰作業も行

われている。収集した事例の中での降灰量が最大の 90 ㎝となった 1994 年のラバウル火山

の事例では、樹木や家屋の倒壊により電線が断線された 5)。降灰量が増加するとともに発

生が増加する障害は、電力設備のフラッシオーバ（後述）、フラッシオーバに伴う停電、太

陽光発電の発電量の低下、送電線の切断による影響などが挙げられる。留意すべき点とし

て、降灰量が同程度であった場合、火山灰が湿潤状態である方が障害が発生しやすい傾向

がある、ということがある 5)。 

電力施設への降灰の影響で多いフラッシオーバとは絶縁体の表面付近の意図しない放

電で、碍子等の絶縁体に付着した火山灰に通電することにより発生するものである。2008

年のチャイテン火山での事例では、延長 68km の区間に 0.2～5cm 程度の降灰があり、軽

度の霧雨の後にフラッシオーバが発生し、これらの区間では清掃を断念し電線を交換した

6)。碍子の火山灰に対する絶縁耐力試験は多数行われており、粒径の小さな火山灰が湿潤

状態で碍子に接触した場合にフラッシオーバが発生しやすいという結果が得られている

7)・8)など。  

また、発電所、変電所において、吸気系から火山灰が侵入しタービンの摩耗が発生して

いる 6)・9)など。1995 年のルアペフ火山の事例では、トンガリロ川流域のランギポ水力発電

所の集水域に粗粒玄武岩質安山岩の火山灰が堆積し、翌年の点検において噴火活動があっ

た約 7 か月で、通常の 15 年分に相当する摩耗が生じていたことが確認された 6)・10)。1999

年から断続的に噴火を繰り返したトゥングラワでは、2006 年にアゴヤン水力発電所のター

ビン（羽根）が火山灰により摩耗していることが確認された（写真 2）。アゴヤン水力発電

所では 21 年間で４回タービンの羽根の交換が行われている 9)。火山灰の研磨性については、

次のような事例もある。1976 年のオーガスティン火山の噴火では、天然ガス火力発電所の

タービンが火山灰によって研磨され、元々付着していた腐食層が取り除かれたことによっ

て、発電効率がかえって上昇した 11)。 

太陽光発電への影響として、2011 年の新燃岳の事例では、大学の太陽光発電パネルに

降灰があり発電量が通常よりも 60％程度落ちたが（通常の発電量の 40％程度）、降雨によ

り火山灰が除去されると発電量は回復した 88)。火山灰による太陽電池モジュールの発電量

低下特性について、川畑ほか（2016）5)で検証が行われており、降灰量がおよそ 0.005 ㎝

で発電量は半減し、およそ 0.03 ㎝でほぼ 0 となるという結果が得られている。  
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写真2. アゴヤン水力発電所での火山灰によるタービンの摩耗の様子88) 
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図16. 電力施設への障害発生事例のある降灰量  

 

次に、電力施設において障害が発生する降灰深を評価するために、降灰深と障害発生の

累積確率との関係を、確率分布（対数正規分布）を用いて回帰する。電力施設への被害要
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素毎に評価したものを図 17 に示す。被害データの個数が少ないケースもあるが、降灰深

と被害発生の累積確率の関係は、対数正規分布を用いて概ね回帰されている。  
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図17. 電力施設を対象とした降灰深と累積確率の関係  

 

また、電力の他のライフライン（上水道、下水道、通信）と交通（道路、鉄道、航空）

の各要素を対象に、降灰深と被害発生の累積確率の関係を図 18 に示す。  
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図18. ライフラインと交通を対象とした降灰深と累積確率の関係  

 

次に、ライフラインと交通について被害発生の累積確率が 0.5 と 0.9 の場合の降灰深を

計算すると、図 19 のようになる。これによると、鉄道の被害発生の降灰深が最も低くな

り、下水道の被害発生の降灰深が高い傾向が見られる。  
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図19. 累積確率に対応した降灰深  

この結果は、内閣府の「大規模噴火時の広域降灰対策検討ワーキンググループ」による

ライフラインと交通を対象にした降灰による影響の閾値 12)と概ね調和的である。  
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次に、障害発生事例における噴石の粒径を図 20 に示す。噴石の建物及び建築設備への

影響は、主に噴石の飛来による屋根や壁などの損傷であった。対象文献のうち粒径が最大

の噴石による事例は、1966 年の桜島の噴火の際、粒径 2m、約 5 トンの噴石が噴出源の南

岳火口から約 3.2km 離れた古里温泉に飛来し、ホテルの 1 階玄関屋根を突き破り地下室の

床まで達した 13)。一方、最小の粒径による事例は、2011 年の新燃岳の噴火の際、粒径 1.5

～2cm の噴石が噴出源から 14km 離れた小林市のソーラーパネルに落下し、パネルが損傷

した 14)。また、1783 年の浅間山では噴石が落下の衝撃で割れ、高温の内部が露出したこ

とにより建物等 52 棟が焼失し、高温のままの軽石が 1.2m 堆積したため 83 棟が焼失した

15)。同様の噴石による火災は建物以外でも発生しており、1914 年の桜島噴火では、火口か

ら 4.7km 離れた森林の下草が噴石の落下により燃え、1883 年のクラタカウ火山の事例で

は火口から 70～80km 離れた場所の布に噴石の熱で穴があいた 11)。 

内閣府による「活火山の退避壕等の充実に向けた手引き」13)では、2014 年の御嶽山の

噴火を受けて、退避壕等の噴石の衝撃耐力試験が行われている。大きさがこぶし大（10 ㎝

～50 ㎝程度）、重さが約 1.3～160kg 程度の火山岩塊が 100m/s の速さで落下してくること

を想定し、木造屋根、コンクリートへの衝撃を検討している 13)。そこでは、木造屋根にア

ミラド繊維敷物を 2 枚重ねすることによって質量 2.66kg の飛翔体が貫通せず、コンクリ

ートには、どの粒径であっても噴石が貫通しないことが実験的に示された 13)。さらに、敷

砂の衝撃吸収能力の検討も行われ、噴石と同程度の厚さのある敷砂があると、緩衝材とし

てより有効に作用することが確認された 13)。  
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図20. 噴石による障害発生事例のある粒径  

 上述した降灰被害の手法を用いて、噴石による被害（建物損傷と火災・飛来）を対象に、

噴石の粒径と累積確率の関係の回帰結果を図 21 に示す。噴石と被害発生の累積確率の関

係は、火山灰の降灰深と累積確率の関係と同様に、対数正規分布を用いて概ね回帰される。  
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図21. 噴石の粒径と累積確率の関係の回帰  

 

 以上の結果をまとめると、噴石の粒径と被害発生の累積確率の関係は図 22 のようにな

る。 
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図22. 噴石の粒径と累積確率の関係  
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3) 避難・救助支援コンテンツ試作版の開発  

 前年度までに引き続き、富士山における登山者動向把握実験（富士山チャレンジ）に参

加し、登山者動態データを取得した（写真 3）。  

  

写真 3. 富士山チャレンジ 2019 の様子（左：富士山パーキングでのビーコン配布、右：五

合目でのビーコン回収）  

 

今年度は 2019 年 8 月に延べ 4 日間で約 11,000 人の登山者動態データを取得し、登山者

の移動速度や混雑状況に関する解析結果を得た（図 23）。  

 

 

図 23. 富士山チャレンジの参加者の様子（左：2019 年 8 月 18 日 2 時、右：2019 年 8 月

25 日の登山者一人の移動情報）  

 

また、避難・救助支援コンテンツ試作版として、本データをインプットデータとする可

視化ツールを開発した（図 24）。本ツールでは得られた動態データを使って、各レシーバ

ーに対する滞在者数、出発者数、未着者数を表示することができる（図 25）。また登山道

や山小屋などの地図情報やハザードマップ等によるハザード情報も併せて地図上で表示さ

せることができることから、平時の地域防災計画や避難計画の作成等事前防災に役立てる

ことが可能となった。また災害発生時の活用についても検討を行った。  
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図 24. 登山者動態データの可視化ツール  

 

 

図 25. 可視化ツールで表示可能な登山者情報  
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4) 常時観測火山におけるハザードマップのデジタル化  

 前年度に引き続き、常時観測火山の内 5 火山（岩木山、栗駒山、秋田焼山、鳥海山、乗

鞍岳）のハザードマップのデジタル化を実施した。これにより、WebGIS 等で閲覧するこ

とや他の情報と重ね合わせることで簡易的なリスク評価なども行うことができるようにな

った。また、開発中の各種コンテンツ試作版の基盤データとして取り入れた。図 26 に以

前デジタル化した北海道駒ケ岳のハザードマップを WebGIS にしたものを示す。この図を

基に北海道駒ケ岳の周辺自治体の防災担当者にヒアリングを行ったところ、こういった

WebGIS での情報があることで、住民への周知や防災講演で活用できるといった意見があ

った。  

本事業ではこれまでに合計 35 火山の GIS 版ハザードマップが得られており、内閣府の

総合防災情報システムに取り込まれ火山ハザードの表示に活用されている。  

 

  

図 26. WebGIS 化した北海道駒ケ岳のハザードマップ(左：土石流警戒区域 A、右：火災サ

ージ警戒区域 A) 

 

 さらに、デジタル化した火山災害のハザードマップをリスク評価で利用しやすくするた

めに、ハザードマップの情報を 250m メッシュでリサンプリングし、データベースの構築

を行った。はじめにこれまでに整備したデジタル化ハザードマップについて、各火山のハ

ザード情報を整理した（表 3）。次に整理したハザードからメッシュデータで整備するにあ

たり、ハザードの有無を割り与える配列(12 桁)を定義し、250m メッシュの中心点におけ

る各火山ハザードの有無(無：0 有：1)として、GIS を使いハザード情報のデータベースを

構築した（図 27）。例えば、表 4 にから伊達市におけるハザードは北海道駒ケ岳、有珠山、

樽前山の列で、降灰ハザードを示す配列番号 5 に有：1 があることから、3 つの火山に由

来する降灰の影響があることが分かる。  

これにより、既存の地震ハザード情報が 250m メッシュデータ 16)で整備されているため、

今回作成制した 250m メッシュデータと組み合わせることで地震災害も考慮したマルチハ

ザードの評価を行うことができる。したがって、自治体の防災担当者は、通常、火山災害

以外にも地震や風水害と災害対応も行う必要があることから、これらの災害に関して共通

の情報基盤を用意しておくことは、今後、マルチハザードの災害対応や対策を検討するう

えで重要なデータとなる。  

 

 

表 3. ハザードマップで示されている各火山のハザードと配列位置  (抜粋) 
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配列番号 01 02 06 07 08 03 10 04 05 09 11 13 12

常時観測火山 想定タイプ 想定火口
火砕流・火

砕ｻｰｼﾞ
熱風 火山泥流

融雪型火山

泥流
溶岩ドーム 溶岩流 火山ガス 噴石 降灰 土石流等

岩屑なだれ

（斜面崩壊）

天然ダムに

よる水没

巨大地滑り・山

体崩壊
備考

アトサヌプリ 2000 2001 2001 2001 2000 2000 噴石・降灰10㎝以上１、噴石：2

小さな噴火 2012 2012 2012 2012 2012

大きな噴火 2012 2012 2012 2012 2012 2012 2012
降灰50cm:1，10cm:2、火砕サージ:1、火

砕流:2

 大雪山 なし

 十勝岳 グラウンド火口 2010 2010 2010 2010 2010 2010 2010

 樽前山 中-大規模 2016 2016 2016 2016 2016 噴出岩塊：噴石、降雨型泥流：泥流

 倶多楽 2014 2014 2014 2014

山頂 2002 2002 1995（2002土石流） 2002 2002 2002 2002 火砕サージ:1,　火砕流:2

山麓 2002 2002

 北海道駒ヶ岳 危険区域をA-D 2010 2010 2010 2010 2010 2010 2010

小規模 2001 2001 2001

中規模 2001 2001 2001 2001

大規模 2001 2001 火砕流1:1、2:2，3:3

水蒸気噴火 2015 2015 2015 2015

マグマ噴火 2015 2015 2015 2015 2002 2015 2015 2015

小規模 2014 2014

中規模 2014 2014 2014 2014 2014 2014

大規模 2014 2014 2014 2014 2014 2014

小規模 2014 2014 2014 2014 2014

中規模 2014 2014 2014 2014 2014

小規模 2018 2018 2018

中規模 2018 2018 2018 2018

大規模 2018 2018 2018 2018

小規模 2018 2018 2018 2018 2018 2018 2018 2018

中規模 2018 2018 2018 2018 2018 2018 2018 2018

大規模 2018 2018 2018 2018 2018 2018 2018 2018

水蒸気噴火 1998 1998 1998

マグマ噴火 1998 1998 1998 1998 1998 1998 1998

 秋田駒ヶ岳 大規模 2011 2011 2011 2011 2011

小規模 2015 2015 2015 2015 2015

中規模 2015 2015 2015 2015 2015 2015 2015 2015

大規模 2015 2015 2015 2015 2015 2015 2015 2015

水蒸気噴火 2018 2018 2018

マグマ噴火 2018 2018 2018 2018 2018 2018 2018 2018(過去の履歴として) 2018(過去の履歴として)

 蔵王山 水蒸気爆発、マグマ噴火2017 2017 2017 2017 2017 2017

レベル2-3 2014 2014 2014 2014

レベル4-5 2014 2014

水蒸気噴火 2002 2002 2002 2002 2002 2002 2002

マグマ噴火 2016 2016 2016 2016 2016 2016 2016

小規模水蒸気噴火 2017 2017 2017

水蒸気噴火 2017 2017 2017 2017 2017

マグマ噴火 2017 2017 2017 2017

その他 2017

水蒸気噴火 2010 2010 2010

マグマ噴火 2010 2010 2010 2010 2010 2010
1:火砕サージ、2:火砕流本体　降灰

20cm:1、降灰10cm:2

 日光白根山

50年確率 1995 1995 1995

100年確率 1995 1995

200年確率 1995 1995

現在 1995 1995

小～中規模噴火2011, 2013 2011, 2013 2011, 2013 2003 2003 2003 2003

大規模噴火 2003 2003 2003 2003 2003 2003 2003

小規模噴火 2004 2004 2004 2004

中規模噴火 2004 2004 2004 2004 2004 2004

大規模噴火 2004 2004 2004

50万m3 2015 2015 2015 2015

 弥陀ヶ原

水蒸気噴火

マグマ噴火 2015 2015 2015 2002 2002 2002

 乗鞍岳 H

小規模噴火 2009 2009 2009

大規模噴火 2015 2015 2015 ＜協議会の検討課題＞＜協議会の検討課題＞

大規模噴火 2009 2009 2009 2009 2009 2009 2009

水蒸気噴火 2018 2018

マグマ噴火 2018 2018 2018 2018

 白山

試作版（国）大規模 2004 2004 2004 2004 2004 2004 2004

可能性マップ 2004 2004 2004 2004 2004 2004 2004

小規模噴火 2004 2004 2004 2004 2004 2004 2004

中規模噴火 2004 2004 2004 2004 2004 2004 2004

大規模噴火 2004 2004 2004 2004 2004 2004 2004

 箱根山 水蒸気爆発 2009 2009 2009 2009 2009

伊豆東部火山群 マグマ水蒸気爆発

伊豆大島 実績ベース 1994 1994 1994 1994

 新島

 神津島

 三宅島 マグマ水蒸気爆発 1994 2012

マグマ水蒸気爆発 2017 2017 2017 2017 2017

マグマ噴火 2017 2017 2017 2017 2017

マグマ水蒸気爆発 2017 2017 2017 2017 2017

マグマ噴火 2017 2017 2017 2017 2017

 硫黄島

鶴見岳伽藍岳 既往噴火と同程度 2016 2016 2016 2006 2016 2016 2016

水蒸気爆発 (ca2,000年)2013 2013 2013 2013 2013

約2,000前の噴火規模 2013 2013 2013 2013 2013 2013

小規模噴火 2008 2008 2008

中規模噴火 2008 2008 2008 2008 2008

大規模噴火 2008 2008 2008 2008 2008 2008
土石流：1：20cm、2：50cm、4：外輪

山、3：渓流

 雲仙岳 1990年噴火規模、1663年噴火規模1991 1991 1991 1991 1991

えびの高原周辺 2009 2009 2009 2009 2009 2009 2009

大幡池 2009 2009 2009 2009 2009 2009 2009

新燃岳 2009 2009 2009 2009 2009 2009 2009

御鉢 2009 2009 2009 2009 2009 2009 2009

中規模噴火 2006 2006 2006

大規模噴火 2006 2006 2006 2006 2006

100万m3 2018 2018 2018 2018 2018 2018 2018

1000万m3 2018 2018 2018 2018

1億m3 2018 2018 2018 2018 2018

100万m3 2018 2018 2018 2018 2018

1000万m3 2018 2018 2018 2018 2018

1億m3 2018 2018 2018 2018 2018 2018

100万m3 2018 2018 2018 2018 2018

1000万m3 2018 2018 2018 2018 2018

1億m3 2018 2018 2018 2018 2018

100万m3 2018 2018

1000万m3 2018 2018

1億m3 2018

 雌阿寒岳

 十和田

 八甲田山（地

獄沼）

 八甲田山（大

岳）

岩木山

 恵山

 有珠山

 秋田焼山

 焼岳

 新潟焼山

 浅間山

 草津白根山

那須岳

 磐梯山

 安達太良山

 吾妻山

 栗駒山

 鳥海山

 岩手山

 御嶽山

 諏訪之瀬島(ト

ンガマ)

 諏訪之瀬島(御

岳)

 口永良部島

 薩摩硫黄島

 桜島

 霧島山

 阿蘇山

 九重山

 青ヶ島

 八丈島

 富士山

 

 

樽前山
倶多楽

北海道駒ケ岳

恵山

有珠山

 

図 27. 北海道における 250m メッシュで整備したハザード情報(左：北海道における 250m

メッシュの降灰ハザード、右：伊達市役所におけるハザード情報の表示例) 

 

表 4. 整備した北海道市役所におけるリスク情報の表示例  

市役所等 CODE esan esan_chuk esanDai Hkomagatake usu usu_sanroku TarumaeSho TarumaeChu TarumaeDai Gutara Tokachi Atosanupuri Meakan_Sui Meakan

函館市役所 6240552813 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000

北斗市役所 6240558233 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000

室蘭市役所 6340377743 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000100000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000

伊達市役所 6340566842 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000100000000 0000100000000 0000000000000 0000000000000 0000100000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000

洞爺湖町役場 6340666111 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000100000000 0000100000000 0000000000000 0000000000000 0000100000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000

登別市役所 6341409832 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000100000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000

苫小牧市役所 6341746812 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000100000000 0000101010000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 0000000000000 
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5) 次世代火山研究推進事業の周知広報活動  

 平成 31 年（令和元年）5 月に千葉県で開催された JpGU Meeting 2019（日本地球惑星

科学連合 2019 年大会）、同年 9 月に兵庫県で開催された 2019 年度日本火山学会秋季大会、

同年 7 月にカナダのモントリオールで開催された IUGG 2019（国際測地学・地球物理学

連合総会）の 3 つの学会において、次世代火山研究推進事業の周知広報を目的としたブー

ス展示を行い、学会に参加した多くの研究者に本プロジェクトの成果を紹介した（写真 4）。 

 

写真 4. IUGG2019 におけるブース展示。  

 

 査読付き論文である Journal of Disaster Research で本プロジェクトの研究成果を集め

た特集号を企画し、2 巻（Vol. 14, No. 4 と No. 5）に渡って公開された（写真 5）。  

 本プロジェクトを紹介する動画とパンフレット・リーフレットの英語版を作成した。動

画は youtube や上記学会のブースで公開され、パンフレット・リーフレットも上記ブース

で配布された（写真 5）。  

 

写真 5. Journal of Disaster Research の特集号（Vol. 14, No. 4）と、英語版のパンフレッ

トとリーフレット。  

 

 また、本プロジェクトを紹介するホームページ 17)を開設し、上記パンレットやリーフレ

ットをダウンロードすることが可能で、上記動画を閲覧することもできる。  
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(d) 結論ならびに今後の課題  

 平成 3１年度の当初目標である以下の 4 点については、ほぼ達成できた。  

・常時観測火山におけるハザードマップのデジタル化  

・周知啓発教育用コンテンツ試作版の開発  

・降灰被害予測コンテンツ試作版の開発  

・避難・救助支援コンテンツ試作版の開発  

 

 今年度も常時観測火山 50 火山の内 5 火山における紙ベースのハザードマップをデジタ

ル化（シェープ形式へ変換）し、WebGIS 等で表示することが可能になった。これで合計

35 火山の GIS 版ハザードマップが得られ、一部は開発中の各種コンテンツ試作版に取り

入れられた。今後は、引き続き残っているハザードマップのデジタル化を進める。  

 前年度までに実施されたヒアリング調査やアンケート調査の結果に基づき、自治体防災

担当者からのニーズに対応ための、周知啓発教育用コンテンツ試作版として「火山防災ポ

ータルサイト」を開設した。本コンテンツには、前年度までに収集した 284 件の火山に関

する情報素材が含まれ、検索機能も付されるなど容易にアクセスが可能となっている。ま

た、火山災害や火山防災について学ぶことのできるテキストや研修プログラムの一つであ

る演習事例なども含まれる。今年度から複数の自治体防災担当者に実際に試用してもらい、

使用時の感想や要望等の収集を行った。今後はより多くの自治体防災担当者に試用しても

らい、収集された感想や要望等を反映させる形でコンテンツの高度化を図る。  

 前年度までに実施された降灰影響評価実験の結果に基づき、都市部の降灰予測を考慮し

た対策に役立てるために、降灰被害予測コンテンツ試作版を開発した。本コンテンツでは、

実験の結果に基づいて設定された建築物の機能継続に影響を及ぼす降灰深の閾値を、降灰

シミュレーションの結果得られる火山灰分布と併せて GIS 上で表示することで被害予測

が可能となる。今年度はこの閾値の設定に関連して、降灰量に対する木造建築物の屋根の

安全性についても評価を行った。今後は、降灰深の閾値設定に必要な新たな降灰実験を実

施する。また、本コンテンツから出力される被害予測情報のユーザーへの提供の仕方につ

いても検討を進める。  

 前年度に引き続き今年度も登山者動向把握実験（富士山チャレンジ）に参加し、富士山

における登山者の動態データを取得した。また取得した動態データをインプットデータと

して地図上で可視化するツール（避難・救助支援コンテンツ試作版）を開発した。今後は

那須岳で登山者動向把握実験を実施し、その成果をインプットデータとして可視化ツール

を自治体防災担当者に実際に試用してもらい、避難計画の作成や避難施設の設置の参考に

するなど、本コンテンツを事前防災に活用していく。  

 開発中の情報ツール（各コンテンツ試作版）を試用してもらう自治体数を増やし、より

多くの意見や要望等を収集し、それらを反映させ、3 つのコンテンツの高度化を図ってい

く。 
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マスメディア（テレビ、新聞等）  

1. 4/18，山梨日日新聞 朝刊，「富士山チャレンジ 2017」でえら得た登山者の動向データ

などについての解説  

2. 5/28，山梨日日新聞 朝刊，富士山研の宝永山についての調査についての解説  

3. 6/3，UTY ニュースの星 18:15〜，富士山の観光と防災についての解説  

4. 6/15，函館新聞 朝刊，北海道鹿部町での出張講義 火山防災講演会について  

5. 6/18，朝日新聞 朝刊，北海道鹿部町での出張講義 火山防災講演会について  

6. 6/24，朝日新聞 朝刊，特集記事「山登り 噴火時の備えを」において避難について

の解説  

7. 7/12，岳南朝日新聞 朝刊，静岡県富士宮市での出張講義 「富士山の火山噴火とそ

の災害—噴火したらあなたはどうしますか？」ついて  

8. 8/20，UTY ニュースの星 18:15~，ハザードマップの見直しについての解説（雁ノ

穴） 

9. 11/26，山梨日日新聞 朝刊，特集記事「守る命」において富士山噴火についての解説  

10. 12/30，UTY 10:00~，噴火に備える−富士山防災対策の今   

11. 1/15, 防災プラス Vol.10, No.226, 「火山災害-柔軟に対応できる心構えと備えに向け

て-」について寄稿  

12. 1/16，山梨日日新聞 週刊「こぴっと」，特集「美しい富士山なぜこの形に？」におい

て富士山の成り立ちについて解説  

 

(g) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定  

1)特許出願 

なし 

2)ソフトウエア開発  

なし 

3) 仕様・標準等の策定  

 なし  
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(3) 令和 2 年度業務計画案  

(a) 周知啓発教育用コンテンツ試作版の高度化  

前年度までに開発した周知啓発教育用コンテンツ試作版を高度化する。現試作版は自治

体防災担当者を対象としたヒアリング調査やアンケート調査から得られたニーズや課題に

対応するべく開発されたが、今年度は実際に試作版を試用した上での潜在的なニーズや課

題に対応するべく開発を進め、高度化を図る。具体的には、試作版として開発したポータ

ルサイトに含まれる情報コンテンツや機能をニーズに応じて増やす。また本コンテンツで

アクセスが可能な自治体防災担当者向けの研修プログラムについてパッケージ化し、実際

にそのプログラムを使った研修を実施する。  

 

(b) 降灰被害予測コンテンツ試作版の高度化  

前年度までに開発した降灰被害予測コンテンツ試作版を高度化する。現試作版は平成 29

年度及び平成 30 年度に実施した建築設備を対象とした降灰影響評価実験の成果を基に、

降灰による建築物の損傷・被害に関する降灰深の閾値を設定し地図上で他の情報と重ねて

表示できるようにしたものだが、今年度はさらに建物に対する影響を評価するうえで重要

となる換気用エアフィルタを対象にした降灰影響評価実験を実施する。  

また、本コンテンツによる情報発信の在り方を検討するために、一般住民及び自治体を

対象とした大規模降灰に関するアンケート調査を実施する。国内では鹿児島市を、国外で

はフィリピンを対象地域とする。  

 

(c) 避難・救助支援コンテンツ試作版の高度化  

前年度までに開発した避難・救助支援コンテンツ試作版を高度化する。現試作版は平成

29、30 年度及び令和元年度に実施された富士山及び御嶽山における登山者動向把握実験で

得られた登山者の動態データを地図上で可視化しハザードシミュレーションの結果と組み

合わせることで人的被害推定を行えるものであった。今年度は栃木県那須岳において同様

のシステムを利用した登山者動向把握実験を実施する。得られた登山者の動態データを本

コンテンツ試作版で可視化し、那須岳周辺自治体の防災担当者らに試用してもらい、デー

タの防災利用について検討を進め、検討結果を開発に反映させることでコンテンツの高度

化を図る。  

さらに、避難計画の作成や避難・救助活動において重要な施設である退避壕（シェルタ

ー）等の耐久性を評価することを目的として、模擬火山岩塊を使用した衝突実験をまずは

試験実験から実施する。  
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4. 活動報告 

4.1 会議録 

・課題 D 平成 31 年度全体会議  

日時：令和 2 年 2 月 6 日 

場所：フクラシア東京  

内容：各サブテーマの進捗状況と今年度計画、サブテーマ間連携、課題間連携について議

論を行った。また次年度の計画についても共有を図った。  

 

 

4.2 対外的発表  

・次世代火山研究推進事業平成 31 年度研究集会  

日時：令和 2 年 2 月 15 日 

場所：東京大学地震研究所  

内容：次世代火山研究推進事業平成 31 年度研究集会において各課題の成果と到達目標に

ついて発表した。  

 

・次世代火山プロジェクト総合フォーラム  

日時：令和 2 年 2 月 16 日 

場所：一橋講堂  

内容：次世代火山プロジェクト総合フォーラムにおいて、各課題の概要と成果についてポ

スター発表を行った。  
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5. むすび 

本研究課題では、火山災害に対応するため、リアルタイムで噴火の状況を把握するとと

もに、そのデータを迅速に解析し、その後の推移予測とハザード・被害評価、さらには対

策に資する情報の提供までを一連で行う技術を開発している。平成 31 年度には、平成 28

年度に開始した次世代火山研究推進事業の中間評価を受けた。そこでは、本課題について

は、S と A 評価であり、所期の計画目標に達しており、妥当な成果を得ている（サブテー

マ 2 については所期目標を上回っている）とされた。また、各課題の実施手法も妥当であ

り、今後も取組に発展性が期待されるとされた。 

平成31年度は、サブテーマ1おいては、伊豆大島において基準点を設置したUAV 撮影を

行い、画像から作成した3D地形モデルの位置精度が向上することを明らかにした。また、

2017 年度に撮影した画像に仮想基準点を設置して、2019 年度撮影の地形との比較ができ

るようになった。さらに、熱赤外画像から溶岩流の分布範囲等の把握や、取得画像から機

械学習等で噴石などによる噴火ハザードの認識が可能であることが示された。画像データ

については、課題Aへデータ一元化システムへの引き渡し（リンク）が図られた。今後、中

間評価で指摘されたように、データ解析時間のさらなる短縮に向けた方策や、ドローン運

用に係る制約への対応策についても検討し、研究開発を進めていくことが期待される。  

サブテーマ 2 においては、平成 31 年度の業務の柱は、「リモートセンシングによる火山

灰放出量の即時把握技術開発」、「火山灰拡散予測の高速度化技術開発」、「火山灰拡散予測

の高精度化技術開発」であった。即時把握技術開発においては、Xバンド MPレーダー、GNSS、

ライダーによるリモートセンシング観測を継続することにより、このマルチパラメータ観

測システムが噴煙高度や降灰量等の即時的把握と噴煙量の推定に有効であることが示され

た。予測の高速度化技術においては、傾斜計及び地震計を改修することにより、噴火の発

生、地震動や地盤変動データからの噴出率と噴煙高度の評価パラメータを高度化が図られ

た。予測の高精度化においては、火山体周辺の風速ベクトル分布を高分解能で把握するこ

とにより、降灰量の予測がさらに改善された。太陽光パネルの破壊実験のデータをサブテ

ーマ 3 に引き渡した。サブテーマ 2 で開発する火山灰拡散予測システムは、これまでの火

山観測において長い間培われてきた地震観測及び地盤変動観測データをもとに噴出率、さ

らに噴煙高度を推定し、火山灰拡散シミュレーションを行うことが最大の特徴があり、世

界で唯一のシステムである。本サブテーマにおいては、次世代人材育成コンソーシアムだ

けでなく他分野の研究者との連携が図られた。今後、中間評価で指摘された、大規模噴火

に備えた検討や、他の火山への一般化の可能性についても念頭に置いて技術開発を進めて

いくことが期待される。 

サブテーマ 3 においては、常時観測火山 5 火山のハザードマップ・デジタル化を行い

WebGIS 等で表現活用することが可能になった。前年度までに調査した自治体防災担当者の

ニーズに対応するため、周知啓発教育用コンテンツ試作版「火山防災ポータルサイト」を

開設した。また、前年度までに実施された降灰影響評価実験の結果に基づき、都市部の降

灰予測を考慮した対策に役立てるために、降灰被害予測コンテンツ試作版を開発した。今

後、被害を与える降灰深の閾値を、降灰シミュレーションの結果得られる火山灰分布と併

せて GIS 上で表示することで被害予測が可能となる。さらに、登山者動向把握実験に引き

続き参加し、富士山における登山者の動態データを取得するとともに、その動態データを
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地図上で可視化するツール（避難・救助支援コンテンツ試作版）を開発した。これらの情

報コンテンツには、今後、サブテーマ 2 から提供される太陽光パネル破壊実験などの噴石

降下実験の成果が組み入れられる予定である。今後、中間評価で指摘された、開発した情

報ツールを利活用してもらえるよう、さらにニーズへの対応を含めて検討・工夫をする必

要がある。  

このように各サブテーマは、中間評価での指摘事項を踏まえてそれぞれ改善を試みてお

り、平成 31 年度目標を概ね達成している。また、本課題内における関連や他課題および人

材育成コンソーシアムとの連携についても配慮した研究がなされた。  

 

 


